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第1章　序論

1,豺

　人間の意志疎通を支援し，最も高級な道具と考えられる電気通信網は多くの改

良を経て社会生活における利便性の向上に貢献してきた．　中でも蓄積プログラ

ム制御方式電子交換機の導入は通信網の機能高度化の点からは最も大きなインパ

クトを与えたと考えられる．　蓄積プログラム制御方式は通信網の機能仕様を具

現する交換機の制御機能をプログラム論理で実現し，プログラムの高論理性によ

り高度な機能の実現を，またプログラムの融通性によって通信網仕様の進化を可

能とする．　ただ，初期の蓄積プログラム制御方式には単一プロセッサ制御によ

る性能限界というアキレス腱を秘めていたのも事実である．

　シングルプロセッサの性能限界を取り除き，通信網の進化を約束する制御の分

散化の研究は実用化を指向したディジタル交換機の研究の一環として諸外国を含

めて広く行なわれた．　高集積部品技術が飛躍的な進展を遂げ，電気通信網にお

いては伝送路のディジタル化だけでなく，交換機のディジタル化を進め，音声や

画像やデータを一元的に伝達可能とするディジタル統合網への具体化を開始した．

制御の面ではマイクロプロセッサによる処理コストの大幅な低下と処理技術の一

大普及を促し，制御の分散化の下地が出来てきた．

　分散制御方式の研究対象であるディジタル交換機はアナログ通信からディジタ

ルー元化通信への通信網の世代交代の位置にある．　分散制御方式には両者から

の幅広い要求に適合化することが求められる．　一方，複数プロセッサの組合せ

からなる分散制御方式は自由度が大きいが，逆にその分システムの溢路が不明確

化し，望ましい方式をいかに確立するかは大きな課題である．　さらに交換機制

御用には実時間制御や高信頼化などの新たな問題を解決しなければならない．

　筆者等は，①将来のサービス拡大への柔軟性，②規模に応じた制御能力の実現，

③ハードウェア支援によるマルチプロセッサ複雑性の排除，④規模別信頼度規定

に整合する高信頼化等を目標として分散制御方式を検討し，機能・負荷分散併用

形のマルチプロセッサを案出し，試作・実験による確認を行なって，実用化へ導

いた．　本論文は，筆者がハードウェア担当者として進めた交換制御用マルチプ

ロセッサの概念構築，その具体化に関する研究成果をまとめたものである．

1－



2,研究の顛

2.1　電子交換機制御方式の開発と本研究の位置

　1963年，米国ベル研究所が蓄積プログラム制御方式電子交換機の実用化計画を

発表した（Ｄ．　これは通話路部に電磁・機械スイッチを用いるが，制御部にコン

ピュータを用いてプログラム論理で交換機を制御する新しい技術であった．　こ

の交換機の特徴である蓄積プログラム制御方式は，プログラム制御の融通性を利

用して①新電話サービス提供に対する機能の付加を容易化し，②番号計画・課金

方式の変更に対する融通性を付与し，③構成装置の単一性（交換機種の相違はプ

ログラムで対処）によってスヽドック生産を可能とするものであった．

　この発表は内外に反響を呼び，各国の電子交換機の実用化の促進に多大の影響

を与えた．以後，蓄積プログラム制御方式は交換機制御方式として不動の位置を

獲得している．

　ここで本研究のマルチプロセッサ制御方式に至る電子交換機制御方式の歴史

（概略経過を図1.1に示す）と本研究の位置を概述する．　筆者は制御方式の研究

の歴史を以下の３期に分ける．

第１期　蓄積プログラム制御方式の確立

　「蓄積プログラム制御方式はハード.ウェアをコンピュータで制御するもの」と

定義すると，現在ではごく当り前のシステム技術に聞こえる．　しかし，蓄積プ

ログラム制御方式が発明された時点では革新的発想であった．　コンピュータ技

術が未熟であった時期に　①刻々変化するハードウェアの状態をメモリ上に写像

して処理する概念，　②処理対象を代えながら定型処理プログラムを繰り返し実

行する概念，　③多数の呼を並列に多重処理する概念，　④ハードウェアの厳密

な時間制約に応答し得る実時間制御の概念　が創りだされている．　また概念の

みでなく，部品技術が未熟な時代に２４時間無休止システムを実現し，１００ｋ

ステップを越える大規模プログラムを総合して運用可能とする高精度なプログラ

ム技術を確立している．　この技術を盛り込んだＮ０．１　ＥＳＳを本格的に導入

することを米国ベル研究所は19 6 3年に発表している(1)

　日本でも　それまで電子部品化による機械的摩耗の無い電子交換機の実現を目指
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して通話路と制御部を併せて電子化する全電子式電子交換機の研究を進めていた

が，ペル研による革新的発想に刺激を受け，研究の重点を蓄積プログラム制御方

式電子交換機に移した．　いわば習作としてのＤＥＸ－１（２），進展著しい計算機

技術を電子交換機向きに最適化し，国産技術として確立したＤＥＸ－２（３），これ

に容量増や各種基準への適合化を図ったＤＥＸ－２１（４）を経て，わが国の商用電

子交換機技術が確立した．

　しかし蓄積プログラム制御方式電子交換機は革新的な発想を取り込み，実用可

能な技術を確立しながら普及という観点からは必ずしも順調ではなかった．　経

済性については，Ｉ Ｃ，磁心メモリなどの電子部品がまだまだ高価であり，電磁

式クロスバ交換機に比較して，基本電話サービスの範囲では割高という問題が残

った．　また，新サービスヘの期待を担いながらも，最大規模の局の基本サービ

スを実現するだけで制御装置の能力が限界に達し，その後の新サービスを実現し

ていくには処理能力不足という矛盾もはらんでいた．

　電子交換機の本来の目的を達成するには電子交換機の普及促進が重要な課題で

あった．　電子交換機のみに可能なサービスは，電子交換機が大量に導入され，

それらの制御システム間がデータ伝送で結ばれ，網全体があたかも単一計算機の

ように動作することによりなされるとされた(5).　電子交換機制御系には，基本

サービスでも既存交換機に経済性で勝って導入が進むこと，しかも将来に渡って

電子交換機の融通性を発揮し得る高性能化が必要とされた．

　このような電子交換機の普及の促進に向けた研究には二つの大きな流れがあっ

た．　一方は既に実用化を果たした大規模局用電子交換機の経済化と高性能化で

ある．　制御系に関しては，米国ベル研究所における１Ａプロセッサ(6)やNTT

におけるＤ１０－高速中央処理系装置(7) [131 [141がこれに当たる．　もう一方の

研究は，中小規模局領域へも電子交換機を適用可能とすることであり，米国での

Ｎ ０．３ＥＳＳ(８)や日本での中規模局用ＤＥＸ－Ａ１実験機(9)とＤ２０電子交

換機(1°)，これを改良した改良Ｄ２０交換機(11)，小規模局用Ｄ３０交換機(12)

がこれにあたる．

　まず，大規模局用交換機の改良では新テクノロジー(部品，実装技術)の採用
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と新テクノロジーに合わせた回路構成法等の工夫や既存構成方式のスリム化(過

度の冗長性の排除)が図られた．　コンピュータ産業の刺激を受け，部品や実装

技術は急速に進展しつつあり，これらの技術を交換機制御向きに適合化して有効

に利用する手法の開発が重要であった．　システムハードウェアの経済化にとっ

て部品技術の改良が最も大きな要因となるが，システム寿命が短く，開発の早さ

を競うコンピュータとは同一部品技術といえども適用法が異なる．　電子交換機

には長期の運用寿命を考慮した信頼性や部品の能力を最大限に活用した経済性が

求められる．　システムの高性能化を目標にＥＣＬ高速素子が採用され，高速性

が必要な制御中枢部には交換機向きの命令実行の効率化を考慮したカスタムL S

Ｉが開発された．　ただし，高性能化と同時に，素子速度の余裕を生じる個所に

は素子速度の余裕を金物量の削減，経済化に活かす理念が生まれた．　この研究

の中でマイクロプログラム制御による効率の良い多重制御方式が考案され，電子

交換機の高性能化と経済化に活かされた【15】～‘23 ]

　一方，中小規模局用の電子交換機の開発は(9 >大規模局用より　さらに厳しい

経済性要求の下で遂行された．　共通制御方式による電子交換機にはシステムコ

ストの固定分が存在し，端子当リコストは規模が小さくなるほど割高となる．

固定コストの大部分を制御システムが占めることから，制御システムには性能を

落しても機能の削減や演算ビット幅の削減など小規模化への対応が必要とされた．

　中小規模局用電子交換機Ｄ２０の改良実用化‘241～t26りこおいては，高集積部

品の採用による経済化と同時に，高集積時代のシステム構成すなわち常用と予備

の間の交絡を簡略化した中央処理系全体の完全二重化予備構成や磁気バブル制御

への多重マイクロプログラム制御手法などが発案され，効率性が追求されている

【27】～【28】.　これらの改良を経て電子交換機が大幅に高性能化・経済化され，

大量導入が始まる．　これにより，蓄積プログラムの長所を活かした機能の拡大

が年々行なわれるようになった．

　電子交換機が大量に導入されると，プログラム制御の融通性とは裏腹にソフト

ウェアヘの投資の増加，いわゆるソフトウェアネックの問題がクローズアップさ

れるようになった．　電子交換機ではプログラム制御の融通性から機能の追加は

当然行なわれるべきものであるが，大中小規模と系列の異なる電子交換機が併存

することにより，系列毎のプログラムを独立に維持管理しなけれぱならないこと
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　第２期での残された問題は，次世代交換機としてのディジタル交換機の研究の

中で解決されることになった．　既に空間分割電子交換機の実用化が一段落し，

ディジタル部品技術の進展からディジタル交換機の経済性の見通しが立ちつつあ

った．　ディジタル交換機の実現に向けた研究が世界的に始まり，同時にディジ

タル交換機用制御システムの開発が盛んになった．

　ディジタル交換機は，通信網の情報をディジタル信号に一元化して伝達しうる

ため，同一端末から各種のメディアを統一して通信可能とし，きたるべき情報社

会のインフラストラクチャ，いわゆるディジタル総合通信網の実現を可能とする

と期待された．　第３期の研究については本論文が主題とするものであり，次節

に詳述する．

2.2　ディジタル交換機制御方式の研究

2.2. 1　分散制御方式の研究

　ディジタル交換機の制御システム用に複数プロセッサによる分散制御方式が期

待され始めた．　交換機の全適用領域を同一プロセッサとソフトウェアで一元化

し，ソフトウェアの維持管理工数を削減しようとするもので，前記の残された課

題の解となるものである．　また，研究の背景として，この他，以下の動向が分

析されている(29)

(1)集中化への反省

　従来の蓄積プログラム制御方式は集中化による効率化，大群化を過度に追求す

ることからプログラムの複雑化を招いている．　効率追求のあまり，プログラム

の機能実体が密結合となり，機能追加のために修正すべきモジュールの特定が困

難となっている．　さらに，機能モジュールの組み合わせにより各種交換機の実

現を図るモジュール化技術が未成熟であるとされた．

　マイクロプロセッサを中心としてＬＳＩ電子回路の進展が著しく，マイクロプ

ロセッサの実現領域ではグロシユの法則が崩れていた．　制御システムにおいて

6-



一
一

ｉ

一
　
軸

■

ｆ

鴫
　
ｉ

は，大規模化追求の精神的支えが無くなりつつあった．　．このためマイクロプロ

セッサで交換機の制御を実現する研究が盛んになった.

(3)通信網の危険分散

　通信網の規模が大きくなり，その社会的責任が大きくなったことから信頼性向

上が期待された．　信頼性向上を図るには，分散を地域的に広げ，危険の分散を

図ることが一つの解になりうる　との見通しであった．

　このような背景のもとに，それぞれ以下のような狙いをもって交換機の分散制

御の基礎的研究が数多くなされている.　(30 >,～(36)【37】【38】C39>
^(44 )

(ａ)LSI電子回路技術の活用による経済化

(b)機能分散化によるソフトウェアのモジと１－ル化とソフトウェアの簡明化

(ｃ)交換機の適用規模に合わせた処理能力による総合経済性の達成

(d)シングルプロセッサの能力限界を越える処理能力の実現

(ｅ)フェイルソフト技術による交換機の信頼性の向上

(f)網的分散による通信網の信頼性向上

(g)端末まで機能分散し，端末をインテリジェント化したサービス向上

2.2. 2　実用ディジタル交換機制御方式の動向

　分散制御の理想を追求した基礎的研究と並行して実用化に向けた着実な研究も

進行した．　通信網は既存の端末との接続性や互換性が必要であり，分散制御に

対する期待も実用化を意識した途端に現実の条件への適合化に絞られていく．

実用交換機においては分散制御を指向しても，回線等の資源は交換機全体で共有

することになるため，資源はなんらかの方法で共通に管理することが必要となる．

実用の観点では集中と分散の調和が必要であり，分散制御の理想追求が強すぎる

と実用，商用の点では必ずしも成功しない．　例えば，商用化されたシステムの

中ではＩＴＴ社のシステム1240（４５’が最も分散制御の理想に近いが，商用市

場では失敗と見られている．　小規模な通話路の制御や信号処理をマイクロプロ

セッサで実現し，全規模の交換機を小規模モジュールによるビルディングブロッ

クで拡大して，実現しようとするものであった．　しかし，結局大規模局の能力

の遣成が困難であったとされ，現実ではきわめて少ない導入量と予想される．

７
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信号処理

(中継系) CP-A ●● CP-A
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信号処理

(加入者系

共通りソ

ース管理

ルーティ

ング

運転管理

CP-A

●●

CP-A

CP

●● CP-

注）各箱がプロセッサを示す．

　　CP･A,Bは利用プロセッサが

　　異種であることを示す．

：同一機能の負荷分散

図1.2　世界の代表的ディジタル交換機の制御系構成

　収容する回線をいかに効率良く運用するかが交換機の１つの使命である．　通

信網資源を管理する共通制御部をどのように構成して，また通話路等の周辺制御

機能を　どのように付加するかに現実の解は落ちつく．　現在，実用に供されてい

る世界の代表的ディジタル交換機の分散制御の概要を図1.2に示す．

　スエーデッのエリクソン社ＡＸＥ－１０（４６）は複数のスイッチモジュールに対

応した周辺制御プロセッサと　これを統合的に制御するシングルプロセッサで制御

システムを構成している．　米国ＡＴＴ社　Ｎ ０．５ＥＳＳ（４７）では，呼処理の

機能をさらに周辺プロセッサに移譲しているが，資源の管理は単一プロセッサで

管理している．　日本のディジタル交換機の代表機種として大量に導入されてい

るＤ７０（４８）ディジタル交換機のマルチプロセッサは，単一プロセッサに相当す

る機能をＶＬＳＩプロセッサによるマルチプロセッサで負荷分散することにより
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小規模からの経済的な拡大を狙っている．

　設計者の思想や重点の置き方により，必ずしも呼処理の機能分割の位置，分割

間のソフトウェア／ハードウェアの結合法は同じでないが，分散と集中の調和の

下に各種の交換機用実用マルチプロセッサが実現されていることがわかる．

3，融のＨ

　本論文は, 1978年（昭和53年）よりＮＴＴ電気通信研究所で開始されたディジ

タル交換機所内試験機ＤＴＳ－１からＤ７０ディジタル交換機の実用化に至るデ

ィジタル交換機用マルチプロセッサ制御方式の研究内容を主にハードウェア面か

らまとめたものである．

　本論文では，まずディジタル交換機におけるマルチプロセッサの位置づけを示

す．　次に要求条件への適合化へ向けたマルチプロセッサ構成決定への手順を示

し，望ましいマルチプロセッサ構成を規定する．　さらに　この構成を実際のシス

テムとして具現する設計思想を構築し，この具体設計を行い，評価を行なう．

なお，交換機の具体的設計は，まず，故障を意識せずに効率，性能を最大限に向

上させる基本設計を行い，その後，故障時の問題をどのように解決するかの過程

を経る．　本論文では前者を基本設計と呼び，後者を高信頼設計と呼ぶ．

　本論文の内容を以下に要約する．

3.1　ディジタル交換機におけるマルチプロセッサの位置づけ

　ディジタルスイッチの特徴を分析し，その特徴を活かすためのディジタル交換

方式への要求条件を求め，制御方式には以下のようにマルチプロセッサ制御方式

が必要であることを示す.

（i）大処理能力の実現

　ディジタル交換機導入の最終の目標は加入者から加入者まであらゆる情報をデ

ィジタル一元化して統一的に伝達し得るディジタル統合網の確立である．　しか

しディジタル交換機といえども当面はアナログ通信を含む既存通信網の中に埋め

込みで導入せざるをえない．　ディジタル交換機の特徴を活かす当面の目標は交

換機容量の拡大による既存通信網の経済化にある．　この目標に対し，シングル

-9-



プロセッサ制御方式では能力不足となり，複数プロセッサによる処理能力拡大が

可能なマルチプロセッサ制御方式が求められる.

(ii)制御規模に対応した処理能力の提供

　交換機には過疎地用の小規模から大都市用超大規模まで幅広い分布がある．

このため，適用規模に応じた制御能力の提供が必要である．　また，将来のディ

ジタル総合網構築には様々なサービスの展開がなされると想定される．　しかし，

サービスの拡大は段階的になされ，高度サービスを提供しない初期に予め処理能

力の設備を具備しておくことは不経済になる．　規模や時期の状況に応じた処理

能力の提供が必要であり，プロセッサ数の調整により処理能力調整が可能なマル

チプロセッサ制御方式は今後の交換機制御方式として望ましい.

(iii)交換機系列の統一

　ディジタル総合網の確立に向け，ソフトウェアの重要性は今後益々増大する．

ソフトウェアの維持管理は今後大きな問題である．　幅広い適用領域の全領域に

わたって一機種化を可能とするマルチプロセッサ制御方式は全適用規模に渡って

ソフトウェアの維持管理の統一を可能とすることから望ましい方式である.

(iV)技術動向への対応性

　ディジタル交換機は高集積部品技術の活用の上に成り立つものである．　今後

進展する経済性に優れたＶＬＳＩプロセッサの利用は必須である．　しかし，Ｖ

ＬＳＩプロセッサは比較的低能力であり，複数プロセッサを組み合わせて処理能

力の拡大が可能なマルチプロセッサ制御方式は望ましい.

(V)規模別信頼度への対応

　ディジタル交換機では社会的影響を考慮して，大規模交換機ほど高信頼である

べきとしている．　一方，ハードウェア実現上では大規模ほど信頼性が低下する．

このため，故障範囲を限定化し，システム全体では高信頼化を図り得る可能性の

あるマルチプロセッサ制御方式は有効な方式である．

3.2　マルチプロセッサ構成法

　交換処理の定量解析からディジタル交換機に適したマルチプロセッサ構成を求

めている．　主な内容は以下の通りである．

－10-

ｒ
一

●

『
　
｛

￥

Ｉ
　
μ

ａ
　
￥



肴

Ｉ
　
Ｔ

４
　
Ｌ

゛
一

(i)共通メモリによる資源管理

　交換機は生起する呼に通信網の資源を管理分配して通信網の運用を司るもので

ある．　有限のサービス資源を如何に効率よく運用するかが交換機の経済性にと

って最も重要な要因であり，共通資源の管理運用の効率化を検討している．　こ

の中で共通メモリによるサービス資源の管理方式が効率性において優れているこ

とを定量的に求めている.

(ii)信号処理と呼制御処理のモジュール化

　交換処理は①ハードウェアと対応する信号処理，②リソース管理を中心とした

論理処理である呼制御処理に大きくは機能分解できる．　この機能分解に基づい

てプロセッサを付与し，機能分散を行なうと，新信号方式の導入は信号処理を扱

うプロセッサ群の階層，また，通信網のリソースを利用するサービス追加は呼制

御処理へと機能追加のモジュール化が図れる．　この機能分割において信号処理

は制御対象とする通話路ハードウェアと一対一に対応して設け，呼制御処理はハ

一ドウェアとは独立にすべての信号処理からの処理依頼を均質に負荷分散するこ

とが有効であることを定量的に求めている.

(iii)信号方式対応機能分割

　(ii)の分割において，呼制御処理は均質な負荷分散をしておリ，もはや機能分

割は不要である．　一方信号処理は各種の異なった信号方式を対象としており，

またディジタル統合通信網の確立へ向けて新たな信号方式の出現を想定しなけれ

ばならず，各種信号方式に対応した機能分散の可能性がある．　また将来の新信

号方式の追加可能性は必須であるが，一方では設備されない初期投資時点に将来

の信号方式追加のための設備を具備しておくことは不経済となる．　これらを考

慮すると信号処理は各信号方式に対応して機能分散を行うことが必要であり，こ

の効果を定量的求めている．

3.3　マルチプロセッサの基本設計

　望ましいとしたマルチプロセッサ基本構成を具体化する設計理念の構築と，

の理念の下でのシステムの具体的設計と実現結果の評価を示す.

(i)設計理念の構築

｀ア

Ｗ

マルチプロセッサの具体化に当たっては, ONE-MACHINE概念と呼ぶ設計理念を

１１



用いる．　マルチプロセッサは大規模への拡張性は優れているが，１プロセッサ

で実現できる程度の小規模の範囲ではシングルプロセッサ制御方式に経済性で劣

るため，小規模領域ではシングルプロセッサ制御方式を採用せざるを得ない．

　このONE-MACHINE概念を制御系を階層構成化して，各階層インタフェースをシ

ックル／マルチプロセッサ両構成間で共通化し，各階層での構成要素を両系間で

極力共通化する概念として具体化する．　また　この概念は複雑化しやすいマルチ

プロセッサに対して構成要素のモジュール化を推進し，マルチプロセッサのシン

グルプロセッサ並みへの単純化を狙うものである.

(ii)システムの階層化

　システムの構成要素を，通話路駆動階層，呼処理プログラム階層，論理マシン

階層と実マシッ階層の４層に分け，各階層におけるシングル／マルチプロセッサ

両制御系間の共用化の条件を求め，各階層構成の具体化条件を求めている．　各

階層のシックル／マルチプロセッサ共用化を追求した結果，最終的には実マシン

階層に入出力付加機構とプロセッサ間通信機構がマルチプロセッサ用付加機構と

して必要であることを示している.

(iii)既存交換処理用プロセッサによるマルチプロセッサの実現

　ONE-MACHINE概念に基づき，シングルプロセッサ制御方式の構成要素を極力流

用して実現するマルチプロセッサの具体設計を示す．　既存の改良Ｄ２０プロセ

ッサを核とし, (ii)で述べたマルチプロセッサ用付加機構を具体化して交換機用

マルチプロセッサ技術を確立した．　性能面では１６台のプロセッサでほぼ１２

台相当の能力を実現している．　特にマルチプロセッサ用付加機構として･ハード

ウェアによる自律的な負荷分散機構を具備したプロセッサ間通信手段を発案し，

ONE-MACHINE概念の有効化を図っている.

(V)カスタムVLSIプロセッサの開発とマルチプロセッサヘの適用

　本マルチプロセッサ構成の本格実用化へ向け，開発した高性能な３２ビットカ

スタムＶＬＳＩプロセッサの実現とマルチプロセッサヘの適用及びその評価を示

している．　まず，汎用マイクロプロセッサが進歩した段階でのカスタムプロセ

ッサの有効性を議論し，３２ビットカスタムVLSIプロセッサの実現技術を示

す．　マルチプロセッサヘの適用を図り，通話路容量に対して２倍の制御能力,の

能力余裕を備えた　750　k BHCA(Busy Hour Calls Attempt)性能の達成やONE-
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MACHINE概念の達成度を評価している．　ソフトウェアの観点では重要な要素を

占め，変更の可能性の大きい呼処理プログラム類がシングル／マルチプロセッサ

の間で８０％共用可能とし，　ONE-MACHINE概念が有効であったことを示している

ハードウェアでは小規模ではマルチプロセッサ用の付加機構が大きな比重を占め

るが，大規模マルチプロセッサでは相対的に付加部の比率が低下し，マルチプロ

セッサは大規模向きの方式であることを確認している．

3.4　マルチプロセッサの高信頼設計

　ここでは基本設計を支える高信頼設計について，主にシステムの構成面から示

している.

（i）ディジタル交換機用マルチプロセッサの高信頼化条件と設計理念

　従来，すべての加入者に固定的なサービス性を与える考えから，交換機には規

模によらず一定の信頼度を規定している．　しかし，社会活動の大規模化等から

信頼性への期待は規模により異なるとの定量評価に基づき，ディジタル交換機に

は規模別信頼度を規定した．　一方，ハードウェアは本質的に大規模ほど低信頼

であり，方式的に　この規定への適合化が必要となる．　複数プロセッサで構成さ

れるマルチプロセッサの故障に対しては，一部のプロセッサの故障によってシス

テム全体が不稼働とならないフェイルソフトの考え方を交換機制御系に適用して

高信頼設計することとする．

(ii)フェイルソフト手法の対案

　フェイルソフト手法は，一部1こ故障が生じてもサービスを実現できる系構成が

存在する限り，この系でサービスを出来る範囲で継続するものである．　実現法

として，ソフトウェアを正常時の配置と変える再配置法と正常時の配置のままサ

ービス実現を図る固定配置法が考えられることを述べ，交換機には固定配置法に

より実現すべきことを述べる.

(iii)フェイルソフト手法の実現

　固定配置法によるフェイルソフトの実現には，負荷分敗の考え方が必要である

ことを示す．　ここで実現するマルチプロセッサには，信号処理階層の静的負荷

分散と呼制御階層の動的負荷分散があり，それぞれにフェイルソフトの実現条件

と実現手法を示している．
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(iV)評価

　既存のシングルプロセッサ制御方式との対比から，フェイルソフトを実現した

マルチプロセッサが　シングルプロセッサ制御方式より高信頼となっていること，

さらに規模別信頼度規定に適合していることを示している．

3.5　マルチプロセッサの故障回復手法

　(4)で述べた高信頼構成に故障が生じたとき，ハードウェアとソフトウェアが協

調して故障からの回復を行なう動作すなわち故障回復法を示している.

(i)階層構成に基づく故障処理

　シッグルプロセッサ制御方式の故障回復法は既に空間分割形電子交換機におい

て確立している．　しかし複数プロセッサが互いに影響しあう可能性のあるマル

チプロセッサではシングルプロセッサ用の単純な故障回復法では解決出来ない問

題が存在する．　このため，複数プロセッサ制御を考慮して故障回復の階層化思

想を構築し，故障からの確実な回復の考え方を示す.

(ii)故障回復処理の手順と中断時間

　上記の階層化思想に基づくマルチプロセッサの故障処理からの回復手法を示し，

故障の種類と故障の波及により影響範囲が異なることを示し，サービスに与える

影響度を故障回復処理によるサービス中断時間により評価する.

(iii)評価

　シックルプロセッサとの対比により，本論文で示す故障回復手法が故障回復に

係わる中断時間を少なくでき，サービスヘの影響を少なく出来ることを示す．

3.6　交換機制御方式の今後の動向

　集積回路の超大規模化が進行しており，このインパクトが今後の通信網の改革

に有効であることを示す．　また高集積技術を活かすシステム構成法を示す．

また高速通信サービスが今後の通信網への要求条件と考えられ，高集積技術の活

用にによる加入者網の分散化が必要であることを示し，加入者網の例と小規模加

入者ノートの構築に向けたシステム確立技術を示している．
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機の特徴と制御方式への課題

１，序言

　ディジタル交換機はディジタル伝送機能と結合して，電話，データ，ファクシ

ミリ画像などのディジタル化された情報を端末から端末まで　そのままの情報形

態で伝達出来るディジタル通信網，いわゆるディジタル統合通信網の構築を支え

る．　しかし，このような夢を実現するディジタル交換機も　まずは既存の通信網

への埋め込みから出発しなければならない．　既存のアナログ通信網は世界に広

がった通信を可能とするのに，新たに独立したディジタル統合通信網を構築して

も加入者の少ない間は通信相手が限定されるためメリットは少ない．　一方，既

存のアナログ通信網自身，既に伝送路単体では市外回線を主体にディジタル化が

進行しており，ディジタル交換機の導入によって既存網でも伝送路と交換機の一

体化による経済化が図れる．

　制御方式については，ディジタル交換機といえども空間分割電子交換機と同じ

く蓄積プログラム制御方式が適用される．　ディジタル交換機のスイッチは，空

間分割電子交換機と同じく他から制御を受ける受動素子にすぎず，制御システム

からの援助によって機能が完成するものである．

　既存網から将来のディジタル統合通信網への橘渡しをするディジタル交換機の

制御方式には新たな展開が求められる．　実用化されてから既に１０年以上経過

した既存の蓄積プログラム制御方式はソフトウェアヘの機能追加や維持管理のた

め，年々多くの工数が費やされており，その削減を図る制御方式が求めらている．

また将来のディジタル統合通信網では通信網全体がシステム化され，各ノートに

は従来の空間分割電子交換機よりもはるかに高度な機能が要求され'，大幅な制御

能力の増強が求められる．

　本章では次章以降の本題，すなわちディジタル交換機用制御方式の構築に向け

た議論の導入部として，ディジタル交換機への要求条件を概観する．　まず実用

化へ向けたディジタル交換機の位置づけを確認し，交換方式への要求条件を求め

る．　次に交換方式への要求条件から制御方式への課題を求め，マルチプロセッ

サ制御方式がこれに適合し，有効であることを示す．
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2,ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙｽｲｯﾁの特徴とﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ交換機の方式目標

2.1　ディジタルスイッチの特徴

　ディジタルスイッチはディジタル多重化線とディジタル多重化線の間でタイム

スロットの情報を入れ替えることで交換を行なうものである．　構成スイッチと

して時間スイッチ（図2.1)と空間スイッチ（図2.2)がある．

　時間スイッチはディジタル時系列情報を一旦メモリに格納し，読出しと書込み

で順序を変更することによって入力と出力ディジタル多重化線の間のタイムスロ

ットの入れ替えを行なう．　図2.1(a)において入力タイムスロットａ‥と出力タイ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1J

ムスロットｂ．において任意にｊとｋを置き換え可能とする．　空間スイッチは同期
　　　　　　1k

した複数のディジタル多重化線の間で情報を入れ換える．　図2.2(a)において，

入り多重化線8ijとbk1の間で同一位相j＝1のもとで，任意のｉとｋを入.れ換える．

両スイッチを組み合わせることで　aijとbk1の間で任意のｉとk，jと１を入れ換え

ることが可能で，極めて多くの選択の自由度がある．

　このディジタルスイッチは，既存のクロスバ等の空間分割スイッチに比較して

以下の特徴がある．

（1）ディジタル一元化

　従来の空間分割電子交換機では，中継系をディジタル化しても伝送端局でチャ

ネル毎に音声にデコードして交換し，再度，伝送端局で音声をディジタル情報に

コード化することが必要であった．　一方，ディジタルスイッチはＰＣＭ情報を

多重化ベースのままスイッチに直接入力し，交換することができる．　このため，

伝送路を直接交換機に引き込み，伝送／交換を一体としたシステム構成ができ，

回路規模の削減や経済化が図れる．

　またディジタル交換機は，入力ディジタル情報を　そのまま出力伝送路に送り出

す．　ディジタル情報の伝達透明性（トランスベアレンシー）を有し，ディジタ

ル化した電話や画像通信やデータ通信などの各種メディアを情報の変形を伴わず

に端末から端末まで通信可能とする．
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図2.1　ディジタル時間スイッチの概念図
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(2)高集積部品親和性

　ディジタルスイッチはディジタル用高集積部品を用いてコンパクトなスイッチ

に構成できる．　例えば時間スイッチは，図2.1(a)に示すように保持メモリと通

話メモリの組合せ，空間スイッチは図2.2(a)に示すように保持メモリと１／ｎ選

択回路で構成でぎる．　また保持メモリヘの制御はコード化されたアドレス情報

を扱い，通話情報もディジタル多重化情報を扱うため入出力用物理線数が少なく，

スイッチ全体をを一体ＩＣ化した場合にはゲート／ピン比を大きくとれる．　ま

たメモリを主体とした回路であるため，回路が整然としており，高集積部品に適

している．

(3)大容量単位スイッチの実現

　ディジタル多重化により，スイッチ内伝達情報や制御情報はコード化されてお

り，また各回路は時間多重で利用されるため回路の利用率が高く，さらにスイッ

チは高集積部品で実現されるため，回路規模は空間分割形スイッチと異なり交換

容量の増加の影響を受けない．　このため比較的規模の大きな単位スイッチを経

済的に実現できる．

2.2　ディジタルスイッチのシステム化とその特徴

　ディジタル交換機を構成する場合，上記の単位スイッチを組み合わせてシステ

ム化するが，システム化の観点からは更に以下の特徴を生む．

（１）交換機の大容量化

　システムとしてのスIイッチの最大容量は，単位スイッチの容量と結合リンクの

容量で決まる．　ところがディジタル単位スイッチは高集積部品を用いることに

より，空間分割スイッチより経済的に大容量化できる．　またスイッチ間の結合

リンクもディジタル時分割多重化線を利用することにより線数が少なくても大束

なリンクが設定できる．　従ってディジタルスイッチはシステム化の段階でも経

済的に大容量化できる特徴を持つ．

　またディジタルスイッチは空間スイッチの組合せに加え，時間スイッチによる

タイムスロット位置の変更が可能なことから，入り回線と出回線との間の経路退
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択の自由度は大きいという特徴がある．　この選択の自由度は空間分割形スイッ

チよりはるかに大きい．　選択の自由度が大きいことによりスイッチの内部呼損

率を小さくできる．　トラヒック面からも大容量化に適している．

(2)ビルディングブロック化

　ディジタル交換機では，単位スイッチを組み合わせて所望の容量を実現するビ

ルディングブロック化が容易である．　ビルディングブロック化には，スイッチ

間の結合リンクを予め最大規模まで準備しておくことが必要であるが，高多重の

リックを用いることにより，最大規模のリンクを予め準備しておいても小規模時

点での負担は大きくはない．

　スイッチのビルディングブロック化は交換機の理想であったが，既存空間分割

交換機では統一した通話路を構成することは困難であった．　空間分割交換機の

スイッチは，格子状に叉点を配列したスイッチを単位として，これを多段にリン

ク結線して構成される．　ところが，このコストは叉点数にほぼ比例する．　従

って小規模局で大規模局へのスイッチの展開能力を予め具備しておくのは不経済

であった．　小規模局と大規模局では必然的に格子の展開段数が異なってしまっ

た．　例えば大規模用Ｄ１０交換機(4'では８×８スイッチを８段接続，中小規模

局用Ｄ２０交換機(inでは６段接続としていた．

(3)高信頼化

　ディジタル通信は情報伝達に対する信頼性が高い．品質劣化は符号誤りのみで

あり，アナログ通信網のような距離対応の雑音やレベル変動を生じないという特

徴がある．

　さらに，ディジタル交換機では予備の具備範囲をスイッチにまで拡大可能であ

り，高信頼化が図れる特徴がある．　空間分割スイッチでは，スイッチ本体の回

路規模は大きい上，予備を設けた場合には交差回路も音声回線毎に必要になる．

一方ディジタル交換機では高集積部品の利用と時分割多重化線の利用により予備

用回路も交差回路も小観模ですむ．

20

４
ｓ

～
　
一

や
　
ｆ

″
４



輦

盾

ｉ

●

｝

｛
　
～

一
一

2.3　ディジタル交換機の方式目標(49)～(5 1)

　以上のディジタルスイッチの特徴からくるシーズ面及び通信網のおかれた状況，

将来への展望等のニーズ面を勘案して，ディジタル交換機実験機への目標設定が

なされた．　このうち，実験機を中心としたディジタル交換機の目標設定項目を

以下にあげる．　なお，ディジタル交換機の導入目標はディジタル統合通信網の

確立に先立ち，既存通信網の経済化を出来る範囲から進めることにある．　これ

を狙いにディジタル交換機の導入を進め，ディジタル統合網の布石を着実に進展

させる．

(1)通信網の経済性の向上

　ディジタル交換機導入の大きな課題は，まず，既存通信網の経済化と考えられ

る．　ディジタル交換機の特性を利用することにより，直接的にも，間接的にも

経済化が期待できる．

（i）交換機大容量化による通信網の経済化と交換機規模の目標設定

ｍ

　ディジタルスイッチの特徴を利用して大容量ディジタル交換機を実現すると，

以下のように通信網の経済化が達成される.

（ｱ）回線利用の効率化

　交換機の大容量化は同一対地に向かう回線群，すなわち同一方路へのトラヒッ

クを増大させ，①同一方路への回線の大群化を可能として回線当りの利用効率を

向上させる．　②方路ごとに６回線単位で運用される回線の量子化損を削減させ

る．

（ｲ）斜め回線の増加

　交換機の規模が小さい場合には６回線単位で運用される斜め回線用の呼量が集

まらず，斜め回線を活用できないという問題がある．　しかし交換機大容量化は

同一方路へのトラヒックの集約効果をもたらし，経済的な斜め回線を増加させる．

なお，斜め回線が張れない場合はＥＯ（端局），ＴＣ（集中局），ＤＣ（中心局）

ＲＣ（総括局）の４階位で構成される基幹回線に迂回するが，基幹回線では多段

の交換機を経由せざるを得ないため，少なくとも迂回交換機のための交換機コス
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トの増加を招いている.

（ｳ）トラヒック不平衡の均衡化

　近年の社会生活の変化は昼間の大都市間トラヒックや夜間の遠距離トラヒック

の増大･というトラヒック不均衡を招いている．　このため，両者の最大値を考慮

した回線設定を行なう必要があり，通信網の効率が低下するという問題を生じて

いる．　しかしこのトラヒック不平衡による能率低下は階梯併合を含む交換機の

大容量化により解決できる.

（工）マルチユニット局の併合

　複数交換機を同一局舎に併設したマルチユニット局が大都市を中心に多数存在

する．　交換機の大容量化が可能となると複数ユニットを単ユニット化すること

が可能となり，ユニットごとに必要な入出力装置などの同種装置を併合できる．

最大局規模の目標　　　　　　　　　　　　　　　　＼

　以上のように，中継系の大容量化はディジタル交換機への最大の要求条件であ

るが，現在の多ユニット局に適用すると中継線および交換機の大群化効果による

全国市外網コスト削減効果は，交換機規模1万～2万アーラン規模で飽和する．

従って実現するディジタル中継線交換機では，その方式容量目標値を2万アーラン

（商用実用機では9,800アーラン）と設定する．

　なお加入者線交換機は既存交換機の置き換えと想定され，既存交換機の規模分

布に従った値として良い．　従って加入者線交換機の方式容量の目標値は空間分

割電子交換機と同程度の4,800アーランに設定する．

(ii)ディジタル高集積部品の利用によるハードウェアの経済化

ハードウェア量の削減

　ディジタル信号を扱うことによりＬＳＩ適合化が増し，進展する高集積部品技

術の活用による経済化が可能となる．　また，ディジタル伝送線を交換機と直結

化することにより経済性向上が図れる．　ディジタル交換機の実用化に向けては

高集積部品の利用を推進し，活用を図る．

全容量域での１機種化

　ディジタル交換機では特にスイッチ面からビルディングブロック化が容易とい

う特徴がある．　一方，空間分割電子交換機では大容量，中小容量，小容量の適
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用領域毎にDIO, D20, D30の３機種の交換機を設けていた．　交換機を規模毎に複

数種設けるとソフトウェアの維持管理が機種ごとに必要となリ，維持管理の経費

の増大を招く．

　ディジタル統合網の構築に向けては，空間分割電子交換機よりもはるかに大規

模なソフトウェアが必要となることが予想でき，その維持管理が大きな問題とな

ることが予想される．　機種統一は必須の条件である．　ディジタルスイッチの

特徴を利用し，交換機の全容量域を１系列で対応する．

（2）品質，信頼性の向上

高品質化

　ディジタル化による当然の帰結であるが，端末から端末までディジタル１リン

ク化が実現すると，伝送品質の劣化は符号誤りのみで，アナログ回線のような距

離対応の雑音やレベル変動を生じない．　途中の中継回線や交換機にアナログ信

号を含まない市外系１リンク網が完成するだけでも端局相互間の損失を現行lOdB

から6dBに低減できる．　既存網への埋め込みにおいてもディジタル１リンク網を

部分的であれ早期に実現する．

裔丿言|頼化

　従来は同じ通信網に収容されている加入者には，一律に同一信頼度を実現すべ

きの考え方があり，交換機では規模によらず一律固定的な信頼度規定を行なって

きた．　社会生活の規模の拡大や社会生活の道具として通信網の重要性が増大し

ており，システム停止による社会的な迷惑度は，システム停止による影響範囲よ

って変わるとの考え方は有効である．　ディジタル交換機においては，交換機の

規模ごとに異なった信頼度規定を行なう．

(3)ディジタル交換機の導入目標

(i)既存通信網とディジタル交換機

　通信網のディジタル化は図2.3に示すように，中継線から次第に加入者線へ進み，

最終過程としてディジタル統合通信網が実現する．　一方，伝送路のディジタル

化は大束な市外回線から進行している．　またディジタル交換機が大容量域で一

層有利となることから，ディジタル交換機は大都市相互の市外網から導入される
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図2.3　電話網ディジタル化の進展
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ISDN
十十

→

＊　ディジタル統合システム：ディジタル多重インタフェースで

　結合された同期系ディジタル伝送端局とディジタル交換機の総称

÷　IDN　:　InteRrated Digital　　Network

十十　ISDN　:　Integrated　Service　Digital　Network

と想定される．

　上位の階梯がすべてディジタル形式で接続可能となると交換機端局（ＥＯ）相

互間のディジタル１リンクが　まず可能となり，その後，加入者線までディジタル

化が進行する．　端末までディジタル化が進行すると端末相互間が64kb/sパスを

提供できるようになる．　さらに，これを複数個まとめてユーザに提供する多元

サービスが提供できる．　伝達すべき情報は音声に限らずディジタルファクシミ

リやデータなど多様になり，ディジタル情報を扱う端末をそのまま収容でき，新

しいディジタルサービスを要求するユーザに効率的に対処できる．

ディジタル交換機導入の位置づけ

　ディジタル交換機には，将来の機能高度化に備えた機能拡張性が必要である．
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しかし，ディジタル交換機の当面の目標は既存網の経済化であり，導入初期には

ディジタル一元サービスは開始されない

しない経済性が必要である．

(ii)ディジタル交換機の網構成

初期段階では　このサービスを前提と

　社会生活における通信網の神経中枢機能的な役割は益々高まってきており，通

信網の信頼性向上や障害・災害対策やトラヒック変動ならびに異常トラヒックに

対する融通性が重要になってきている．　特に通信サービスの多様化や加入者習

性の変化や住宅電話の普及など潜在的な異常トラヒツ･ク発生源が増大している．

トラヒック変動要因が次第に大きくなって来ていることから，通信網の性能や機

能の動的適合化が重要である．

　より具体的には，ディジタル通信網には伝送路の設定を動的に変更する可変ト

ポロジーやトラヒックの変動に応じて動的にルートを変更する可変ルーティング

やトラヒックに応じて利用帯域を変更し得る可変容量などの柔軟性のある網への

進展を考慮しておくことが必要である．

網構成の柔軟性を意識した制御能力の付与

　ディジタル網では，幸い，交換点での呼損率を小さくでき，回線の分岐押入が

容易であることから，制御を高度化することにより柔軟な網を構成できる．　た

だし，この機能高度化は主に制御能力に負うところが大きく，制御システムには

能力の余裕が必要である．　なお，ここでも不要な段階での初期設備投資は極力

抑えなければならない．

2.4　ディジタル交換機における制御方式の目標‘52）

　以上のディジタル交換機の方式目標は，制御方式に対して以下の目標に具体化

できる（図2.4) .

（１）制御能力の拡大

　ディジタル交換機では最大容量を２万アーランと設定している．　これは既存

の最大規模の電子交換機の５倍に相当する処理能力拡大が必要である．　また，

将来のディジタル統合網の構築に向けて大幅な機能追加が予想され，処理量の増

大が予想される．　この処理能力は導入初期に必要なものでなく，サービスの高
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既存通信網の改良

・通信網の経済性向上

　一大容量交換機の実現

　－ハードウェア量の削減

・品質や信頼性の向上

　一規模別信頼度規定への適合

・柔軟な網構成

　一制御能力余裕の具備

ディジタル統合網への布石

・将来の機能拡大性の具備

【ディジタルスイッチの特徴】

・ディジタル一元化

　一伝送・交換の統合

　一高品質

・高集積部品親和性

　一交換機の経済化

　－ビルディング

　　ブロック化容易

・大容量化容易

【制御方式への要求条件】

【交換方式への要求条件】

交換機基本条件

・大ヽ容量化

・高信頼化（規模別信頼度）

・一系列機種化

・処理能力拡大容易性

・初期設備経済性

ディジタルの特徴利用

・ディジタル一元化

・ピルディングブロツク化

・高集積部品利用

・大容量制御能力

・ビルディングブロック制御系

・機能追加容易化

　一機能分散・モジユ一一ル化

・規模増大に対応する高信頼化

　－フェイルソフトの確立

・ＶＬＳ･Ｉプロセッサの利用

図２．４ディジタル交換機制御方式への要求条件
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度化に併せて追加していけることが必要である．

(2)

　ディジタル交換機制御方式には幅広い交換機の適用領域への適合化が必要であ

る．　また将来のディジタル総合網へ向けた機能追加に対し，柔軟に処理能力を

拡大できる制御方式が求められる．　特にディジタル通話路がピルディングブロ

ック化を可能とする'ことから，通話路系に併せてビルディングブロック化が可能

な制御系が求められる．

(3)サービス総合化へ向けた機能追加の容易化

　ディジタル統合によるサービス総合化ではソフトウェアの大規模化がますます

進展する．　ソフトウェアの機能追加や維持管理を容易とするソフトウェアのそ

ジュール化の推進が必要となる．

(4)規模別信頼度への対応

　新たに規定された交換機の規模別の信頼度の規定を制御方式も充足することが

必要である．　ただし．ハードウェアは，本来，規模の拡大とともに逆に信頼度

が低下する傾向がある．　規模別信頼度規定への対応に向け，制御単位を小規模

化して故障頻度を下げ，故障発生を分散し，かつ，故障波及範囲を限定化できる

方式の開発が必要となる．

(5)アーキテクチヤの統一

　空間分割電子交換機以来，ソフトウェアの維持管理工数の削減は大きな課題と

され，複数系列のソフトウェアの維持管理を一元化することが最も維持管理工数

の削減に有効である．　制御系においても，規模によらずに１種のブロセッサア

ーキテクチヤで統一する事が目標となる．

(６)ＶＬＳＩプロセッサの利用

　ディジタル交換機は高集積部品との親和性が高く，高集積部品によって経済的

に構築されるものである．　制御系においても高集積部品を活用した経済的なプ

ロセッサを利用することが必要である．
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2.5　ディジタル交換機制御方式におけるマルチプロセッサの採用【531～【57】

2.5. 1　マルチプロセッサの有効性

　制御方式の目標からディジタル交換機制御方式をシングルプロセッサ制御方式

のみで実現することは困難であり，マルチプロセッサヘの移行は必須と予想され

る．　ここではシングルプロセッサ制御方式に対するマルチプロセッサの有効性

を整理する．

（１）大容量制御能力の実現

シングルプロセッサの問題

　プロセッサ単体では部品技術の進展，キャッシュメモリ等のプロセッサの制御

構成の改良により着実に処理能力が向上している．　しかし，プロセッサ１台で

制御するシッグルプロセッサ方式単独による処理能力の向上は以下の問題を抱え

ている．

制御方式における確率利用の問題

　単体プロセッサの処理能力向上を極限まで追求するには，キャッシュメモリの

ようにソフトウェアの確率的特性を利用した高速化が必須となる．　キャッシュ

メモリは命令やデータが利用時に高速なキャッシュメモリに存在するヒット率を

向上させて，メモリの等価的速度を向上させ，処理能力の向上を図るものである．

通常のプログラムの振舞いでは処理能力を向上させ得ても，異常トラヒックが発

生すると常時とは異なったプログラムが走行することを考慮しなければならない．

この場合，処理能力低下を考慮しておくことが安全設計である．

　一方，制御系の対象とする通話路はトラヒック理論により設計されたものであ

り，確率を考慮して通話路や回線の経済化を図っている確率システムの典型であ

る．　通話路系への確率導入の効果はきわめて大きく，異常が生じた場合には制

御で対処されることを前提に設計されている．　この観点からは異常時にこそ制

御能力の確保が必要であることを考慮しておかなければならない．　確率を利用

したキャッシュメモリの交換機制御システムヘの導入は，通話路の確率要素と併

せて通信網を混乱に招く危険がある．　　異常時のキャッシュメモリの振舞いを

明確に出来ない場合，キャッシュメモリの効果を過大評価することは危険であり，

キャッシュメモリの導入にはヒット率をかなり安全側に設定し，能力評価を行な
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図2．5　交換機規模と所要処理能力

う必要が有ろう

ければならない

29

シングルプロセッサの能力はかなり低下することを覚悟しな

通話路アクセスによる処理時間無効化

　交換処理では通話路の状態をメモリに写像して処理するため，プロセッサは生

起呼の有無に関わらず通話路にアクセスする．　この通話路のアクセス時間はプ

ロセッサの命令実行時間に関わらず比較的低速で一定である．　交換機規模と必

要処理能力の関係が図2.5の非線形性で示されるように交換機の規模増大により無

効処理が増大し，シングルプロセッサの能力が高速になっても有効に活かしきれ

ない問題がある．　制御対象とする通話路を限定し，プロセッサと通話路を対応

付けて分散し，通話路アクセスの無効時間を短縮することを考えなければならな

い．

マルチプロセッサの有効性

　マルチプロセッサは言うまでもなく，複数プロセッサの協調により処理能力を

向上するものであり，大処理能力を実現できる．　ただし，交換処理には汎用プ
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ロセッサで処理される数値演算や事務処理となど一般的情報処理とは異なった性

質があり，単純なプロセッサの組合せで必要とされる処理能力を実現し得るもの

ではない

る．

交換処理へのマルチプロセッサの適合化が本論文の最大の課題であ

(2)=プロセッサ実装数の可変性を利用した設備投資の最適化

　マルチプロセッサは交換機の規模による処理量の相違や，さらに規模が同一で

も，今後生じるサービス追加やソフトウェアの構造改革等による処理量の増大に

設備プロセッサ数により調整可能である．　しかも，プロセッサを追加可能とし

ておけばシングルプロセッサのように導入初期からその能力を持つのでなく，必

要に応じて処理能力の拡大が可能となる．　投資繰延べが図れる．

(3)小規模VLSIプロセッサの利用

　マルチプロセッサ制御方式はプロセッサ実装数の可変性を利用した処理能力の

拡大が可能であることから，比較的能力の小さいプロセッサを利用することが可

能である．　今後進展するコストパフォーマンスに優れた高性能マイクロプロセ

ッサの利用が可能となる．

(4)高信頼化

　マルチプロセッサは，小規模で高信頼なプロセッサの組合せでシステムを構成

できる．　したがって構成要素が比較的高信頼で，しかも故障が生じても影響を

一部のプロセッサに限定できる可能性がある．　ディジタル交換機の信頼度規定

には大規模交換機ほど高信頼であるべきとする規模別信頼度規定が適用されてい

るが，このマルチプロセッサの特徴を活かし，ソフトウェアで故障影響を限定す

るフェイルソフト手法を確立すれば規模別信頼度規定に対応できる．

(5)ソフトウェアのモジュール化

　マルチプロセッサでは複数プロセッサ間の物理境界が存在し，ソフトウェアを

分散し，モジュール化を推進する強制力が期待できる．　今後，ディジタル統合

網の確立に向けてソフトウェアの機能追加を極力円滑に進める必要があるが，　ハ

-30－

・
粂

・

～
　
一

●

●

Ｓ
　
一



１
　
～

鼻
　
￥

４
４

－ドウェアモジュールとソフトウェアモジュールとの対応化によるソフトウェア

のモジュール化が期待出来る．

2.5.2　マルチプロセッサの実現条件

　前記のマルチプロセッサの有効性に鑑み，ディジタル交換機用制御方式として

望ましいマルチプロセッサ制御方式を確立する必要がある．　この場合，処理能

力や信頼性などの基本要求条件は当然満たされなけれぱならないが，より有効な

マルチプロセッサを実現するため，以下の点を目標として，次章以降のマルチプ

ロセッサの検討及び設計条件とする．

（１）シングルプロセッサ並みの単純マルチプロセッサ

　マルチプロセッサはシングルプロセッサで実現していた機能を複数プロセッサ

に展開するものである．　しかも，複数プロセッサは互いに協調しあいながら，

かつ互いに並列に動作することで処理能力を向上する．　多数のプロセッサの組

合せおよびプロセッサ間の並列動作などからマルチプロセッサはシックルプロセ

ッサに比べ複雑になるが，シングルプロセッサの単純性を参考にしつつ，極力単

純化してマルチプロセッサ構成を規定することが重要と考えられる．

　またシングルプロセッサは全ての制御構成の基本である．　シックルプロセッ

サは簡明で汎用性に富むが，マルチプロセッサは　これより複雑化するのは必至で

ある．　シングルプロセッサ並みの簡明性を具備するマルチプロセッサを追求す

るためには，ソフトウェアから見て極力単純化を図り得るようマルチプロセッサ

構成を隠ぺいするハードウェア支援を図ることが必要である．

(2)既存ソフトウェアの構成に適合する機能分散化

　ディジタル交換機の確立には，膨大なソフトウェアの開発が必要となる．　開

発の早期化が求められており，しかも交換機用マルチプロセッサという新技術を

開発しなければならない．　単純なマルチプロセッサは既に常識技術とはいえ，

交換処理はソフトウェア全体が一体化した大規模性や数万の端末を処理する多重

処理性やハードウェア動作に追随する実時間処理性や２４時間サービスの商信頼

性など困難で特殊な問題がある．　一方，既に確立した電子交換機ソフトウェア
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では膨大な資産およびノウハウを蓄積しており，開発の早期達成を図るには既存

資産の流用が重要となる．　また，マルチプロセッサにはモジュール化や機能分

散が必要であるが，新たに強引なモジュール化分解点を求めて混乱を起こすので

なく，もともとシングルプロセッサに存在する機能分解点をそのまま写像しうる

マルチプロセッサを追求する．

(3)設備投資繰延べ可能な構成

　ディジタル交換機の当初の導入目的は既存電子交換機の置き換えであり，マル

チプロセッサに求められる処理能力も　それほど大きくはない．　しかし，将来は

ディジタル統合通信網へ向けた機能追加から，徐々に要求処理能力は拡大すると

考えられる．　この観点からは，ディジタル統合網としての新しいサービスの開

始以前の設備投資は極力少なくすることが求められる．

U

　本章はディジタル交換制御方式の確立に向けた導入部であり，マルチプロセッ

サ制御方式の必要性と条件について述べた．　本章で述べた内容をここで要約す

る．

　まず，ディジタル交換機制御用マルチプロセッサの開発は以下の点から必要で

ある.

(1)ディジタル交換機の目指す最終目標はディジタル統合通信網の構築であり，こ

　れを考えると　もはやシングルプロセッサの能力では対応しきれない.

(2)マルチプロセッサは将来の不確定要因に対応してソフトウェア／ハードウェア

　の追加可能性を具備するものであり，今後進展するディジタル交換機の機能追

　加に対応するためにはマルチプロセッサが必須である.

(3)ソフトウェアの維持管理は今後大きな問題であり，全規模にわたる維持管理の

　統一が必須であり，一系列で全規模の制御を実現可能とするマルチプロセッサ

　制御方式の確立が必要である．
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(4)ディジタ･ル交換機は高集積部品技術の活用の上に成り立つものであり，性能は

　比較的低いが経済性に優れたＶＬＳＩプロセッサの利用を可能とすることから

　マルチプロセッサは必要である｡

(5)ディジタル交換機では規模別信頼度規定を要求しており，大規模における高信

　頼性を確保するには故障の分散と故障範囲の限定化を可能とするマルチプロセ

　ッサは必要である。

　また，マルチプロセッサの確立にあたっては以下の点に留意する.

(1)シングルプロセッサは制御システムの出発点であり，シングルプロセッサ並み

　の単純性を実現し得るマルチプロセッサを追求する．　また，これにはソフト

　ウェアの単純化を考慮する必要があり，ハードウェアで極カシングルプロセッ

　サ並みｰの簡明性を支援する.

(2)マルチプロセッサ制御方式の開発に当たっては，極力既存確立技術の流用を図

　ることが必要である．　もともとシングルプロセッサに存在する機能分解点を

　素直に写像しうるマルチプロセッサハードウェア構成を追求する.

(3)マルチプロセッサの構成の決定に当たっては，将来の機能拡張性を具備しつつ，

　サービスを提供しない初期にはこの投資を必要としない投資繰延べ効果を考慮

　する．
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第III章　ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ交換機制御用ﾏﾙﾁﾌﾟﾛｾｯｻの基本構成1531 [5‘1

1，回

　前章ではディジタル交換機の制御方式ぺの要求条件を求めた．　この中で既存

のシングルプロセッサ制御方式からマルチプロセッサ制御方式への展開が望まれ

ることと，マルチプロセッサ制御方式への課題を求めた．　本章では　この課題に

基づき，ディジタル交換機用マルチプロセッサの望ましい構成を求める．

　メモリ結合の単純なマルチプロセッサは汎用情報処理の分野で既に常識化した

技術であるが，交換機制御用マルチプロセッサの確立には実時間，超多重処理，

高信頼などの困難で新しい問題を解決しなければならない．　この場合もマルチ

プロセッサには複数のプロセッサの組合せとして複雑なシステムの陰路があり，

数多いマルチプロセッサの長所を単純には引き出すことは出来ない．　性能に関

してもプロセッサ間に負荷の不均衡を生じると一部のプロセッサに集中した負荷

によってシステム全体の能力が制限される．　またプロセッサ間の通信量が多い

と純粋な処理より通信のための処理が増大して結果的に処理能力が向上しないと

いう問題が生じる．　さらにプロセッサ間の機能配分を適正化していくと，複数

のプロセッサが共通にアクセスする共通リソースのネックによって処理能力が制

限を受けるようになる．　極カリソースのアクセスネックを少なくし，全体のシ

ステムの能力向上が必要になる．

　またマルチプロセッサの確立においては，応用システムの性質を分析し，処理

の性質に適合化した機能配備を行うことが必要になる．　ディジタル交換機には

将来のディジタル統合化やサービス総合化に向けて機能高度化への融通性を具備

することが求められ，しかも　この機能拡張性はまだ既存サービスのみの段階での

初期投資を犠牲にするものであってはならない．

　本章ではマルチプロセッサの具体設計に先立ち，ディジタル交換機用として望

ましい構成を規定する．　また　この望ましい構成の追求には，単純で最も基本的

と考えられる構成から順次望ましい構成へ改良を加えていく手法をとる．　なお

構成の検討においては，正常時の処理能力の拡大や効率化に関する基本構成の検

討と，故障時にもサービスを継続する高信頼構成の検討があるが，本章では前者

の基本構成を検討し，高信頼構成については第V章以降で述べる．
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Ｊ 換機制顛ﾏﾙﾁﾌﾟﾛｾｯｻの基本系

　ここではマルチプロセッサ構成の検討の出発点となる交換機制御用マルチプロ

セッサの基本系を求める．　マルチプロセッサ基本系は最も単純なマルチプロセ

ッサ形態であり，構成の変形化に耐える偏りのない形態でなければならない．

　考えられるマルチプロセッサ基本系を図3.1に示す．　マルチプロセッサ自身は

単純にプロセッサを結合したものであるが，通話路とマルチプロセッサの対応に

は２種の対案が存在する．　一方は従来のシングルプロセッサと同様に通話路全

体を制御システム全体で制御する通話路と制御の非対応方式(図3.1(a))であり，

もう一方は図3.1(b)に示すように通話路のビルディングプロック単位毎にプロセ

ッサを付加した構成である．

　両構成においてマルチプロセッサの形態に差はないが，両者の差である通話路

とプロセッサ結合方式は蓄積プログラム制御方式の能力に差を与える．　蓄積プ

ログラム制御方式は通話路の状態をプロセッサのメモリに写像し，これを加工し

て，設定すべき次の通話路状態を求め，この状態に至る制御指令を通話路に発す

る．　常に通話路の状態に関する未加工の大量の情報をプロセッサに取り込む必

要がある．　この未加工情報の転送量は交換機の規模が大きくなるほど増大し，

一元的に転送する図3.1(a)の通話路とマルチプロセヅサの非対応方式では処理能

力制限を与える．　これを避けるためには，通話路の一部とプロセッサを対応付

け，交換機の規模が大きくなっても未加工情報の転送経路を局所化して転送情報

が規模によっても増大しない対策が必須となる．　この観点から通話路ビルディ

ングブロック単位とプロセッサを対応付けた単純な交換機のビルディングブロッ

ク形式(図3.1(b))をマルチプロセッサの基本系として設定する．

3，ﾘｿｰｽ闘方式とﾏﾙﾁﾌﾟﾛｾｯｻＵ

3.1　リソース管理のモデル化と対案

　ここでは前節で規定したマルチプロセッサ基本系において，交換機のリソース

管理をどのように付与するかを検討する．　交換機は単に発呼者と着呼者の間の

パスを設定するだけでなく，通話成立に必要な交換機および通信網リソースを効

率よく管理して極カリソースの節約を図ることが使命である．
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（b）通話路ビルディングブロック単位とプロセッサの対応化

図3．1交換機制御用マルチプロセッサの基本形



ｓ
　
～

●

●

～
　
ａ

｛
Ｓ

　マルチプロセッサにおいても，通話成立のためのリソースをいかに管理するか

が重要な検討課題である．　ビルディングブロック単位にプロセッサを付加して

並列に処理しても通話の成立に必要な回線等の通話用リソースは交換機全体で共

有するものである．　互いに並列に動作するプロセッサ間で，この共通リソース

を確保するための処理に競合が生じる．　従って，交換機の共通リソースをいか

に管理するかが，マルチプロセッサ構成決定の第一段階である．

　なお，マルチプロセッサ構成において，このリソース管理を集中するか分散す

るかの対案が考えられるが，ここではマルチプロセッサ基本系で示したようにビ

ルディングブロック性の追求からリソース管理は特定のプロセッサに局在化され

るのでなく，全プロセッサに均質に分散する．　この前提において交換機制御用

マルチプロセッサにおけるリソース管理の対案はリソース管理情報を集中するか，

分散するかの選択になる．

　通話路リソースの管理にはリソース管理テーブルの配置が必須となる．　通話

路のリソースは膨大であり，リソースの分配管理には各リソースごとに空塞を表

示することが必要である．　この管理テーブルの配置と処理法が交換機制御用マ

ルチプロセッサにおけるプロセッサ間結合の基本機構となる．

　上記のマルチプロセッサ基本構成において，この管理テーブルを集中配置をす

るか／分散配置をするかの選択により，以下に示す２種の対案が考えられる．

旦亙皿亙立盆

　この方式は通話路ビルディングブロック単位と対応付けられたプロセッサにお

いて，各通話路ビルディングブロック単位に属するプロセッサにおいて各プロセ

ッサが対応するリソースを個別に管理するものである．　ただし，個別に管理し

てもリソースは交換機全体で共有するものであり，各プロセッサで分配されたリ

ソースが不足した場合，他のプロセッサに取りにいくことが必要である．図3.2(

ａ）に示すように，各プロセッサがリソース管理テーブルを持ち，リソースをそれ

ぞれ管理する．　他のモジュールは自プロセッサ内のリソースが不足した場合，

必要に応じて他のプロセッサにアクセスし，リソースの分配を受ける．

血誼土起旦左店

　交換機全体のリソース管理情報を１個所に集中し，一元的に管理する考え方で

ある．　図3.2(b)に示すように，リソース管理テーブルは全てのプロセッサがア
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：通話路ビルディングブロツク単位

：プロセッサビルディングブロツク単位

a,b)：アーランＢ式

　（ａ）　リソース管理情報の分散配置

図3．2　リソース管理方式の比較（その１）
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リソース空塞同合わせ

CM ；共通メモリ内

　　リソース管理テーブル

（b）　リソース管理情報の集中配置

図3.2　リソース管理方式の比較（その２）
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クセス可能なメモリに置く必蛮があり，このために共通メモリをおく．　リソー

スが必要になると，各プロセッサは　このテーブルを参照して空きのリソースを求

め，リソースの分配を受ける．

3.2　ダイナミックステップ数によるリソース管理方式の評価

　上記の両方式の差は，呼当りのダイナミックステップ数に現れ，これを両方式

について比較する．

3.2. 1　リソース管理方式とダイナミックステップ数

（1）個別管理方式の呼当りのダイナミックステップ数

　個別管理方式においてi台目のプロセッサに問い合わせても出回線を確保できな

い確率P（i）は「i台のプロセッサが管理している方路当りの出回線の総量に対し，

i台のプロセッサが管理している通話路から　この方路に呼量が加わった時の呼損

率」で近似が出来る．　ここで, B(e,N)を入り呼量ｅアーラン(erl),出回線数

Ｎで，ランダム発呼を仮定したときの呼損率を示すアーランＢ式とすると, P(i)は

以下のように表わされる．

P(i)＝B(i･a/ra, i･N/ｍ)
(3.1)

なお，ａは交換機全体から特定の１方路に向かう呼量，Ｎは呼量a(erl)で呼損率

0.01以下を満足する出回線の最小数，ｍはプロセッサ台数である．

　各プロセッサでリソースの確保に必要な処理ステップ数（プロセッサ間の通信

処理を含む）をｒとすれば，自プロセッサで管理するリソースでは不足し，他のプ

ロセッサヘリソースの分配を受けにいく平均のオーバヘッドステップ数Oｖは次式

となる．

Ov　　＝　　『

ｍ-１

　Σ

ｉ＝１

i･P(i) （ただし，ｍ≧　２） (3.2)

呼当りのダイナミックステップ数をU，新サービスの導入などによるダイナミツ
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クステップの増加計数をＫとすれば，個別管理方式における呼当りのダイナミック

ステップ数Saは次式となる．

Sa　　゛　K°U　＋　Ov (3.3)

（2）共通管理方式の呼当りのダイナミックステップ数

　共通管理方式では，各プロセッサがリソースを必要としたとき，共通リソース

を管理するデータに直接アクセスできる．　ただし，複数プロセッサから共通メ

モリに同時にアクセスする場合，複数プロセッサが互いに論理矛盾を起こさない

ように競合アクセスに対する保護を行なわなければならない．　しかし，この処

理は呼当りの総ステップ数に比べ無視できる（経験データによればこの比率は１

％以下）．　従って，共通管理方式の呼当りのダイナミックステップ数は近似的

に次式となる．

Sh　　＝　　K・U (3.4)

3.2.2　両方式のダイナミックステップ数の比較

　共通管理方式と個別管理方式のダイナミックステップ数の比Ｒ（＝Sa /Sb ）で両

方式を比較する(3.4), (3.5)より，Ｒは以下となる．

R　＝　1十　ｒ/(K･U)

ただし，ｍ〉＝2，

m-1

Σ　i･B(i・a/rn, i･N/ｍ)
i＝1

(3.5)

　また，個別管理方式のプロセッサ台数ｍは交換機全体の総処理ステップ数とプ

ロセッサの平均命令実行時間の関係から以下となる．

ｍ　　°　　「

ただし，

Ｋ･Ｕ･Ｒ･ｙ･ql　　＝　　「Ｋ･Ｒ･ｑ’ １

ｑ’゜Ｕ･ｙ･ｑ

(3.6)

ここで，yは交換機規模（単位時間当りの生起呼数で表わす），ｑをプロセッサの

平均命令実行時間，　「ｘｌをｘ以上で最小の整数とする．　なお，q’は正規化
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したプロセッサの平均命令実行時間を意味し，複数プロセッサで交換機の全処理

量（ただし，サービス拡大を考慮していない現在値K=l)を実行するに要する処

理時間の和である．

　前述のようにB（ｅ,N）＝0.01であり，ｅを与えることによりNが求まる．　さらに，

各プロセッサでリソース確保に必要な処理の処理量の相対値. r/Uを与えることに

より，Ｒは(3.5), (3.6)から一意的に求まる．

　図3.3に最大局規模を想定して求めたＲとq’の関係を示す.　q’の増大（プロ

セッサの能力低下）とともに　Ｒ（個別管理方式と共通管理方式のダイナミックス

テップ数の比）が増大する傾向が見られる．　さらに，Ｋ（サービス追加等によ

り生じる呼処理ステップの増大係数）の増大により，Ｒの増大化傾向が強まる．

処
　
理

時
　
間

比
　
率

Ｒ

2.0

５

１

．

０

　　　　5　　　　　　　　　　10

平均命令実行時間の相対値　　→q’（４性能小）

　　　　　　　　（Ｋ：ダイナミックステップ増大比）

図3.3　リソース管理法と処理時間

　　注）交換機に関する経験データより, a =50, r/U = 0.1を仮定
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３．３　考察

　プロセッサ能力の低下による個別管理方式の処理量の増大化傾向は以下のよう

に説明できる．　プロセッサの能力が低下すると，各プロセッサが管理する目的

の対地向けの回線が少なくなって,･　回線使用中の確率が増大する．　このため，

他のプロセッサが管理する回線を確保する必要があり，他のプロセッサに迂回す

ることが多くなり，処理量が増大する．　一方，共通管理方式ではシステム全体

で共通リソースを一元的に管理しており，プロセッサの能力によらず処理量は一

定である．

　また，Ｋ（呼当り処理量の増大係数）の増大による　Ｒの増大化傾向は以下のよ

うに説明できる．　Ｋの増大は，総処理量の増大を意味し，等価的にはプロセッ

サの能力低下を意味する．　従って，上記のプロセッサ能力の低下によるダイナ

ミックステップ数の増大の議論がそのまま当てはまる．

　本マルチプロセッサでは小規模における制御系の経済化が一つの狙いであり，

比較的能力の小さな小規模プロセッサを利用すること，しかも，今後通信網サー

ビスの拡大から呼当りの処理量が増大することが考えられ，比較的能力の低いプ

ロセッサを利用して交換用マルチプロセッサを実現する必要があり，共通メモリ

を用いたリソース管理法を採用することが望ましい．

４

機能分散による四御腿の最皿

　ここでは既に結論付けたりソース共通管理方式を前提にして，呼対応の処理を

機能分散する必要性について議論する．

4.1　交換処理の機能分割

　交換処理の基本機能は加入者線，中継線から信号を受信し，この信号を識別し

て目的の回線，加入者線を選択し，接続し，通話を成立させることにある．　既

存の交換処理プログラムの特性は大きくは以下の２種に機能分類できる.

　［信号処理機能］　通話路ハードウェアの状態を読み取り，回線の監視信号，接

続信号の中から有意な情報を抽出し，ブログラムが処理可能な論理情報に変化す
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る．　信号処理は接続された通話路モジュールと直接つながりを持つ．

［呼制御処理機能］　生起した呼の要求に従い，出中継回線などの共通リソース

を選択し，接続処理を行なう．　呼制御処理では，交換機全体で一元管理された

リソースに関する処理が主であり，また信号処理により論理化されたメモリ内の

情報を処理するものである．　呼制御処理は通話路とプロセッサの対応は無くて

もよい．

4.2　機能分散方式の比較

　呼処理プログラムの基本性質に従い，ここでは機能分散の有効性について検討

する．　機能分割の対案として，①呼対応の処理を機能分散せずに同一プロセッ

サで処理するものと，②交換処理機能を信号処理プロセッサ（ＳＧＰ）と呼制御

プロセッサ（ＣＮＰ）にそれぞれ機能分散したものを比較する．　機能分散する

場合, S G Pは各通話路モジュール対応に設けるが, C N Pは各通話路モジュー

ルと独立に設け，処理量に応じて増設できるものとする．　すなわち, S G Pか

らの処理依頼に対し，任意のＣＮＰが処理可能とする．　なお，本稿では通話路

モジュールに対応して単純にプロセッサを付加する前者の方式を単純負荷分散方

式，後者を機能分散・負荷分散併用方式と呼ぶ（図3.4) .　この機能・負荷分散

併用方式はハードウェア対応の階層を信号処理，論理的なサービス対応の処理を

呼制御処理に分離し，ソフトウェアのモジュール化の観点からは，ディジタル統

合網の構築に向けた機能追加の容易化に有効な機能分割でもある．

4.2. 1　評価パラメータ

　両方式の差を定量比較するパラメータとして，全節で用いたダイナミックステ

ップ数が想定される．　しかし，両対案でのダイナミックステップ数の差は呼処

理の機能分割によるものではなく, S G PとＣＮＰ間の通信に伴うオーバヘッド

と見なせる．　このプロセッサ間通信のオーバヘッドはハードウェアとソフトウ

ェアを具体化する段階で極力少なくする工夫をするため，ここでは無視するとダ

イナミックステップ数は問題とならない．

　両方式の差は呼制御処理の処理応答時間の差となって現われる．　信号処理か

ら呼制御処理へ処理依頼する場合，単純負荷分散方式では呼制御処理が単独サー
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バ，機能・負荷分散併用方式では呼制御処理が複数サーバの待ち時間モデルとな

る．　この待ち合わせを含む処理時間は発呼に対する応答時間として現れ，実時

間システムでは重要な尺度である．

　両方式の差を呼制御処理の処理時間で比較する．　なお，呼制御処理は小規模

なタスクに分割されており，信号処理側は通話路ハードウェアの状態変化を検出

する毎に小規模タスクを呼制御処理指当部へ処理依頼するものである．　また，

呼制御処理の各小規模タスクの実行時間は２次のアーラン分布に近いことを経験

的に得ており，この分布を仮定する．

　信号処理と呼制御処理が同一のプロセッサで実行される単純負荷分散方式の処

理待ち合わせは出線１の２次アーラン分布，すなわちH/Ep/lモデル，複数のプ

ロセッサ（ＣＮＰ：　ｓ台）が負荷分散を行なう機能・負荷分散併用方式では出結

ｓの２次アーラン分布，すなわちM/E2/ｓモデルで評価しうる．　ここで，機能・

負荷分散併用方式では前述の通り, S G P～ＣＮＰの通信機構にＣＮＰへの負荷

分配を均等化する負荷分配機構が存在することを仮定している．

（ａ）単純負荷分散方式 （b）機能・負荷分散併用方式

図3.4　機能分散の導入
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4.2.2　分散方式と平均処理時間

（1）単純負荷分散方式の平均処理時間

　前述のパラメータに加えて，タスク当りの平均ダイナミックステップ数をｅ

　（従って，Ｕは複数タスクの合計ステップ数），通話路モジュール数はｍ個，また，

M/Ep/lモデルにおけるプロセッサの使用率ｐの時の平均待ち時間比をw(l,P )と

すると，呼処理の各タスクの平均処理時間Ｈは次式で与えられる．

　　Ｈ

ただし，

　　ｐ

Ｚ Ｋ・ｅ・ｑ・（１十ｗ（　1, p))

＝　Ｋ･Ｕ･yq/m　　°　K-q' ／Ｉ

したがって，

Ｈ -

- Ｋ･ｅ･ｑ'／(Ｕ･ｙ)・(１十w( 1, K･ｑ'／ｍ))

(3.7)

(3.8)

(3.7')

（2）機能・負荷分散併用方式の平均処理時間

　機能分散・負荷分散併用方式では再繁時の平均使用率がｐｌａχを越えるごとにプ

ロセッサを増設する．　いま, C N Pの台数をs, w( s , p )を出線ｓ･の２次のア

ーラッ分布の平均待ち合わせ時間比とし，全てのＣＮＰ間で負荷の平均化が図ら

れるとすれば，タースクごとの平均処理時間Ｈは次式で与えられる．

Ｈ

Ｓ

一

一

Ｚ

Ｋ・ｅ・ｑ・（　１十w( s, p ｌａχ））

「Ｋ・Ｕ・ｙ・ｑ／ ｐ 。ａχ１　　＝　「Ｋ・ｑ’ ／ρ・ａχ １

したがって，

Ｈ 一

一 e/y/U・ｑ’ ・Ｋ・（　１十ｗ（「Ｋ・q'/p・ａχ １　，　P iiaχ」
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(3)平均処理時間の比較

　図3.5に通話路モジュール数ｍとＣＮＰ台数ｓが等しいとし, ni=s =10と大規模局

の交換機を想定したプロセッサの性能と平均処理時間の関係を示した．なお，性

能として正規化した平均命令実行時間q'を，平均処理時間も式(3.7), (3.9)に共

通なe/y/Uで正規化した処理時間比を用いている．　また，機能分散・負荷分散

併用方式では安全側をとってすべての　ＣＮＰの使用率　ｐ n a
X　を0.9に固定して

いる．

100
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０
　
　
０
　
　
０
　
　
０
　
　
０
　
　
０
　
　
０

８
　
　
７
　
　
６
　
　
５
　
　
４
　
　
３
　
　
ｎ
／
″

　
　
　
　
　
　
　
　
　
平
均
処
理
時
間
比

10

0

１

　　　　５

平均命令実行時間相対値

10

図3.5　機能分散の有無と平均処理時間

　　　　注）　Ｋ：ダイナミックステップ増加比

　　　　　　　負荷分散モジュール　m =10と大規模局を想定．
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4.3　考察

　図3.5に示しだ処理遅延時間は発呼に対するダイヤルトーン応答遅延時間の増大

を招くものである．　実時間サービスを行なう交換機ではこの処理遅延時間をよ

り少なくすることが望ましい．

　単純負荷分散方式では，処理遅延時間が処理装置の能力低下とともに大きく増

大する．　将来の処理量増大まで考慮すると，処理遅延時間を少なくするために

は高コストで高処理能力のプロセッサを導入初期から必要とする．　一方，機能

分散・負荷分散併用方式では，この処理遅延の増加は少ないことが示されている

　機能・負荷分散併用方式は比較的低能力のプロセッサを用いることが可能であ

リ，今後のディジタル統合網の進展に対して初期投資の経済化，将来の拡大を持

ち，また，前述のソフトウェアのモジュール化を推進する有効な方式である．

５

機能分散による信頴理の最観

　今までの議論から，交換機の共通リソースを共通メモリで管理すべきこと，さ

らに交換処理を信号処理と呼制御処理に分割し，機能・負荷分散を図る方式が望

ましいことを得た．　この分割案の中で呼制御処理はリソース管理を行なう均質

な処理であるため，これをさらに機能分割することを考える必要はない．　一方

信号処理には信号方式ごとに異なった処理があり，信号方式毎の機能分割が本マ

ルチプロセッサの構成を考える上での残された課題である．

　本節では，従って，サービス総合化等の機能追加が信号処理方式対応の機能分

割に与える影響を考察する．　具体的には，マルチプロセッサの単位ブロセッサ

での処理量を求め，信号処理の機能分割がどのような影響を与えるかを議論する

ただし，信号方式追加，サービス追加によ,るソフトウェア，ハードウェアの増加

の影響も，それらの機能追加による新しいサービスを行なわない初期では不要で

あり，初期設備を極力少なくすることも大きな課題である．　なお，ここで信号

方式とは加入者ダイヤルパルス信号，加入者多周波，中継線信号などの各種信号

方式，呼種とは自局内接続呼，市外発信呼，市外着信呼などを表わす．　将来，

高機能な加入者信号が追加されることは必至であり，また，サービス追加として
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通信処理サービスやパケット等の呼種の増加も必至である．

5.1　交換処理の処理量の定式化

5. 1. 1　交換処理機能の分類

　交換用プロセッサの負荷に対する呼のかかわリ合いから，交換処理は以下の３

種に分類できる.

　［固定処理］　呼数に関係なくプロセッサに対応して固定的に必要とする処理で

ある．　実時間制御用のプログラムスケジュラ等がこれに当たる.

［局規模比例処理］　呼の生起に影響を受けず，局の規模によって処理量が規定

できる．　処理の機能面からは信号処理が該当する．　その代表例を図3.6に示す．

負荷の有無によって生じる処理量の変化はタスク登録処理の部分のみの微少な処

走
査

↓

‾¬F‾　タスク登録

＿処理↓

に○
・
・
○
：

「
一

呼制御処理へ

図3．6　信号処理の例
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理であり，負荷に関係なく生じる処理であることがわかる．

［呼数比例処理］　呼対応に必要とする処理であり，呼制御処理がこれに該当す

る．

5. 1.2　処理量の定式化

　まず，１台のプロセッサで処理しうる処理量を以下のようなモデルを用いて算

出する．　ここで既出のパラメータと同様，ρをプロセッサの使用率，ｑを平均

命令実行時間とし，呼当りの呼数比例処理ステップ数をａs，呼当りに変換した局

規模比例処理ステップ数をbe，単位時間当りの固定処理ステップ数をcaとし，

局規模をｙ（単位時間当りの呼数）とする．　なお，前述のように局規模比例処

理（信号処理）については呼数に直接は比例しない処理であるが，通常は局規模

と最繁時の呼数とは比例する関係にあることから，定式化にあたっては局規模比

例処理を最繁時の呼数に比例した量として表現している．

　これらのパラメータには以下の関係がある．

p　＝q・{ y ( aa + bo　）十Cfl　｝ (3.11)

呼数に比例する処理量を明確化するため，式(3.11)を以下のように変形する．

[P /(q・ca)) - 1 = y・（al / ca ＋ba /ca　） (3.12)

左辺は実質的にプロセッサの性能を表わす処置をしたものである．　すなわち，

プロセッサの使用率から呼数比例に無関係なオーバヘッド的な固定処理を除いて

固定処理の処理時間(q･ca)で正規化している．　なお，caは交換機の呼種，信号

方式に関わらないオペレーティングシステム等のシステムオーバヘッドであり，

ここでは永久固定としている．　式(3.12)の右辺は，呼種や信号方式で変化する

aaやb，と局の最大規模ｙとを反比例する関係のみで表わせることを示している

したがって，

ｙ＝（し）/（q･ca)) - 1〕/{(aa/ca) + (ba /Cc,）｝ (3.12' )

ここで，信号方式Si，呼種tiに属する呼数比例処理の呼当りのステップ数を
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atS|. t|],単位時間当りの呼の生起数をy【S| . t|】，最繁時の呼数比例量に換算し

た信号方式slに対する局規模比例処理のステップ数を　b【SI】とする．　さらに現

在信号方式の集合はS9，呼種の集合はTaとする．

　式(3.12)の右辺をｖとおき，呼種，信号方式に対応した処理に分解すると以下

のようになる．

Ｖ ＝　Σ

　S| Ｇ Sa

Σ
Ｇ

　
　
Ｉ

Ｃ
ｔ ｛ａ【S| . tl

】゜y[Si. t|】/cb ) + bjsi】・Σ｛ｙ【S| . t|】/ca)〕

ａ　　　　　　　　　　　　　t| Tg

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3.13)

　ここで本交換機を導入するとした場合の将来への条件を以下のように仮定する.

(1)信号方式の集合は現在Saであるが，将来Srとなる.

(2)呼種の集合は現在Taであるが，将来Trとなる.

(3)呼数比例処理ステップ数は将来A[Si. t|]倍に増大する.

(4)信号方式sl，呼種tiの呼数は，将来N【S| . ti】倍になる．

　このマルチプロセッサを導入する局では，局の規模は変わらず(規模が変われ

ばハードウェア全ての増設が可能で処理量増大のみへの影響の評価は意味がない)

呼数と処理量が増大したときの対処の可能性を検討する．

　将来の処理量ｖfは(3.13)から以下のようになる．　なお信号処理量は局規模比

例処理であり，信号装置が扱う回線数で固定され，呼数増大の影響を受けない．

Vf　　＝ 　　Σ

s16 S「

十

Ｉ
ｙ
リ

Σ
w

ｒ
ｌ
Ｊ
　
4
-
J

ｂ【Ｓ

Ａ【S| . t|】゛ａ【S|
. t,】・Ｎ【S| . t|】・ｙ【S|. t|】/ca)

Σ
Ｋ
Ｕ

　
　
－

　
゛
ｌ
ｌ
’
ｔ

　{y[Si.t, l /Cfl ｝〕

Tf
(3.14)

　今後出現する信号方式と呼種に対応した呼数比例処理や局規模比例処理は，現

在は存在しないが，式の上では既存のものと同じく将来値に対し, 1/AiS|. t|】，

1/N[S,. tj]で表わしている．　また，信号処理と呼制御処理が機能分割された場

合は信号処理の中にプロセッサ間の通信や負荷分配などのオーバヘッドを含むが，

この機能を実現する効率の良いハードウェアが具備されているとして省略するの

は全節の議論,と同様である．
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5.2　信号方式対応の機能分散の効果

　節　４．で結論付けたマルチプロセッサについて信号方式対応の機能分散の有無

により分類すると図3.7の2種のマルチプロセッサが考えられる．　両者の違いは

信号処理にあり，図3.7(a)は信号方式の種類に関係なく，負荷量に応じてS G P

を負荷分散している．　図3.7(b)は信号方式対応にＳＧＰを設け，負荷に応じて

同一信号方式の中で負荷分散している．

　ここで将来の処理量の増大に対応できるが，これらのサービス追加や信号方式

の追加が生じない段階での初期設備プロセッサ台数ｎを算出する．

（1）単純型機能・負荷分散併用方式

　ＣＮＰは処理量に応じて追加が可能なため，呼種の増大に伴い処理量が増大し

た時点でプロセッサを追加すればよいが, S G Pの能力は将来の新信号方式の導

入による処理量増大を考慮しておく必要がある．　したがって，それぞれの交換

機規模に必要なプロセッサの台数は交換機全体の呼数比例処理の処理量（ただし，

プロセッサの使用比率で換算したもの）と１台のプロセッサが呼数比例処理に使

用し得るプロセッサ使用率の比として　表わされ, (3.12), (3.14)から必要なプロ

セッサの台数ｎは以下で表わされる．　ただし，ｐ ｍａχは固定処理を含んで最大限

利用可能なプロセッサの使用率である．

ｎ　°

Σ
Ｇ 　　　Σａ【Si

Sa ti Ta

ｔ口・ｙ【Si . t|】/ca

｛ｐ ｍａχ／（ｃａ・q)-l}

十

Σｂ【Si 1 /C0　Σｙ【S i . t j】

si Sf　　　ti Tf

{ P raaχ／（Ｃａ・q)-l}

(3.15)

(2)複合形機能・負荷分散併用方式

　本マルチプロセッサ形態では，現在のサービスに使用される信号方式対応にＳ

ＧＰは必要であるが，将来の信号方式の追加，呼数の増加は必要時に追加すれば

よい．　したがって，初期設備数では将来の増加は考慮する必要がない．　複合

型機能・負荷分散併用方式マルチプロセッサでは初期設備プロセッサの台数ｎは

(3.15)と同様に求めると以下のようになる．
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１

一
一
　
　
　
一

（ａ）機能分散・負荷分散併用方式

　　　　　　　皿

（b）複合形機能分散・負荷分散併用方式

　図3.7　信号方式による機能分割
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３
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＊
―

２

１
　
０

　●-皿･･㎜-･-･
×0

.

01 →ｙ

　　　　　　　　　　　平均命令実行時間相対値（-・性能低下方向）

　　　　　　　　　　　　　①単純機能分散・負荷分散併用方式

　　　　　　　　　　　　　②複合形機能分散・負荷分散併用方式

図３．８　信号処理の機能分割と初期プロセッサ数

　　　注）経験データ等により以下を仮定している．

大規模局を想定し，Σ　　　　Σ　ｙ【Si . t|】= 100呼／秒
　　　　　　　　Si Sb　t，（E Ta

　S0={Si ，S2,S3)= {加入者線個別信号，ＭＦ信号，共通線信号｝

　Te.＝｛TI.T2,T3}= {自局内呼，発信呼，着信呼｝

　aiS|. ti】とbr S| ]は固定処理量caで正規化し，すべて0.3.

　ycsi. ti) °100/2,

　y【S2 , tg】＝y【S2.t3】＝y【S3.t£i=y【Sa. t3j°100/8，

　y〔S, to〕＝y【Si. t3]=y【So. ti】=y[S3. t□＝0　.

Saに将来３種の信号方式を導入し，各呼の生起頻度は２倍に

なることを想定している．
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　　Σ　　　Σａ【S|. t|】・ｙ【S| . t口/ca

S| Sa　t| Ta

　
陥

Σ
―

　
　
－

十
Ｓ

「b(S|」／ｃｌΣｙ【S|
. t|】１

t| Ta

{ P naχ／（Ｃａ・q)-l)
｛ρΓ,ａχ／（ｃ９・q)-l)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(3.16)5.3　考察

　プロセッサの相対平均命令実行時間ce・qをパラメータとし，プロセッサ初期

設備数を算出した例を図3.8に示す．　プロセッサの性能が小さい領域（右方向）

では信号方式対応に信号処理の機能分散を図った複合形機能分散・負荷分散併用

方式のプロセッサ初期設備数が少ない．　プロセッサの性能が向上すると単純機

能分散・負荷分散併用方式の初期設備数が少なくなる．　従って，マルチプロセ

ッサの単位プロセッサとして，高処理能力のプロセッサを用いる場合には単純機

能分散・負荷分散方式の初期設備数が少ない．　比較的能力の低いプロセッサを

用いる場合には，信号方式対応に信号処理の機能分敗を図った複合形機能分散・

負荷分散併用方式がプロセッサの初期設備数が少ない．

　ここで用いるマルチプロセッサ用の単位プロセッサの性能はM O S - V L S I

技術を想定して，図3.8において相対平均命令実行時間が0.05～0.20程度のプ

ロセッサと推定されるので信号方式対応に信号処理の機能分散を行なった複合形

機能分散・負荷分散併用方式が初期設備数が少なく，経済性の点で優れている．

6，　交換機制御用ﾏﾙﾁﾌﾟﾛｾｯｻ基本構成の確定

　以上の考察に基づいて結論づけたディジタル交換機のマルチプロセッサ構成は，

実験機での確認を経て商用化され, D 7 0ディジタル交換機として日本の主要電

話局に大量導入されつつある．　Ｄ７０交換機の基本構成を図3.9に示す．

　ＣＮＰ群は共通メモリと結合され, LNP, TSP, CSPからなる信号処理

階層とＣＮＰ群の呼制御処理階層に分離され，また信号処理階層はL N P, T S

P, C S Pへ信号種別によって機能分散されている．
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公

RCS

ＴＤＮＷ：時分割通話路装置

L C

L S E

T S E

C S E

T R K

R C S

：集線装置

：加入者線信号装置

：中継線信号装置

：共通線信号装置
一
一

トランク装置

：遠隔制御交換装置

ＰＣＭ回線

メタリック回線

信号リンク

ＲＮＰ：遠隔設置通話路制御プロセッサ

ＬＮＰ：加入者線信号処理プロセヽソサ

ＴＳＰ：中継線信号処理プロセッサ

ＣＳＰ：共通線信号処理プロセッサ

ＣＮＰ：呼制御プロセッサ

ＩＰＣ：プロセッサ間通信制御装置

C M　：共通メモリ

図３．９　Ｄ７０ディジタル交換機の基本構成
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　マルチプロセッサの基本構成として以下の結論を得た.

（1）　リソース管理の効率化の考察から，共通メモリで交換機のリソースを集中管

　　理する共通メモリ集中管理が望ましい.

（2）呼接続の実時間性の考察から信号処理と呼制御処理を階層的に機能分散し，

　　各階層内では負荷分散する機能分散／負荷分散併用方式が望ましい.

（3）将来の信号方式の追加に追随でき，かつ初期設備数を少なくしうるマルチブ

　　ロセッサ構成を考察し，信号処理階層ではさらに信号方式別に機能分散を図

　　ることが望ましい．

　以上により，マルチプロセッサの基本構成を得たので，これを具現する設計に

ついて次章以降に議論する．
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第1障　ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ交換機用ﾏﾙﾁﾌﾟﾛｾｯｻの基本設計

1,序論

　前章では将来のディジタル統合網構築に向けた要求条件に適合し，かつディジ

タル統合サービスが未実施の段階においても通信網の経済化に貢献する観点およ．

びプロセッサの動向からディジタル交換機制御用に望ましいマルチプロセッサの

基本構成を導いた．　本章ではこの基本構成を具体化し，評価する．

　このマルチプロセッサの実現・評価に向けては以下の段階を踏む.

①マルチプロセッサ構成を実システムとして具現する段階での設計理念の構築，

②設計理念の下でのマルチプロセッサシステムの構成要素への分解と各構成要素

　の実現へ向けた設計指針の構築，

③設計指針に基づいた具体的システムの設計，

④実現結果の動作確認および評価

なお，前章と同様，基本設計は機能と性能に着目した設計に関するものであり，

このマルチプロセッサの高信頼化は第V章以降で議論する．

　設計理念についてはシングル／マルチプロセッサ両構成の調和を考慮する．

マルチプロセッサには多数のプロセッサの結合や処理の並列性による複雑性が本

質的に存在するが，これをシングルプロセッサ制御方式並みに簡単化する．　ま

た小規模で必要なシングルプロセッサ制御方式との機種統一を図る．

　本マルチプロセッサの実現・実証に向けた設計事例として２例を挙げる．その

一つはシングルプロセッサ制御方式用の既存プロセッサを用いたマルチプロセッ

サである．　既存部ではマルチプ･ロセッサ化への変更は極力避け，マルチプロセ

ッサ用に必要な付加機構を確立した実験機である．　付加機構としてのプロセッ

サ間通信機構に関する条件を分析し，マルチプロセッサシステム全体をシングル

プロセッサに仮想化しうるよう負荷分配機構を具備した構成案を示し，その具体

化を図っている．　もう一方の設計事例はマルチプロセッサヘの適用を始めから

前提としたカスタムＶＬＳＩプロセッサの実現とマルチプロセッサヘの適用であ

る．　ここでは従来のプロセッサとは世代を画する３２ビットカスタムプロセッ

サを実現し，性能・効率性・経済性・高信頼性で前のマルチプロセッサ実験機の

改良を図り，本格商用導入に導いている．
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2，シングル/マルチプロセッサのONE-MACHINE概念による統一(66> (561

2.1　ONE-MACHINE概念

2.1.1　ソフトウェアー系列化の要求

　交換機へのサービスの追加と　これを具現するソフトウェアの規模が年々確実に

増大し続けている．　機能追加，変更に対する融通性は蓄積プログラム制御方式

の長所であるが，この長所を活用するに従ってソフトウェアの維持管理工数が増

大し始めている．　さらに，複数系列の交換機が存在することによリソフトウェ

ア維持管理工数がさらに増大する問題が生じている．　機能追加はサービス実現

のために本質的に必要であるが，複数系列の交換機の存在は　実現する時点での

実現技術と経済性との兼ね合いからくるもので本質的なものではない．　ソフト

ウェアの維持管理の工数の削減は大きな課題であり，このため交換機の全規模で

の一系列化とソフトウェア系列の統一化が求められている．

2. 1.2　シングルプロセッサの必要性

　マルチプロセッサ制御方式はプロセッサの追加で幅広い容量域に対応し得るこ

とから，この課題を解決するに有力な手段である．　しかし，１台のプロセッサ

でカバーできる容量域ではシングルプロセッサ方式がマルチプロセッサ制御方式

よりも経済的であることは自明である．　マルチプロセッサの単位プロセッサに

はプロセッサ間結合のための付加回路を必要とし，単純なシングルプロセッサよ

り割高となる．　また，第II章で定めた機能・負荷分散マルチプロセッサ制御方

式は今後のサービス拡大に耐えて，かつ初期投資が少ないという長所を有するが，

最小規模でもS G P, C N Pの両者を必要とし，シングルプロセッサより多くの

プロセッサを必要とすることも事実である．

　さらに，蓄積プログラム制御方式は共通制御方式であり，小規模での制御系経

済化はディジタル交換機の大きな条件である．　経済性追求の原則からは極小規

模にシングルプロセッサ制御方式を適用せざるを得ない．　通信網全体での総端

子数に占める小規模領域の比率は低いものの，局数ではむしろ比率が高いという

事情もある．
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2. 1.3　ONE-MACHINE概念の構築

　シングルプロセッサ構成とマルチプロセッサ構成がともに要求される中で，シ

ングルプロセッサとマルチプロセッサの間の系列を統一する必要がある．　これ

はシングルプロセッサとマルチプロセッサが同一通話路に対し，共通のソフトウ

エアで制御し得ることを意味する（図4-1) .　このため，両制御方式の間での系

列統一を図る概念を構築する．

2.2　ONE-MACHINE概念の具体化

2.2. 1　ONE-MACHINE概念と制御システムの階層構成

　シングル／マルチプロセッサ両制御方式の必要性に対し, ONE-MACHINE概念と

呼ぶ統一概念を構築し，この概念の下でシステムを具体的に実現する. ONE-MAC

HINE概念はマルチプロセッサのモジュール化推進とシングルプロセッサの簡明性

の性質を併せて実現する概念でもある.

　ONE-MACHINE概念は具体的にはシングル／マルチプロセッサ両制御方式の差を

隠ぺいするモジュール構成概念である．　マルチプロセッサが有効である大規模

で複雑なシステムに対し，モジュール化を追求しつつ，モジュール自体は，それ

ぞれシングルプロセッサとしての単純性を追求して設計を進め，また　このモジュ

ールを組合せたものはシングルプロセッサ上でも動作可能とする．

制御システム

!＿.＿.＿.

゜∽s●

・ - ・ ㎜ ・ ㎜ ・ － ●

：
‐
・
・
‐
・
・
Ｉ
：
‐
。
‐
：
Ｉ
。
ｊ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一

－●一一一・－・－・－－－－－・一・－・－・-・－－－・-・－・－●－－-一一
・ - ● 皿 ● － ● 皿 二

図4-「シングルプロセッサとマルチプロセッサの共用化
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　ONE-MACHINE概念は制御系を階層構成化して具体化する（図4.2) .　制御系を

階層化し，階層インタフェースをシングルプロセッサとマルチプロセッサの間で

共通化し，これを参照する上位階層の構成要素が互いに両者で共用化を図る概念

である．　また，制御系の各構成要素は各階層内でモジュール化して，各階層内

のモジュールがシングル／マルチプロセッサ間で共用可能とする．　シックルプ

ロセッサは制御系機能の全てを包含した集合であり，各マルチプロセッサ用モジ

ュールは部分集合である．　各階層でシングルプロセッサと等価とするためには

付加機能が必要となる．　各階層内では不足機能をマルチプロセッサでは付加し，

上位階層ではシングルプロセッサと等価に仮想化させる．　これにより，単純な

シングルプロセッサ環境の下で複雑なマルチプロセッサ構成要素が実現できる．

階層　Ａ　　　　インタフェース　　　階層　Ａ
　　－

　　　-万ﾚ　　　の共通化　　　七ﾚ

ｰ-…-…。ﾆｰ_…-。--

□和下‾|

　母

・●喝●－●心●－●馨●-●-●

匪コ

（ａ）シングルプロセッサ
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－●－●喝

(b)マルチプロセッサ

図4-2　ONE-MACHINE概念に基づく階層化



2.2.2 ONE-MACHINE 概念によるシステム具体化の狙い

　ONE-MACHINE概念のねらいを総合して以下に示す.

①ディジタル交換機の全適用領域に対し，開発品と保守部品の共通化を図る.

②全ソフトウェアがシングル／マルチプロセッサに対して共通化が不可能でも，

　機能追加変更頻度が高く，規模の大きな呼処理・保守運用関係プログラムはシ

　ングル／マルチプロセッサ両制御方式間で共用可能とし，ソフトウェア維持管

　理の工数削減を図る.

③シングルプロセッサ制御方式が適用された極小規模交換機が，将来機能・規模

　において成長し，マルチプロセッサ制御方式に移行せざるを得なかったとき移

　行容易とする.

④本来最も単純で簡明，かつ普遍性に富むシングルプロセッサの環境をマルチプ

　ロセッサにおいても提供する．

3, OlE-MClliE概念に基づくﾏﾙﾁﾌﾟﾛｾｯｻ構造の㎜化

3.1　交換機制御系の階層化

　シングル／マルチプロセッ

サ両構成間の構成品の流通化，

共用化の観点から設定した交

換制御システムの階層構成を

図4.3に示す．　具体的な階層

インタフェースの考え方は以

下の通りである.

(1)制御システムインタ

　　　　フェースの実現法

　　最上位インタフェースは

　制御システムインタフェー

　スであり，被制御対象であ

　るシステムである通話路系

　装置はシングル／マルチプ

制御シスァム

　　　　　｛通話路駆動｝

一呼処理

　　｛呼処理プログラム｝

　　論理マシン

　　｛オペレーティング

　　　　　　システム｝

　　実マシン

　　　｛プロセッサ等｝

図4．3　制御システムの階層構成
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　ロセッサ両制御方式に共通化できる．　従って，この階層インタフェースは通

　話路系装置がシングル／マルチプロセッサ両制御方式に接続できるインタフェ

　ースを規定する（図4.4) .

（2）呼処理インタフェース

　　呼処理インタフェースはシングル／マルチプロセッサ両制御システムが通話

　路系装置の同一の状態変化に対して同一の制御オーダを送出することを規定す

　る（図4.4の論理インタフェース）.

（3）論理マシンインタフェース

　　論理マシンインタフェースは呼処理プログラムがシングル／マルチプロセッ

　サの両者で走行可能なインタフェースを規定する．　これによリシングル／マ

　ルチプロセッサ両者の呼処理プログラムが共用できる（図4.5) .

（4）実マシンインタフェース

　　実マシンインタフェースはオペレーティングシステムがシングル／マルチプ

　ロセッサの両者で走行可能なインタフェースを規定する．　これにより両制御

　方式で共用可能なオ･ベレーティングシステムの走行環境を規定する．　なお，

　最下層を構成する実マシン自身もシングル／マルチプロセッサ両制御方式で極

　力構成品の共通化を図る（図4.6) .

3.2　階層インタフェースの実現法

　前記の各階層インタフェースの条件を以下の方針で具体化する．

(1)制御システム階層インタフェースの実現法

　　　本インタフェースはプロセッサと通話路装置とを接続する通話路制御信号線

　　および信号線内を伝達する論理信号により具体化される．　なお　このインタ

　　フェースを構成する信号線の電気，物理条件のシングル／マルチプロセッサ間

　　互換性は容易である．　同一のケーブルコネクタや信号駆動素子を用いて，実

　　装条件の統一を図ればよい．

　　　論理的信号については，シングルプロセッサが制御可能な通話路系内の任意

　　の制御点をマルチプロセッサ制御方式も制御可能とし，この逆も保証する．

　　これに加えて，マルチプロセッサの各プロセッサが利用するプロトコルをシン
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図４．５　呼処理プログラムの共用化を支援するインタフェース

回［回］

（ａ）　シングルプロセッサ構成

図4．6　実マシンインタフェースの実現
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通話路系装置群
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　(b)マルチプロセッサ
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グルプロセッサに縮退させたときシングルプロセッサ内で矛盾を生じないよう

にする．　このため，シングルプロセッサ制御方式のプロトコルとマルチプロ

セッサの全休のプロトコル集合体系との間に一意的な対応を持たせる（図4.7).

【物理条件、電気条件の一致】

通話路系装置群 通話路系装置群

装置
　Ａ

⇒
一

一

プロセッサﾌﾟロセッサ

制御系装置群

【論理条件の一致】

制御系装置群

　　　●･･●･･･●●●●●●●●●●●■●●●●---　l :11141:1it:|:臨41:Qil::μ:::11:::　レ｡

<戸町町叩y中〉

　　　織班集裁藤系　‘

(a)シングルプロセッサ

図4．7　制御システム階層インタフェースの実現条件



（2）呼処理プログラム階層インタフェースの実現法

　　本インタフェースは呼処理プログラム自身で具体化される．　呼処理プログ

　　ラムは，信号の到達などの通話路系装置の状態変化を検出して，処理し，通話

　　路系装置内の通話パスの設定を行なう．　この階層では，通話路系装置の同一

　　状態変化に対して　シングル／マルチプロセッサ両構成で同一の通話路設定用

　　命令が返送されなければならない．　このため呼処理プログラムをサブプログ

　　ラムに分割して，通話路装置にアクセスするプロセッサには各通話路制御イン

　　タフェースに対応したサブプログラムを具備する．　さらにマルチプロセッ

　　サにおけるサブブログラム全集合とシングルプロセッサの全集合が同じ呼処理

　　プログラム機能を完成させる（図4.8) .　具体的には以下の方針で構成する.

　　①シングル／マルチプロセッサ両構成で通話路制御インタフェースに接続され

　　　た各プロセッサは，各々の信号線に対応するサブブログラムを具備する.

　　②マルチプロセッサでは，呼処理サブプログラムが複数プロセッサに分配され

　　　るが，マルチプロセッサの各々のサブプログラムは，シングルプロセッサ内

　　　でのサププログラム間の結合と同様に結合される.

　　③シングル／マルチプロセッサ両構成でのサブプログラム間結合手段は，下位

　　　階層の論理マシンインタフェースを利用する．

（3）論理マシンインタフェースの実現法

　　本インタフェースは，各プロセッサのオペレーティングシステムおよびプロ

　　セッサ間通信手段で構成される．　論理マシンインタフェースは，呼処理各サ

　　ブプログラムが複数プロセッサに分散されても，単一プロセッサに縮退されて

　　も　それぞれ走行しえて，かつ互いに連携して呼処理機能を完結させる環境を

　　実現する．　この条件を以下の方針で具体化する（図4.9) .

　　①　マルチプロセッサの各プロセッサにはシングルプロセッサと同じオペレー

　　　ティングシステムを搭載する.

　②　サブプログラム間の結合には，シングルプロセッサとマルチプロセッサで

　　　同じインタフェースとなるプロセッサ間通信論理手段を具備する．
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図4．9　論理マシンインタフェースの実現条件
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（4）実マシンインタフェースの実現法

　　本インタフェースは実マシンそのもので構成され，命令実行制御系，入出力

　制御系，プロセッサ間通信制御系からなる．　シングルプロセッサとマルチプ

　ロセッサの各プロセッサで，同一のオペレーティングシステムと同一サブプロ

　グラム間結合論理手段が走行しうる環境を実現する．　このためには，マルチ

　プロセッサの各単位プロセッサにおいても，シングルプロセッサと同等のハー

　ドウェアリソースをアクセス可能とすることが必要である．　シングルプロセ

　ッサのハードウェアリソースとして以下のものがあり，マルチプロセッサでは

　それぞれ以下のように実現する．

　①皿

　　命令実行制御系ではシングルプロセッサ用のプログラムロードモジュールが

　マルチプロセッサの各単位プロセッサで走行可能とする（図4. 10) .

　②入出力|糸

　　入出力系はプロセッサと入出力装置（ファイル装置やマンマシンインタフェ

　ース等）との間でデータの入出力転送を行なう．　シングルプロセッサと等価

　となるマルチプロセッサ用入出力装置は全てのマルチプロセッサ用プロセッサ

がシングルプロセッサと

同様に入出力系にアクセ

ス可能とすることが必要

である．

　一方，入出力系は本来

システム全体で１式のみ

であり，プロセッサと１

対１で結合するものであ

る．　従ってシングルプ

ロセッサ用ハードウェア

入出力手段は任意のプロ

セッサから任意の入出力

系に任意のタイミングで

アクセスできる機能は具

同一ロードモジュールが

実行可能

○二

シングル

プロセッサ

マルチ

プロセッサ

図4. 10　命令実行制御部の

　　　　実現条件
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備していない．　シングルプロセッサと等価とするためマルチプロセッサ用入

出力手段にはプロセッサと入出力系の間に付加機構を設ける．　なお，この付

加機構の具備すべき基本機能は図4. 11に示すようにマルチプロセッサ用プロセ

ッサそれぞれに入出力装置があたかも付加されているように接続待ち合わせを

行なうものである.

③プロセッサ間通信制御系

　プロセッサ間通信制御系はシングルプロセッサでは単一プロセッサ内に配備

される呼処理サブブログラムが，複数プロセッサにまたがって配備されるマル

チプロセッサ用呼処理ブログラムが同一論理インタフェースとなるサブプログ

ラム間結合手段を規定する．

　シングル／マルチプロセッサの間で互換となるためには，実質的に異なるハ

ードウェアの構成の違いを吸収するハードウェア手段が必要になる．　複数プ

ロセッサに分かれたマルチプロセッサと同一とするためにはシングルプロセッ

サにおいても同一インタフェースを持つプロセッサ間通信ハードウェアを具備

し，折返し通信を行なうことが構成上で望ましい．　しかし，これはシングル

／マルチプロセッサ間の完全な互換性の追求と経済性とのトレードオフとなリ，

ハードウェアとして具体化する段階での検討課題である．

　マルチプロセッサのサブプログラム間通信のシングルプロセッサとの等価化

には通信相手の一意的固定化が必要になる．　シングルプロセッサでは各サブ

プログラムが重複せずに配置されているのに対し，負荷分散されるマルチプロ

セッサでは同一サブプログラムが複数プロセッサに重複配置される．　この結

果，送信先のサブプログラム，すなわちこのサブプログラムが配置されたプロ

セッサをプロセッサ間通信手段は一意的に決定出来ないという問題がある（図

4. 12) .

　プロセッサ間通信手段は複数プロセッサにまたがった呼処理サブプログラム

間を結合する手段としてシングルプロセッサ内のサブプログラム配置と等価な

通信手段を提供する．　このため，プロセッサ間通信手段には付加分散された

複数のプロセッサの中から単一のプロセッサを選定する負荷分配機構を設ける．

第III章で効率の良いプロセッサ間通信機構を仮定したものの具体化でもある．
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１０接続機構の相違 マルチプロセッサ用１０接続付加機構の機能

シ
ン

グ
ル

【ｎ－プロセッサと１刈Ｏの接続交換機能】

・プロセッサから１０起動時，１０へ

　　　　起動ﾌﾟロセッサ番号を通知

・１０からの自律転送要求に

　　　　転送先プロセッサを指定

　【ｎ－プロセッサ接続に伴う入出力の

　　　　保留時間短縮】

，・プロセッサから１０起動時保留時間を削減

CP ／　　　心 １０
ゝ　　　/

マ

ル
チ

CP
　1

／　Ｘ
10

接

続

付

加

機

構

ゝ　/

Cl'2ノ　心 ノベ
１０

ゝ　/ ゝ/

●

CP
　n

/　心
ゝ　/

図4.11　入出力リソースにおけるONE-MACHINE概念

(ａ)シングルプロセッサ

送信

プロセッサ

課題

受信プロセッ

サの固定化

匹］
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　　　　（b）マルチプロセッサ

図4.12　プロセッサ間通信におけるONE-MACHINE概念
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　前節まででマルチプロセッサ制御システムの階層の考え方と条件について考察

した．　本節では　この階層構成の考え方に従い，実際に試作した例により，各階

層構成の実現の要点を述べる．

4.1　通話路駆動階層の設計

　通話路駆動階層は通話路系装置とプロセッサ間の物理的，論理的接続手段を意

味する．　シングル／マルチプロセッサ構成間での電気的，物理的条件の互換性

にはインタフェース駆動回路を共通として，同一プリント板を利用し，ケーブル，

コネクタの統一を図る．　また，論理条件の互換性を容易に満たすため，通話路

制御インタフェースにはバス（共通母線）形式を用いる．　バス形式はケーブル

に接続された任意の接続点間の通信が可能であり，またバスを分割することによ

り分割された部分バスは，その接続された範囲でまたバスを構成する特徴がある．

　マルチプロセッサでは各プロセッサごとに　そのプロセッサが制御対象とする通

話路装置を制御する部分バスを構成する（図4.13) .　また，通話路系の全構成

装置の制御アドレスを一意的に割当て，一様なアドレス空間を構成して，部分バ

スでも　これらを集合した統合バスにおいても，一意的に目的の装置にアクセス可

能とする．　したがってシングルプロセッサ構成では統合バスを構成する．

　このプロトコルの例を図4. 14に示す．　通話路駆動階層の制御オーダは１６ピ

ット長の２命令で構成される．　第一オーダは制御内容および制御対象の大きな

装置の指定，第ニオーダはその装置内の内部制御点の指定を行なう．
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↑
ｙ

ﾄﾞ⊇

（ａ）シングルプロセッサ用統合バス

≪
―
≫

↑
ｙ

匝づ垂⊇

（b）マルチプロセッサ用部分バス

図4. 13　共通バスと部分バス
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Ｉ
　
Ｉ

哺
～

第一語

第二語

バス制

御情報

＊

(1)

装置名

　(8)

制御オ一ダ

　(7)

バス制

御情報 / 指定点

　(11)

*:予備切替え指定， Ｏ　：ピット数

例)

装置名：集線装置　　　　制御オ一ダ：集線収容指定等

指定点：加入者対応部番号(4),パッケージ番号(4), SLIC番号(3)

図4. 14　通話路インタフェースプロトコル例
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4.2　呼処理プログラム階層の設計(58) (69)

　シングル／マルチプロセッサで呼処理プログラムを共用するためには，呼処理

プログラム全体をサブプログラムに分解し，分解された結果を各プロセッサに割

り付ける方法が有効と考えられる．　各サブプログラムヘの分割とプロセッサヘ

の割付には，呼処理を機能グループに分割する基準を設け，分割された機能グル

ープをさらにサブプログラムに分けることとする．　機能分割に関する大きな基

準は前章で述べた信号種別に従う信号処理と呼制御処理との機能分割であり，さ

らに，図4. 15に示す分割要因がある．　また，分割された機能グループのプロセ

ッサヘの配置を表4.1に示す．

　個々の呼の処理を完結するためには，複数プロセッサにまたがった各サブプロ

グラムが同一呼を同一と認識する識別子が必要である．　これを呼処理基本番号

分　割　要　因

監　　視

通話路

装置制御

加入者系

装置制御

丁
し

装置制御

機能ブロック

／‾＼
｡。、。→匝巫百二］

・９台→［孤７ｉＦＴＴ］

内加入者→匹

隔加入者　　　　遠隔加入者制御

　１台→[EE亘ニコ

ｌｌ。。　　　　　「こ聶蒔T蘇1

　　　　　「ダ‘゛゛“信号　→F7Fﾌ吊ﾇS11」

信号送信一

［

　　　　　　　課金信号　　　　　　　　　　　　　公衆課全信号送出

匹

図4. 15　呼処理機能分割要因（加入者線制御の例）
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表４．１　サブシステムの機能配置

サブ

システム

加入者

サブシステム

中継縁

サブシステム

呼制御

サブシステム

通話路

サブシステム

共通線信号

サブシステム

保守運用

サブシステム

主制御（注）

サブシステZ，

機

能

分

担

加入者監視

受付台監視

数字受信

プリトランス

　レーション

集線段

　接続制御

加入者制御

受付台制御

課金信号送出

（対公衆）

トランク監視

選択数字受信

選択数字受信

トランク制御

課金信号送出

（対ＸＢ）

呼接続状態

　管理

ルート情報

　翻訳

加入者情報

　翻訳

テナント情報

　翻訳

課金

トランク管理

通話路制御

通話路管理

通話バス管理

共通緩信号

　装置制御

サービス

　オーダ処理

局データ変更

　管理

コマンド制御

装置試験

トラヒツク

　観測

トラヒツク

　制御

システム

　状態表示

実行制御

メモリ管理

再ｌ処理

システム

　構成管理

制御系装置

　管理

IOCS

プ

□

セ

ツ

サ

LNP

RN P

TS P C N P CN P C S P
MC P

　（ＣＮＰ）

CNP

L C P

TS P

C S P

－ ・ － ● - ● － ●

（注） 各サブシステムに必要なＯＳ機能である

・ － ・ - ・ － ・ 皿 一 皿 ・ － ・ ㎜ － ㎜ ・ － ・ － ・ － ● － － － ・ 皿 ・ 二 ・ － ・ 醵 ● 皿 － － ● - ・ － ・ － ・ - ● － ・ 皿 一 皿 ● － ・ - ● － ・ 皿 一 皿 一 皿 ・ － ・ － ● － ● － ● － ● － ● － ● － ● － ● 皿 ● - ・ － ● － ・

皿 一 皿 ・ － ・ 二 ・ 皿 一 皿 － － ・ － ● ㎜ ● － ・

(2bit) Obit)　　　　(16bit)

P R I D:プロセッサ種別

　　　（LNP/TSP/CNP/MCP）

PRN:プロセッサ番号

　　　　（シングルプロセッサでは一義的に”O”）

IPTN:プロセッサ内でのトランク番号

図4.16　トランク番号の階層定義
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と呼ぶ．　呼処理基本番号は呼の生起した通話路上の加入者線，中継線等の回線

端子認識番号として表現できる．　基本番号の付与法を図4. 16に示す．　呼の着

信や発信を生じる回線端子は，複数のプロセッサに分割されており，回線端子識

別番号（ＩＰＴＮ）の他にプロセッサ識別子も付与して処理の効率化を図る．

これにより, C N Pが呼制御処理で確保したリソースの所属するプロセッサや処

理結果を返送あるいは送信するプロセッサが容易に認識できる．

　呼処理機能完結に向けた呼処理シーケンス制御は　この呼処理基本番号を用い，

プロセッサ間通信手段を経由して　サブプログラムの制御によって行なわれる．

呼と１対１に対応するプロセッサヘの処理結果の送付は各サブプログラムが処理

完了時に呼処理基本番号内のプロセッサ識別情報を用いて，送信先の指定を行な

う．負荷分散されたことにより，プロセッサを特定する必要がない送信先には，

サブプログラムが処理完了後にプロセッサ任意指定の通信を指示する．　下位階

層のプロセッサ間通信手段が負荷分配機能を用いて，プロセッサの指定とサブプ

ログラムヘの通信を行なう．　シングルプロセッサでは　このプロセッサ番号を“

Ｏ”に固定することにより，マルチプロセッサ方式と同じ基本番号体系を利用で

き，シングル／マルチプロセッサ互換性が可能となる．

4.3　オペレーティングシステム階層の設計

　この階層は呼処理サブプログラムがシングルプロセッサとマルチプロセッサで

共通に動作可能な環境を提供する．　このため，まずシングルプロセッサの走行

環境をマルチプロセッサの各単位プロセッサに実現する．　具体的にはシングル

プロセッサに適用したオベレーティングシステムをマルチプロセッサの各単位プ

ロセッサに適用する．

　また，呼処理サブプログラム間を結合して呼処理プログラム機能を完結しなけ

ればならない．　これを実現するサブプログラム間通信の論理手段にはインタフ

ェースを統一して各プロセッサ内で閉じたメモリ上での通信手段とプロセッサ間

通信制御装置を経由した手段の２種を設ける．　全ての構成にプロセッサ間通信

ハードウェアを設けることは理念の徹底ではあるが，シングルプロセッサでは小

規模領域への適用を考慮して極力ハードウェアを経済化することが必要であり，

プロセッサ間通信機構の付与は困難である．　また処理量の面からは，プロセッ
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サ間通信は呼処理のオーバヘッドであり，シングル／マルチプロセッサの両者で

極力単純化することが必要である．

4.4　マルチプロセッサ用実マシン階層の設計[6ai～[65 ]

4.4. 1　マルチプロセッサの命令実行制御系

（1）マルチプロセッサ用単位プロセッサのシングルプロセッサ等価性

　実マシン階層命令実行制御系のONE-MACHINE概念の条件はシングルプロセッサ

用のロードモジュールがそのままマルチプロセッサの単位プロセッサに適用でき

ることとした．　この条件に以下のように適合させる．

信号処理プロセッサ（ＳＧＰ）：　各信号処理プロセッサにはシングルプロセッ

サ制御方式と同じプロセッサを用いる．　また，メモリ空間はシングルプロセッ

サ制御方式と同じＯ番地から始まる同一アドレス空間を割り当てて，ロードモジ

ュール互換性を保証する．　なお，複数プロセッサが同一アドレス空間を共有し

ても各信号処理プロセッサのメモリアクセスインタフェースを他のプロセッサと

は独立にするため矛盾は生じない．

呼制御プロセッサ（ＣＮＰ）：　　呼制御プロセッサもシングルプロセッサとのロ

ードモジュール適用可能性を保証するため，各呼制御プロセッサ間で同一メモリ

アドレス空間を割り当てる．　ただし，呼制御プロセッサ群には全ての呼制御プ

ロセッサからアクセスできる共通メモリの配備が必要であることを考慮しなけれ

ばならない．

　共通メモリの配備法として，呼制御プロセッサ群の全てのメモリを共通メモリ

化する方法が考えられるが，メモリアクセスが単一メモリに集中するため，性能

向上が図れないという問題がある．　このため，呼制御プロセッサのメモリ空間

を以下のように構成する（図4.17).

①呼制御プロセッサ用メモリとして，呼制御プロセッサの各々が個別にアクセス

　可能な個別メモリと全ての呼制御プロセッサが共通にアクセス可能な共通メモ

　リを設ける.

②全個別メモリには信号処理プロセッサと同様にＯ番地から始まる同一メモリ空

　間を割り当てる.

③共通メモリは個別メモリと重複しないメモリ空間を割り当てる．　そのアドレ
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ａ

ａ

１

b-1

シングル

プロセッサ

等価範囲

（ａ）シングルプロセッサ用

　命令実行リソース

（b）マルチプロセッサ用

　　命令実行リソース

　　　　　　ＣＣ：中央制御装置
図4. 17　命令実行リソースのシングル

　　　　／マルチプロセッサ等価性

ＭＭ：主メモリ

ＩＭ：個別メモリ

ＣＭ；共通メモリ

　ス空間は呼制御プロセッサ間で同一とする．

　なお，ソフトウェアの機能配置は上記のメモリ空間に適合化させて以下の配置

とする．　他プロセッサとの競合がなく，高速にアクセスできる個別メモリには

高頻度で利用されるプログラムと処理中の呼のワークメモリを配置する．　複数

プロセッサの競合を生じるが，全ての呼制御プロセッサがアクセスできる共通メ

モリにはリソース管理データ，安定状態にある呼の管理情報の退避領域を配置し，

任意のプロセッサが必要に応じてアクセス可能とする．

（2）単位プロセッサの構成

　マルチプロセッサのねらいはもともとＶＬＳ１時代を想定した経済的で効率的

な交換機用制御方式の確立である．　しかし，ここで述べるマルチプロセッサの

実用化実験には以下の理由から中小局向きの改良Ｄ２０電子交換機用プロセッサ

を【,24】用いることにした．
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マイクロプロセッサ技術の未成熟

①ここで報告するマルチプロセッサの初期の実験段階ではマイクロプロセッサの

　技術はまだ未成熟であった．　本研究の試作を実際に進めていた段階では，よ

　うやく８ピットマイクロプロセッサが普及し始めた段階であり，実用化を指向

　した目標には不適切であった．

②８ビットのマイクロプロセッサを用いた交換機制御方式は，研究レベルでは試

　みられていたが，マルチプロセッサ用オーバヘッドの増大からいくら数を増や

　しても２万ｅｒ1に及ぶ大局の実現は困難であり，たとえ実現されてもその経済性

　は実用に耐えるものでないことが机上検討により容易に想定された.

゛゛換用プロセッサの効率性

①既存交換用プロセッサを利用することにより，空間分割電子交換機において蓄

　積した膨大なソフトウェア資産，交換用ソフトウェアノウハウが流用できる．

②改良Ｄ２０交換機は空間分割電子交換機であるが，ディジタル交換機も処理

　の面からは空間分割電子交換機と大きく変わるものではなく，交換処理に適し

　た命令を利用でき，効率がよい．

③２４時間運転マルチプロセッサの実現には，初期設定や起動や停止などの制御

　を行なう必要があるが，交換用プロセッサはもともと二重化予備制御のために

　装置間制御のインタフェースを具備している．

小規模交換用プロセッサの選定

①交換用プロセッサには, D 1 0形電子交換機用高速プロセッサがあるが，高速

　プロセッサではほとんどの適用領域を１プロセッサでまかなえ，マルチプロセ

　ッサの狙いとするビルディングブロック化制御系の実現が困難となる．　極力，

　小規模で廉価なプロセッサの利用が必要であった.

②本格実用化には，将来ＶＬＳＩプロセッサを用いることを前提としたが. V L

　ＳＩプロセッサの能力は改良Ｄ２０交換機用プロセッサの性能程度と想定され

　た．

　図4, 18に改良Ｄ２０処理装置の構成を示す．　従来，電子交換機用プロセッサ

では，高信頼化のため中央制御装置と主メモリは互いに独立に予備を取れる構成
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D C C

E MA
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：磁気パプルチャネル

Ｚマルチプレクサチャネル

：磁気バブル装置

：制御交差回路

ご緊急制御回路

：中央制御装置

MM

T P C

T Y P

？ＴＲ
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図4.18　改良Ｄ２０処理装置の構成
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としていたが，改良Ｄ２０処理装置は中央制御装置と主メモリを一体とした完全

二重化予備方式を採用している．　このため，中央制御装置と主メモリを合わせ

てマルチプロセッサ用単位プロセッサがそのまま実現できる．　なお，マルチプ

ロセッサの性能に関する仕様は本章「4.7性能評価」において逐次説明する．

4.4.2　入出力アクセス付加機構とプロセッサ間通信制御機構の設計

　マルチプロセッサの単位プロセッサには，既存プロセッサがほぽ流用できるの

に対し，入出力アクセス付加機構とプロセッサ間通信制御機構はマルチプロセッ

サ用の新たな装置として実現しなければならない．　なお両者は以下のように類

似の装置であり，統一して実現する．　実現するハードウェアは　プロセッサ間通

信制御装置（Ｉ ＰＣ : Interprocessor-Coramunication-Controller)と呼ぶ.

①両付加機構はともに任意のプロセッサから起動を受けて，プロセッサのメモリ

　との間で自律的に情報転送を行なうものである．

②転送に伴う制御の詳細は異なっても，プロセッサからの起動に対する応答，転

　送処理，転送後の報告処理など　両者は同種の処理シーケンスをたどる．

③制御の詳細はマイクロプログラムで吸収すれば制御機構は同じとなる．

④入出力系には，将来入出力プロセッサが付加され，高度化されることが予想で

　き，入出力動作もプロセッサ間通信として統一されると考えられる．

（1）機能の実現

入出力アクセス付加機構

　ONE-MACHINE概念を具現するマルチプロセッサ用入出力アクセス付加機構は，

マルチプロセッサの各単位プロセッサがあたかも各入出力装置を白プロセッサに

固定接続されているように仮想させる機構である．　本来１対１で固定接続され

ていたプロセッサと入出力装置の間に本機構が介在し，任意のプロセッサが１式

の入出力装置に任意にアクセス可能とする．　この機能をプロセッサ間通信制御

装置のマイクロプログラム実行制御機構が具体化する．　主要な機能は以下の通

りである．
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①プロセッサからの入出力系アクセス手段

　ａ)プロセッサからのアクセス競合防止：

　　　入出力装置ぺのアクセス機能はＩＰＣ内の単一のマイクロプログラムによ

　　り実現されている．　各マイクロ命令はリエントラント構造となっており，

　　マイクロ命令毎に制御対象とする装置をハードウェア論理で指定する．　し

　　たがってプロセッサ毎にがマイクロ命令実行権を確保する機構を具備すれば

　　よい．　ＩＰＣ内マイクロプログラムの実行制御回路内にマイクロプログラ

　　ム実行要求要求を競合整理する回路を設けて実現する.

　b)プロセッサと指定入出力装置の接続：

　　　入出力アクセス権を獲得したプロセッサ番号を保持する回路と，これを制

　　御するマイクロプログラムが保持情報を参照してプロセッサと指定入出力装

　　置の接続を行なう．

②入出力系からのプロセッサアクセス手段

　ａ)転送中断からの回復機能：

　　機械動作と電子回路動作の速度の違いや通信速度の規定等により入出力装置

　　はプロセッサの速度に追随できず，入出力装置は断続的にデータ転送と中断

　　を行なう．　各入出力装置でデータ転送の準備が整うと起動プロセッサヘの

　　データ転送のため，入出力装置側から転送要求が生じる．　この場合，シ'ン

　　グルプログラムでは入出力装置が通信するプロセッサが固定されていたが，

　　マルチプロセッサでは任意のプロセッサが入出力装置にアクセスするため，

　　入出力装置の転送毎に起動プロセッサを認識してアクセスしうる機能が必要

　　になる．　この機能はマイクロプログラムで実現されるものであり，①-ａ)と

　　同様，対応するマイクロプログラムによって利用中のプロセッサ番号を識別

　　するテーブルを具備し，この番号を用いてプロセッサにアクセスする．

b)入出力装置からの自発的な転送要求：

　　タイプライタからの転送要求のようにプロセッサからの起動がなくても転

　送要求が生じることがある．　この要求は通常システムの中核となるプロセ

　ッサを指定するが，均質化を指定した本マルチプロセッサでは任意のプロセ

　ッサが対象となリ得る．　ただし，第V章高信頼化で述べるように全体で１個
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のマスタプロセッサを規定している．　マスタプロセッサ番号を指定できる

メモリをＩＰＣ内に具備し，システムの初期設定時に本メモリにマスタプロ

セッサ番号を設定する．　マイクロプログラムは　このような自発通信が生じ

るとメモリを参照して通信相手のプロセッサを選択する．

プロセッサ間通信機構

　呼処理サブプログラム間の結合を図るプロセッサ通信には図4. 19に示す形態が

ある．　これらの通信はシングルプロセッサと同様に送信先を一意的に固定化で

きなければならない．　これらの機能の実現には以下の考え方をとる．

①ＣＮＰからＳＧＰへの通信

　　ＣＮＰからＳＧＰへの通信はシングルプロセッサの通信に対応する．送信す

　べきＳＧＰの選択は接続された通話路装置の選択に一致することによる．　呼

　と送信すべきＳＧＰは呼の識別が

　もともと回線端子を用いて記述さ

　れていることによる．　結果とし

　てＳＧＰへの通信のためにI P C

　は特別の機構を必要としない．

　送信先を解読して情報転送を行な

　うマイクロプログラムを起動する

　だけでよい．

②ＳＧＰからＣＮＰへの送信

　　ＣＮＰへの通信には動的に負荷

　分散したＣＮＰ群の一つを如何に

　選ぶかが課題である．　プロセッ

　サ間通信が送信先を単一プロセッ

　サと仮想化するのに対し，動的に

　負荷分散しているプロセッサ群は

　均質であり，区別がつかない．

[Ｅ]＝球回
（ａ）シングルプロセッサ

匝]谷]

[亘]号]
匹苔]

均質

負荷

分散

(b)マルチプロセッサ

図4. 19　プロセッサ間通信の例
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なお　ＳＧＰからＣＮＰへの通信には負荷均衡を図ることが前章での課題でもあ

った．　このため，個々のプロセッサ名を指定せず, C N P群ヘデータを送れ

ば負荷分散ＣＮＰのうち処理余裕のある一つを選定して通信を行なう自律的負

荷分散機構を設ける．

　自律負荷分散機構はマイクロプログラムの制御能力を利用してプログラム制

御により実現する．　処理余裕のあるＣＮＰの認識は，まずハードウェア初期

設定時に各ＣＮＰからＩＰＣに，また通常時にはＣＮＰからの通信に併せて処

理余裕のあることを制御コマンドで登録しておく．　マイクロプログラムは登

録されたＣＮＰの中から１つを選択して順次送信する．

（２）ＩＰＣの動作と制御課題

　入出力やプロセッサ間の各種の情報転送制御に関するＩＰＣの動作を図4.20に

示すj　　多種多様なマイクロプログラム制御があり，これを効率的に実現するこ

とがＩＰＣの課題である．　これらの動作シーケンスと対応するマイクロプログ

ラム制御への課題を以下に示す.

①起動シーケンス：

　プロセッサ間通信や入出力が必要となって　ＩＰＣを起動するプロセッサはI p

Ｃの起動命令を発出する．　次に, I P Cが　この起動命令に正確に対応している

ことを確認することにより，命令を発したプロセッサは次命令に進め，処理を進

行させる．　一方，プロセッサからの起動を受けたＩＰＣは，通信相手と通信種

別を識別し，通信相手の状態を認識して通信可否を判断し，この結果を起動プロ

セッサに返送する．　プロセッサはＩＰＣからの返答が来なければ，起動命令実

行中のまま待機しており，次命令へ進行することが出来ない．　プロセッサの処

理効率の向上のためには, I P Cは速やかに返答しなければならない.

②転送シーケンス

　ファイル装置や入出力装置の転送に係わるマイクロプログラムは，それまで休

止していたが，転送要求が発生すると動作状態に入る．　このマイクロプログラ

ムの制御の下でデータ転送のためのメモリあるいは入出力装置へのアクセスがな

される．　また，データ転送に併せて転送完了語数や転送先アドレスの更新がな

される．
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起動処理】

転送可能性

　　1慧別）

異常

【転送処理】

（割込み）

正常

了

求

【起動処理】

異常

【転送処理】

終了

転送

転送

【終結処理

諧別）

¬５

転

要

終了

転送完了

報告作成

終了報告
-
（割込み）

送

球

哨了

要球

起動命令

独立

勣作

命令実

命令実行

命令実行

命令実行

命令実行

解放（正常／異常報告）

【起助処理】

【転送処理

メモリ要求
毒＝コ

←

【終結処理】

（割込み）

【起動受付処理】

　　　プロセッサ起助受付処理

|ノ

Ｊ

二彗

訟＝＝ま

図4.20 ＩＰＣの代表的動作
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　この段階では，各種転送要求元や転送形態に合わせて　これらに対応するマイク

ロプログラムを効率的に切り替える手法が必要となる．　また，入出力系にはフ

ァイル装置やデータ通信制御装置のように自律クロックで転送するものがあり，

これに合わせた厳しい実時間制御能力が必要である．

③終了報告シーケンス

　プロセッサの指定した語数の転送完了や機器の異常等をマイクロプログラムが

確認し，転送の成功または不成功を起動プロセッサに報告する．　この制御もマ

イクロプログラムの休止と動作の･状態遷移を伴い，マイクロプログラムの状態の

遷移に利用される処理ステップの効率化が必要となる．

(3)マイクロプログラム制御法

　ＩＰＣの制御には，多種の入出力動作や情報転送に伴う複雑な手順及び多重処

理や処理即応性(実時間保証)の実現が必要である．　動作の多様性や手順の複

雑さの吸収にはマイクロプログラムに,よるプログラム論理の利用が有効である．

しかし，マイクロプログラムには１命令毎の逐次処理とこれに伴う制御の低速性

という欠点がある．

　ＩＰＣの制御構成にはマイクロプログラムの低速性という欠点を補う改良が必

要である．　このため，以下の考え方によリマイクロプログラム制御の改良を図

る.

(i)マイクロプログラム実行制御回路へのハードウェア支援機構の付加

　複数装置からの実行要求ごとのマイクロプログラムを次々と切り替えて実行す

るマイクロプログラム多重制御機構を付加し，マイクロプログラム自身による多

重切り替えのオーバヘッドをなくす．　また，外部からのマイクロプログラム起

動要求にハードウェアキューで待ち合わせ，マイクロプログラムによる制御要求

受付処理をなくして命令実行の効率化を図る.

(ii)実時間性の厳しい制御の優先実行

　ファイル装置のデータ転送のようにマイクロプログラム実行待ち合わせによっ

てオーバランを生じるものがあり，マイクロプログラム実行選択に優先レベルを

設けて制御する．
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(iii)正常処理の見込み実行と例外処理の後処理化

　データ転送は一連の転送を終えて完了確認を行なう．　この制御には最終過程

で異常を示せば良く，途中では必ずしも逐一正常／異常を表示する必要はない．

このため，実時間性の厳しい処理は正常とみなして先行制御し，異常が生じてい

た場合は後の過程で修正を行なう．

　以上の考え方に基づくＩＰＣの構成概念図を図4.21に示す．　主要な動作は以

下の通りである．

マイクロ命令シーケンス制御

　マイクロプログラムのシーケンス制御はマイクロ命令内の実行シーケンス制御

指定フィールドにより制御される．　マイクロ命令が中断可能を指示するとシー

ケンス制御部が高優先のマイクロプログラム実行要求の有無を判断し，高優先の

ものがあれば，実行中のマイクロアドレスを退避し，次マイクロ命令として高優

先要求を受け付け実行する．

マイクロプログラムリエントラント性の保証

　マイクロプログラム実行中には要求源ごとの保持回路により実行中を表示し，

マイク,口命令解読器と　この実行表示の論理積により対象回路が選択され，制御さ

れる．　マイクロ命令の論理シーケンスの保証は優先レベルに対応したマイクロ

命令アドレス保持回路を具備することにより行なう．

マイクロプログラム実行優先制御

　マイクロプログラム実行要求を登録するハードウェアキューを具備し，このキ

ューには第１から第３までの３レベルの優先度を設ける．

マイクロプログラム実行開始アドレス

　マイクロプログラム起動要求源に対応してマイクロプログラム固定アドレス発

生回路を具備し，要求が受け付けられたときこの固定アドレスをマイクロプログ

ラム起動アドレスとする．

プロセッサ起動要求への対応

　プロセッサからの起動要求は一旦受付キューに登録して，登録後ただちにブロ

セッサヘ受け付け報告を出す．　受付キューの登録結果はさらに第１レベルヘ登

録し，マイクロプログラムの制御を受ける．
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ＩＰＣ回路構成の概念図
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4.5　共通メモリの接続法

　共通メモリ装置はプロセッサ間通信制御装置と並びマルチプロセッサ用付加装

置として重要な装置である．　本装置においては，プロセッサと共通メモリを接

続する装置間の接続法が重要な検討課題となる．　この接続機構が共通メモリ装

置の経済性や性能を，さらにはマルチプロセッサの性能規定要因となる．　接続

機構の対案には，図4.22に示すように共通バス接続法と直接リード接続法があり

両者を比較検討する．

　まず，接続に要する金物量を比較する．　これらの接続に要する金物量は各方

式の信号数と接続点の積和で表される．　両方式の信号数と接続点数の積和およ

び両者の差は図4.22からそれぞれ以下のように示される．

（ａ）共通バス接続

（b）直接リード接統

図4.22　共通メモリ接続法の対案

-89-



CNbus "2･{(n+l)+2)・a=(2n+6)・ａ

CNlead-3･（ｎ＋1）・a=(3n+3)・ａ

CNqus -CNle｡n=(3-n)・ａ

(4.1)

(4.2)

(4.3)

なお，ａは各方式の信号数を表す定数である．　ただし，共通バス接続法ではバス

の使用要求と使用許可を示すための信号が増加するが，全体数からは無視できる

範囲であるため，信号数を同一と近似している．　従って，Ncが３以上ではバス

接続が有利である．

　次に性能面から両方式を考察する．　共通バス方式は共通メモリアクセスに伴

う保留時間に共通メモリのサイクルタイムとバスの使用時間の両者を含み，保留

時間が増大する問題がある．　バス保留時間についても高処理能力が必要な大規

模ではバスの接続点が増大し，フアンアウトの増大やバス接続線長の増大を招き，

バス保留時間を増大させる問題がある．

　直接リード結合には競合整理が共通メモリ装置内で行いうる特徴がある．　こ

のため，共通メモリにアクセスしたときの保留時間は，共通メモリ内の動作に限

定され，しかも線長を短くできることから性能向上には有効である．

　共通バス方式は性能面で劣るが，大規模領域における金物量で優れる．　一方，

交換機の導入数の分布は，小規模ほど大きい特徴があり，分布に従って金物量を

荷重平均すると直接リード結合方式の金物量は多いとは言えず，性能面で優れる

直接リード結合方式がむしろ有効と考えられる．　このため，直接リード結合方

式により実現する．

４．６　マルチプロセッサの実現結果

　実現したマルチプロセッサハードウェアの全体構成を図4.23に示す．　S G P

とＣＮＰからプロセッサ間結合用インタフェース付加部を除いたものがシングル

プロセッサとの共用化範囲である．　また，入出力装置１式もシングルプロセッ

サと共用可能としている．　ＣＭやIIPCがマルチプロセッサ用の大きな付加装

置であり，金物量の観点からはマルチプロセッサ化に伴う大きなオーバヘッドで
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：呼制御プロセッサ

：共通記憶装置

IPC　；プロセッサー通信制御装置

tiBCH i磁気バプルチャネル

NBU　:磁気バブル装置

nxcH:マルチプレクサチャネル

TPC　:タイプライタ制御装置

TYP　:タイプライタ

PTR　；紙テープ読取り装置

図4.23　D T S - 1　マルチプロセッサの全体構成図
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ある．　ただし，これら付加部の機構により，システム全体に新たな設計を行な

わなくてもマルチプロセッサの実現を可能とし, ONE-MACHINE概念を実現してい

る．　なお，高信頼化に向けた予備構成の議論は行なっていないが，図4.23は故

障に備えた予備を含んでいる．　この予備構成については次章で議論する．

4.7性能評価

　ここで述べる実験機は，交換機においてマルチプロセッサ制御が成り立つかど

うかを実証する段階のものであり，ここでは特に性能面からの評価を行なう．

4.7. 1シングルプロセッサの平均命令実行時間

（1）平均命令実行時間と交換規模

　シングルプロセッサの性能を示す平均命令実行時間T5　は全命令の集合lｓの内

第i番目の命令Il　の実行時同一tl　およびその出現頻度Pi　を用いて以下のように

表される．

Ta　＝

ただし，

　　Σ　ti　･Pi
11⊂u

(4.4)

　　Σ　　Pi　＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4.5)

　li⊂Is

また，プロセッサの処理能力を通話路容量に換算した時，最大容量　S3 (erl)

は次のように表される．

s=　= ha ( p 0 - C0 ・T= ）/（ｘ9・Ts ） (4.6)

ここで，単位時間において呼数比例処理に与えられる割合は( P 0 - C0 ･T, ）であり

単位呼の処理が占める割合は（ｘa ･Ts )/haである．

なお，各プラメータは次の量を示す．
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he　:呼の平均保留時間

p 0　：プロセッサの使用率の上限値

ca　:単位時間当りの固定処理処理ステッブ数（前章5. 1. 2における　caに同じ）

xa　:呼当たりの処理ステッブ（前章5. 1.2におけるａａとbaの合計に等しい）

(2) 改良Ｄ２０処理装置の命令実行モデル

　比較的小規模のプロセッサではアドレス空間の16ビット化などでメモリ量を減

らすなどの経済化が図られており，アドレス空間を減らす手法としてページ方式

が一般的である．　一方，ページ方式をとるプロセッサに交換プログラムのよう

な大規模なプログラムを適用すると，プログラムおよびデータが複数ページにま

たがるという問題が生じる．　この結果，プログラム実行時にジャンプ命令やデ

ータによる異ページ参照が生じ，ページ切替えによって処理能力が低下する．

　ここで，シングルプロセッサにおける交換処理サブプログラム間の結合はジャ

ンプ命令を用いた物理アドレスによる直接結合を前提としている．　なお，蓄積

プログラム制御方式ではプログラムを記憶装置に固定的に格納し，これを繰り返

し利用して交換機を制御するものであり，直接結合による効率化は当然である．

また，交換処理プログラムでは小規模な変更は原則として行なわず，大きな変更

は１年毎程度と頻度が少なく，影響範囲も大きいため，変更時には全プログラム

を入れ換える手法をとることが要因となっている．

ハードウェア構成

　改良Ｄ２０形処理装置のメモリアドレッシングは図4. 24のように構成している

　プログラムの命令部とデータ部を分離して，両者を別のページに配置する．

すなわち，ページの先頭アドレスを示すプロセッサ内のページレジスタも命令ア

クセス用（ＩＰＲ）とオペランドアクセス用（ＰＰＲ）を別々に備えている．

プログラムからの命令アドレス，オベランドアドレスの指定はページ内の相対ア

ドレスとし，アドレス指定のコンパクト化を図リつつ，ページ切替えなしにアク

セス可能とするメモリ空間の拡大を図っている．
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□二三二二二

IPR:　命令用ページレジスタ

PPR:　オペランド　ページレジスタ

LR :　ロケーションレジスタ

IR ；　命令格納レジスタ

GR S　汎用レジスタ

主メモリ

ｆ　：命令コード

「し第一オペランド

ｘ2;　インデックスレジスタ

d2:　第ニオペランド

図4.24　基本命令のアドレッシング
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4.7.2　マルチプロセッサのプログラムの結合

　ソフトウェアの基本構成要素として①シングルプロセッサで用いられたスケジ

ューラ等のオペレーティングシステム（ＯＳ）と②マルチプロセッサで新たに必

要となったプロセッサ間通信用プログラムおよび③これらのＯＳ上で動作する呼

処理プログラムがそれぞれのプロセッサの個別メモリに配置される．　なお，故

障等の異常時に複数プロセッサの系構成を統一的に管理，再構成するプログラム

がマルチプロセッサに設けられるが，これは通常処理能力に影響しないため考察

外とする．　このプログラムを実行する権利はマスタプロセッサ（ＭＣＰ）と呼

ばれるＣＮＰの内の１台だけが持ち，故障等の異常時のみに動作するものである．

　０Ｓの上で動作する呼処理プログラムはリエントラント構成であり，複数の呼

によって共有される．　呼処理プログラムは　①プログラム命令群（テンプレー
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ト），　②交換機の設備等を表示する読みだし専用のデータ，　③リエントラッ

ト構造を保証する呼ごとのワークエリア，　④複数の呼の間でアクセスされ，競

合を起こすリソース管理データ　の構成要素からなる．　このうち，シングルプ

ロセッサでは一つのプロセッサに格納されていたテンプレートはＳＧＰとC N P

に分割され，分散配置される．

　このうち，呼ごとのワークエリアは，①ワークメモリ内でのみ操作されるロー

カル変数，②呼管理データ（入力信号に対応した一連の処理完了後，次の人力信

号が到達するまでの呼処理結果の呼状態を保持する）からなる．　ローカル変数

は同一ＣＮＰで継続した処理の中で使用されるものであり，共通メモリのアクセ

ス頻度を減らすため個別メモリに配属される．　呼管理データは，他のＣＮＰに

切替えても矛盾を生じない呼状態を保持しており，任意に負荷分配が可能なよう

共通メモリに配置される．　また，継続した処理内ではＳＧＰ内の処理は他のプ

ロセッサと無関係であり, S G Pワーク土リアはＳＧＰの個別メモリに配置され

る．

　リソース管理データは，交換機リソースを一元的に管理するため，共通メモリ

に配置される．　このデータヘアクセスするブログラムはＣＮＰに配置される．

なお　ＳＧＰは接続された通話路に対応しており，直接共通メモリにアクセスする

必要はない．

4.7.3マルチプロセッサヘの対応化

　マルチプロセッサの性能上の問題点を明確にするため，シングルプロセッサの

プログラムがマルチプロセッサではどのように変わるかを図4.25に示した．　デ

ータヘのアクセスはシングルプロセッサでは主メモリのみであったが，マルチプ

ロセッサでは個別メモリ（シングルプロセッサの主メモリと同等）と共通メモリ

ヘのアクセスの二つがある．　交換プログラムを構成するサププログラム間の結

合は，シングルプロセッサではジャンプ命令を用いて　直接リンクしていたが，

ＳＧＰとＣＮＰに分散配置された場合，両者はプロセッサ間通信を介した結合と

なる．また，シングルプロセッサでは主メモリ上のみにあったデータがマルチプ

ロセッサのＣＮＰでは主メモリ同等の個別メモリと共通メモリに分離される．
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図4.25　シングル／マルチプロセッサのプログラム結合

4.7.4マルチプロセッサの平均命令実行時間

　ここでは上記の改良Ｄ２０形交換機用のプロセッサを用い，上記の'ソフトウェ

ア条件に従ったマルチプロセッサの平均命令実行時間を評価する．
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（1）機能面からの命令頻度分布変化

　マルチプロセッサ化により新たに生じた命令頻度に関する条件には以下のよう

に対処する．

プロセッサ間通信：全体を呼処理オーバヘッドとして扱い，通I信機能増加分の命

令分布の偏差は考慮しない.

Test and Ｓｅt命令：共通メモリ内の論理競合を防止するため，データの使用中／

未使用を矛盾なく識別しうる周知のTest and Ｓｅt命令が共通メモリ結合のマルチ

プロセッサには必要である．　これにより命令分布が変わる可能性があるが，生

起頻度はo.nのオーダと微少であること，実行時間も他の既存命令と大きく変わ

らないことから，この命令による影響は無視する．

保守命令：マルチプロセッサの系構成を変更するための保守命令を新たに設けてｰ

いるが，これらは故障時など異常時に用いるものであり，通常時の呼処理には関

係がないことからここでは省略する．

（2）ページ切替え頻度の変化

命令アクセスとページ切り替え：　シングルプロセッサの呼処理プログラムがマ

ルチプロセッサではＳＧＰとＣＮＰに分割収容される．　従って，マルチプロセ

ッサの個々のプロセッサのプログラム規模は，シングルプロセッサに比較して　む

しろ減少している．　シングルプロセッサ方式でページ内に入っておれば，マル

チプロセッサでもページあふれをおこすことはない．

　一方，マルチプロセッサのみに必要なプログラムもあり，一部追加されてプロ

グラム規模が増大したものもある．　通常の処理に関するプログラムの増大はTe

st and Ｓｅt命令に関するもの及びプロセッサ間通信に関するものおよび後述の共

通メモリオベランドアクセスに関するものである．　これらの増大分は，上記の

S G P, C N Pへの分割により，それぞれが減少した分を越えるものではない．

　従って，マルチプロセッサの命令アクセスによるページ切替え頻度は，シング

ルプロセッサに対して増大することはない．

オベランドアクセスとページ切り替え：　改良Ｄ２０処理装置を用いる交換機は

中小規模であったが，マルチプロセッサ化した場合，対象とする交換規模は拡大

する．　この場合，前述の呼管理データやリソース管理データが増大し，シング
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ルプロセッサでは１ページに入っていたものが複数ページにまたがる．　オベラ

ッドアクセスのためのページレジスタの書替えが頻繁に生じる可能性がある．

これによりマルチプロセッサでは大幅な処理能力低下の懸念があり，改良を要す

る．

（3）命令実行時間の改善

　複数ページに展開した呼処理関連データアクセスのため，処理能力の低下の危

険性があり，複数ページにまたがるオペランドアクセスのための効率の良い命令

を追加しなければならない．　このオペランドアクセスは共通メモリに対してな

されるため，２語長で任意のページのデータに直接アクセスできる拡張形式をマ

ルチプロセッサ用に設けた．

　処理能力評価のため，この命令の効果を分析する．　シングルプロセッサでは

すべてのデータアクセス命令が基本形式であったが，マルチプロセッサでは共通

メモリにアクセスする場合には拡張形式に変わっている．　両命令形式の命令実

行時間を比較するため, Load命令の基本形式と拡張形式の差を比較した（図

4.26) .　Load命令以外にも拡張形式の命令を設けているが，保守命令を除

けば，命令実行形態はメモリからレジスタヘ転送するLoad命令に代表される．

保守命令は通常は動作せず，処理能力評価で考慮する必要はない．

　両形式の実行時間はそれぞれ各実行段階の時間の和で示される．　拡張命令で

は命令形式が２語命令に拡大され，命令フェッチに要する時間が２倍に拡大され

る．　なお，図4.26において，両命令形式とも命令実行の先行制御を行なうため，

最後の実行段階(Ari thmetic Operation)は次命令の命令フェッチ段階と重複する．

従って，命令実行時間には現われず，命令実行時間の算出から除かれる．

　ここで，マルチプロセッサ化により大きく命令実行時間が変化する可能性のあ

るＣＮＰについて，平均命令実行時間T　を算出する．　ＣＮＰの平均命令実行

時間Tmは，シングルプロセッサの平均命令実行時間T=　とこれに対する共通メモ

リアクセスによる変分を用いて表わされる．　基本命令と拡張命令の実行時間差

分には，図4.26の命令実行段階の所要時間を用い, C N Pの平均命令分布のうち

で拡張命令を利用する割合は（7とすると，Tmは以下のように表される．
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図4.26　Load命令における基本命令と拡張命令の比較

-99-



T 　＝Tｓ　+a (t,　＋tc　-tp　＋tH　十tw　）
(4.7)

ここで　tuは複数プロセッサからの共通メモリヘのアクセス競合による待ち合わせ

時間であり，固定的に決まるものではない.　4.7.5の数値計算で具体的に示す．

　いま，使用率ｚ，サーバ１の一定保留時間モデル（いわゆるM/D/1モデル）の正

規化待ち合わせ時間関数をW( z)と表わすと，共通メモリアクセスに伴う平均待ち

合わせ時間tuはW(z )・tH　である．　ただし, C N P実装数はＮｃ，共通メモ

リアクセスのうちでプロセッサ間の競合を起こす保留時間はｔＨ，共通メモリの

使用率ｚはNc　・（7 ・tH /T 　となる．

　ここで式の簡単化のため, tfi =t]十tc -tp 十tH　とすれば. (4.7)は以下のよう

になる．

T 　＝　T=　・｛1　十（7（

tn十W（N。 ・（7・tH/T。）・tH

　　　　　Ts

）｝ (4.8)

4.7.5システムとしての処理能力

　ここでマルチプロセッサ制御方式により実現可能な交換機の最大規模を算出す

る．　本マルチプロセッサによる交換機の最大規模は制御系の能力，通話路系の

最大設備可能数によって規定される．　なお，制御系ではＳＧＰの能力, C N P

の能力のいずれかが制限を与える．

　まず，式(4.6)をマルチプロセッサ用に変形して各プロセッサが制御可能な通話

路容量を求める．　シングルプセッサにおける呼当たりの処理ステップX0　に相

当するものをマルチプロセッサではXl　とする．　また，プロセッサ間通信に必

要な処理量はＩＰＣを中心に対称形であることからC N P, S G Pで両者等量と

近似し，送受あわせて2yi　としする．　このとき，マルチプロセッサの呼当たり

の総処理ステップはxv +2yi　となる．　また，マルチプロセッサの呼当たりの処

理量Xl　がC N P, S G Pに　k,l-kの比で機能分割されるとすれば, C N P, S

ＧＰにおける呼当たりの処理ステップはそれぞれ（ｘl･k十y,} , {x, (1-k)十yl｝

と表される．　従って, C N P, S G Pの各１台が制御可能な通話路容量をScNP >

SfiGPとすると，これらは式(4.6)から
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１
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一
～

ScNP　＝

SsGP　゛

　ha ( p 1 -ci ・Trl）

-

TI・（ｘl・k十yl）

　ha

-

Tｓ・｛
Xl

P 1-Ci

-

・（1-k）

T
－

十

）

－

yi

（4.6’）

(4.6")

　C N P, S G Pの接続台数をそれぞれN。, No　とすると，マルチプロセッサ制

御による交換機の最大規模S (erl)は以下のようになる。

s 　°　［N．゜ScNP N, ・ ［SsGP　　Ｉ　　Ｚ］］

一

一

　N。・ha（ρ1－cl・T。）

T．・（ｘl・k十yl）　　　，N

　ha ・（ρ1 -c, ・T．）

T。・｛ｘl・(1-k)十Vl)
(4.9)

　ここで，〔ｘ,y〕はｘとｙのうち小さい値を表し，ρ１　はマルチプロセッサにおける

各プロセッサの使用率，ｚはＳＧＰに接続された通話路のモジュール（ピルディン

グブロック化された通話路装置の分割単位）の容量である．

　通話路モジュールの容量ｚと比較されるＳＧＰの能力は通話路モジュールの容

量ｚを処理するに必要な能力より十分大きく設定される．　また, S G Pの分担

機能はハードウェアの制御が中心であるため，将来も呼当たりの処理量が大きく

増加しないとすれば，式(4.9)の第２〔〕内ではｚが小である．　従って，第１〔〕

内ではＣ Ｎ Ｐ の能力N。･Sc9と通話路容量の全体Ns ･ｚが比較される．

　十分大きな通話路容量Ns　・ｚに対し，マルチプロセッサの能力を比較するとすれ

ば，結局，交換機SmはＣＮＰの能力の最大値を求めることになる．　交換機の

最大規模を求めるための以上の議論はマルチプロセッサの能力を求めるという当

然の結果に帰結する．

　従って, (4.9)は以下になる．

s 　＝

No ’ha（ρ1　－　Cl ･TI）

Tn,・（ｘl・k十yl）

(4.10)

　ここでシングルプロセッサとマルチプロセッサの相対性能を求めるため，パラ

メータの整合を行なう．
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ＣＮＰのプロセッサ使用率　マルチプロセッサにおけるＣＮＰのプロセッサ使用

率を　ρ１　＝ｐ９　とシングルプロセッサと同じに設定する．　これは，マルチプロ

セッサの性能評価上，厳しい設定であり，安全側となっている．　本来，同一平

均待ち時間となるサーバの使用率は，複数サーバでは単一サーバより大きくとれ，

処理を依頼するＳＧＰから見たときＣＮＰは複数サーバとして働く．　複数サー

バのＣＮＰの使用率をシングルプロセッサと同一にしたことは安全側となってい

る．

固定処理の比＼率　オペレーティングシステムなどの固定処理量の比率をマルチプ

ロセッサとシングルプロセッサと同じとして　Cl　＝ce　と仮定する．　これもマル

チプロセッサには厳しい設定，安全側評価となる．　本来，固定的な処理はすべ

てのＣＮＰには必要はないものである．　また，固定処理の平均命令実行時間は

シングルプロセッサと同じく　Tｓとする．　固定処理は各プロセッサに閉じた処理

であり，共通メモリにアクセスする必要はないことによる．

皿　呼当たりの処理量もマルチプロセッサとシングルプロセッサで

同じとしてX, =X0　とおく．　呼当り処理の大きな差分はプロセッサ間通信のオ

ーバヘッドで吸収されたとする考え方である．

　以上の前提を設けると(4.10)は以下になる．

S = No ・ha （pa － c9・Tｓ）／｛T． ・（ｘa・k＋yl）｝ (4.10')

　ここで，マルチプロセッサの性能をシングルプロセッサに対する相対性能値す

なわち等価プロセッサ台数で表わす．　シングルプロセッサに対する交換機実現

規模Sｓは式(4.6)で求められており，等価プロセッサ台数は(4.10")と(4.6)の比と

なり，以下のようになる．

S /Ss　＝

一

一

N。

－

ha

ha
－

ρ

（pa － ca・Tｓ）/｛T．・（ｘ9・k十y,))

0 " ca・T= )/X0 /T.

＝Ｎ。・／｛（ｋ十yi /ｘe）・（TI /Ts ）｝

N。

(4.11)

参
あ

一
　
一

ｆ
　
あ

(k + y, /Xb ){(1　＋（7・（tn /T=　＋W（N。・（7 ・tH/T．）・tH
n. ）｝
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4.7.6処理能力の推定

　実験機で得た値からマルチプロセッサの性能すなわち等価プロセッサ台数を求

める．　概略式(4.11)に実験機で得た値を以下のように適用する.

（1）ソフトウェア実現結果

　一次評価で得た概略値から以下の値を用いる．

・ＳＧＰとＣＮＰへの機能分割の程度:　　　ｋ　= 0.5,

・通信のオーバヘッド:　　　　　　　　　　　yi /xa ＝0.1

・拡張命令の発生頻度:　　　　　　　　　　（7　＝0.1

　ただし　ソフトウェアに関する条件の規定には困難な問題を含む．　これは大き

くは以下の理由に基づく．　すなわち，局種，局条件などの違いがあり，呼のモ

デルの確定化が困難である．　また，サービスの実現程度や機能追加など可変的

要素を含む．　さらに，ソフトウェアには膨大なデータによる集計の困難性があ

る．　定量評価では特に危険要素となる共通メモリアクセス率には幅を持たせて

評価することが必要である．

（2）改良Ｄ２０中央処理装置のハードウェア実現値

　シングルプロセッサ段階でのメモリアクセス時間は平均命令実行時間に対する

相対値としてtl /Ts = tp/Ts =0.3である．

（3）共通メモリアクセスに関する諸数値

　共通メモリアクセスに関する諸数値は図4.26の拡張命令実行時間の各段階の実

行時間で表わし，共通メモリアクセスの中で待ち合わせを除くアクセス時間は

（tc＋tH）/Ts＝0.6である．　なお，複数プロセッサで競合を生じる共通メモリ

の単位使用時間（サイクルタイム）はtH /Ts =0.45　と高速に実現している．

これは，前節に示したように共通メモリの接続法には性能向上に有利な個別リー

ド接続法を採用した結果である．　なお，もしバス接続法を採用した場合は

（tc十tH)/Ts =1.7,tH/Ts =0.8と推定され，能力低下は避けられない．

　なお. tfl =tl十tc -t， ＋tHであリ，式(4.11)における　tfi /T=, ＝0.6は以上の結

果から明かであるが，待ち合わせ時間比率W（N。・（7 ･tH/T )は得られていない．

なおＷＯは前述のように，０内にマルチプロセッサの平均命令実行時間を含むこと
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から単純には計算できない．　このため，一次近似としてT = Tsから出発し，

得られたTIを繰り返し(4.11)に代入して収束値T．を数値計算する．

　以上の計算法により求めたマルチプロセッサの最大性能すなわち等価プロセッ

サ台数を図4.27に示す．　ＣＮＰの最大実装台数は８であり，共通メモリアクセ

スによる処理能力飽和はほとんどない．　プロセッサ間通信のオーバヘッド，共

通メモリアクセスによる命令実行時間の増大が相対能力低下を招いている．

ここでは，機能分散比率を0.5 ,すなわち, S G Pの常用側の台数もＣＮＰと同

じとしている．　従って，最大16台のプロセッサに対し，12台の等価プロセッサ

能力を実現している．

等
価
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ロ
セ
ッ
サ
台
数
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４
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ＣＮＰ実装台数

図4, 27　マルチプロセッサの処理能力
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5，　ﾏﾙﾁﾌﾟﾛｾｯｻの設計判　II

　　32ﾋﾞｯﾄｶｽﾀﾑVLSIﾌﾟﾛｾｯｻの実現とﾏﾙﾁﾌﾟﾛｾｯｻﾍの適用

　ここまで述べてきたマルチプロセッサは実験で確認され，その後　３２ビットカ

スタムＶＬＳＩプロセッサの適用による性能や経済性や信頼性等の改良を経て商

用実用化された．　本節では，このマルチプロセッサの改良において重要な位置

を占める３２ビットカスタムＶＬＳＩプロセッサの実現に向けての設計方針およ

び設計経過とディジタル交換機制御用マルチプロセッサヘの適用について述べる．

5.1　交換処理用カスタムVLSIプロセッサの開発[66 ]

5. 1. 1　汎用マイクロプロセッサとカスタムＶＬＳＩプロセッサの比較

　ＶＬＳＩ技術の進展に支えられて，汎用マイクロプロセッサは進展を続けてい

る．　高性能化や高機能の具備へと技術進展は続き，その普及にはめざましいも

のがある．　従来カスタムプロセッサが用いられてきた分野においても，このよ

うな状況から汎用プロセッサを用いるか，カスタムプロセッサを開発するかが大

きな選択枝となってきている．　汎用プロセッサにもカスタムプロセッサにも　そ

れぞれ長所や短所があるが，ここでは交換機へ適用するプロセッサの考え方を整

理するため両者の特徴を分析する．

汎用マイクロプロセッサの特徴

　汎用マイクロプロセッサは各種用途に利用されるプロセッサをＬＳ１部品とし

て共通に供給するものである．　適用用途が広いため，利用数が多い．　また，

ＬＳＩの量産性からプロセッサのチップのみでは経済性が高いという特徴がある．

　しかし，幅広い用途の共通の要求条件を仕様としており，アーキテクチヤは必

然的に焦点の定まらないものとなる．　個々の応用システムに着目したとき，必

ずしも効率のよいものではない．

カスタムプロセッサの特徴

　カスタムプロセッサは応用システムに適合化して実現するものであり.LSI

としての量産性はなく，その開発費も応用システムでまかなうことから，汎用マ

イクロプロセッサよりコストは高い．　しかし，命令仕様等のアーキテクチヤや

システム化する場合のハードウェア構成は，応用システムに最適化するものであ
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り，効率は良い．

　従来，交換機制御システムのような特殊な情報処理システムには，適用可能な

汎用プロセッサが無く，専用プロセッサを開発して高性能化や経済化や高信頼化

を図ることが常識であった．　しかし，近年の汎用マイクロプロセッサの進展か

らマイクロプロセッサの部品としての利用が一般化し，プロセッサチップの廉価

性に注目した適用可能性の議論が行なわれるようになった．　また，ソフトウェ

ア産業，システムハウス産業の台頭により，プロセッサを部品として利用する技

術も定着を始め，この議論に拍車がかかりつつある．

　汎用プロセッサの交換機への適用についてはもはや可能／不可能を議論する時

代ではなく，それが交換機としての商品戦略に有効かの議論となろう．　現実に

ITT-1240のように，全面的に汎用マイクロプロセッサを商用交換機に適用した例

もある．　ただし，現在量産機と見なしうるもの中には，全面的に汎用マイクロ

プロセッサを採用した物がないのも事実である．

5. 1.2　カスタムVLSIプロセッサの有効性

　汎用マイクロプロセッサとの対比の下で交換機へのカスタムプロセッサの適用

の有効性を確認する．　カスタムプロセッサの有効性は以下の点にあると考えら

れる．

(1)カスタムプロセッサの効率性

(ａ)効率化要因

四　交換機制御用プロセッサはta話機や回線や信号装置など多数の端

末を制御する．　すでに述べたが，交換機制御用プロセッサには多数の端末の状

態を主メモリ上に写像して制御する．　通話路装置のハードウェア状態を示す膨

大な未加工の情報から有効な情報を抽出して処理することが必要である．　この

ためハードウェアの状態をメモリヘ写像するなどの交換処理に適した命令が存在

する．　例えば，回線の状態を監視して変化を検出する群処理命令である．　こ

れはハードウェアの制御対象点のon/offをメモリの１ビットに対応させ，複数の

制御点を１語にまとめて処理する命令である．　具体的には，発呼や終話などを

監視するＳＵＰ命令，信号が変化した点を数字化して識別できるＦＲＭ命令があ
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る(67) (68>　プロセッサの１命令で１ビットのみを処理するのでは効率が悪い

が，複数ピットを１命令でまとめて処理すると効率が向上する．　このような命

令は汎用処理には不要であるが，カスタムプロセッサでは応用システムに合わせ

て効率のよい命令が実現出来る．

ハードウェアの効率化　２４時間運転を前提とする交換機には，故障に備えて予

備を具備し，故障時の予備への自動切り替えや起動と停止のための付加回路を多

数必要とする．　また交換機制御用のプロセッサ自身にも高信頼化へ向けた予備

装置間の交差を制御する回路や実時間制御へ向けた時計管理や通話路を制御する

回路が存在する．　これらのシステム毎の専用回路を，カスタム回路で実現し，

プロセッサＶＬＳＩチップに組み込むことにより，ハードウェアの大幅な部品点

数削減が図れる.

（b）カスタムプロセッサの効率性

　上記の（ａ）の議論を，ここでマクロに定量化して示す．　カスタムプロセッサで

は命令の効率化とハードウェア構成の効率化が総合的に性能と経済性の向上を果

たす．　今, X (eri)の局を性能pのプロセッサによるマルチプロセッサで実現す

るとき，そのコストｙは以下のように表わせよう.

　　　　y = (a+b)≪「ｃχ/Pl　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(4.12)

　　　　ただし，

　　　　ａ：プロセッサの基本回路のコスト

　　　　ｂ：応用別回路のコスト

　　　　ｃ：単位ｅｒ1の局の交換に要するプロセッサ性能．

　交換機制御用プロセッサにはプロセッサの核となる部分（コスト:ａ）の他に，

実時間制御，高信頼化などのための応用別回路（コスト:b）が存在する．　応用

別回路を専用のVLSIとして実現する対案には，プロセッサの核部分に汎用マ

イクロプロセッサチップを用いる案も存在し，これを半カスタムプロセッサと呼

ぶ．　半カスタムプロセッサのハードウェア規模やコストは，全カスタムプロセ

ッサと大きくは変わらないが，性能は汎用マイクロプロセッサに相当する．　想

定される概略値によって対案を比較したものを図4.28に示す．
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図4.28　プロセッサ種別とコスト傾向

　応用システムに対して最適化したカスタムプロセッサでは，局規模の増大と共

に経済性が向上する．　ここでカスタムプロセッサに対して　汎用マイクロプロセ

ッサの性能比は０．２程度と小さい値になっているが，これは後述するように両

者の採用部品技術の差による．　カスタムプロセッサでは最先端部品技術を活用

し，他に先駆けて高性能なプロセッサを実現できることから生じる差である．

例えば，ここで述べる３２ビットカスタムＶＬＳＩプロセッサが既に実現された

とき，汎用マイクロプロセッサの市場ではようやく１６ビットプロセッサが普及

を始めていた段階であった．　汎用マイクロプロセッサの低能力は，これを考慮

して設定したものである．

(2)既存ソフトウェア資産の継承

　電子交換機に関連して莫大なソフトウェア資産が蓄積されており，この資産を

活用できることが必要である．　既に存在する交換機仕様に適合したカスタムプ

ロセ.ツサのアーキテクチヤを継承して新プロセッサを開発することがソフトウ･エ

アの継承性を保証するに，最も簡便で，かつ効果のある方法である．
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(3)部品技術先導性

　市販汎用プロセッサの部品技術に対する戦略は，最先端部品の採用ではなく，

短周期の成熟部品への乗り換えである．　部品技術が成熟するごとに新しい商品

を開発し，商品サイクルを短くして部品技術追随性を保証する．

　一方，長期方式寿命の通信システムでは，これと異なった部品採用戦略が必要

である．　システムの性能向上，経済性の達成には最新の部品技術を用いること

が最も有効な方法であるが，一度採用を決めた部品は比較的長い間変更せずに使

用するのが通信システムの特徴である．　このため，出来る限り先を見て先端部

品を採用することがシステムの陳腐化を避けるに有効である．　大規模システム

の長い開発期間を考慮すると，製品化時期に最先端となる部品を採用できるよう

計画を組む必要があり，自らの手の内で最新部品技術を選定することが可能なカ

スタムプロセッサは通信システム向きに有効と言える．

(4)管理の自主性

仕様管理の自主性

　市販プロセッサにおいては，その仕様記述の中でユーザに無断で仕様変更を行

なうと宣言することが常識である．　汎用マイクロプロセッサでは，ユーザヘの

影響を無視して供給側の都合で仕様変更が行なわれる危険がある．

　一方，交換機ではプロセッサの仕様変更にきわめて臆病になる必要がある．

交換機は２４時間無休止システムであり，動作中にプログラム変更やハードウェ

ア置き換えを行なうことは容易ではない．　また，仕様変更を行なう場合には導

入されたシステム全体にほぽ同時に行なわなければならない．　交換機は同一仕

様でかつ同一の管理の下で，全国的に大量に運用されており，導入数の量的な問

題からも仕様変更を簡単に行なうことは出来ない．

　仕様管理の観点からは，仕様の自主管理ができるカスタムプロセッサは交換用

プロセッサとして望ましいと考えられる．

部品供給の自主管理

　汎用部品には販売量が少なくなると供給側の判断により生産中止になるという

問題がある．　一般に部品生産中止の場合，小規模な汎用部品では通常それなり

に互換性のある代替部品が存在する．　しかし，プロセッサはきわめて大きな論
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理規模であり，またソフトウェアを含めて影響範囲が大きく，単純に代替部品へ

の移行は出来ないという問題がある．

　また，交換機には一般消費物品や汎用商品に比較して方式寿命が長いという特

殊性がある．　その間，保守部品等を含め，予備部品の確保が必要である．　こ

の点を考慮すると，ブロセッサには部品供給の自主管理が可能なカスタム化が有

効と考えられる．

5. 1.3　関連分野のプロセッサの応用とカスタムプロセッサの経済性[69 ]

(1)交換機関連分野のプロセッサ応用

　カスタムプロセッサは交換機に有効とは言え，カスタムプロセッサ自身も量産

性による開発投資分担効果を期待される．　開発費を多数の応用分野で分担すれ

ばシステムの経済性はさらに向上する．　製品サイクルの適合化，関連する応用

間での利用可能性を高めて適用範囲を多くし，カスタムプロセッサの利用拡大を

図ることが必要である．

　最近の交換機では制御装置に多くのプロセッサを利用するようになってきてい

る．　プロセッサが高価な時代には布線論理で実現せざるをえなかった小さい論

理規模に対しても，近年のマイクロプロセッサ技術の進展から融通性に富むプロ

グラム制御の適用が可能となってきた．　しかもプログラム制御の融通性や高機

能化により省力化や人間操作の支援，高信頼化を図ることが可能となってきてい

る．

　交換機に関連するプロセッサの利用分野を図4.29に示す．　ここでは，既述の

交換機制御用プロセッサの他に付帯系制御プロセッサの分類を設けている．　な

お，前者を後者と区別し，主制御プロセッサと呼ぶ．

　付帯系制御プロセッサはマンマシンインタフェースの高度化に適用され，交換

機開発用，保守運用用に用いられるいわぱ交換機用ワークステーションである．

　交換機本体とは独立に改良され，寿命も短くてよい．　付帯系制御プロセッサ

には市販のマイクロプロセッサでも十分であり，主制御用の高性能なカスタムプ

ロセッサは経済性を除けば，当然適用条件を満足する．
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図4.29　交換機周辺のプロセッサ利用
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（2）付帯系におけるカスタムプロセッサのコスト

　プロセッサチップのコスト要因は開発費等の生産性によらない固定コストと各

々の生産に要するランニングコスト分があり，一次近似としては以下のように表

わせる．

　　カスタムブロセッサコスト＝　ランニングコスト　十　開発コスト／導入数

　　汎用プロセッサコスト　　＝　ランニングコスト

汎用プロセッサは生産量が十分に大きいため，各プロセッサで分担する開発等の

固定コストは無視でき，製造等に要するランニングコストのみとなる．　従って，

カスタムプロセッサは導入数が少ないと高コストになる．

　ここで，交換機のすべてにカスタムプロセッサを導入する場合のプロセッサ総

コストをya，付帯領域に市販汎用プロセッサを導入する場合のプロセッサ総コス

トをylとすると，両者はそれぞれ以下のようになる．

　ye　= n≪(ka + ki)*(h0/n/(k0 + kj) + zg)

　Yl　°n≪k0*(h0/n/ka十ｚa）十n*ki*zi

　ya － yi　= n*ki*Z0　- n≪ki*zi

　　　　　　°n≪ki *(Z0　－ ｚl）

ただし，

ha : カスタムプロセッサの固定コスト，

za : カスタムプロセッサのランニングコスト

Zl : 汎用マイクロプロセッサのランニングコスト

k6 : 各交換機に利用される主プロセッサ台数

ki : 各交換機に利用される付帯制御プロセッサ台数

ｎ＝交換機の総導入数　　　　　’

(4

(4

(4

13）

14）

15）

　両者のコスト差の要因は(4.14)からランニングコストのみであることがわかる．

カスタムプロセッサにおいても，通常商用導入が進んだ段階では部品技術は十分

成熟していると考えられ，この差は大きくはない．　さらに，同一の交換機に異

種プロセッサアーキテクチヤ，さらにソフトウェアの系列を持ち込むことは望ま

しくない．　経済性において差が無ければ，主制御用として効率の良いカスタム

ＶＬＳＩプロセッサを開発し，これを付帯制御プロセッサにも適用し，ソフトウ
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エア環境を‘統一することが望まれる．

5. 1.4　32ビットカスタムＶＬＳＩプロセッサの開発目的C66] [70] (71)

　上記の議論からは，依然として交換機関連にはカスタムプロセッサの開発が有

効であり，交換機に関連した幅広いプロセッサ適用用途に共通に利用できるカス

タムプロセッサを実現することが望まれる．　このため，最新部品技術を活用し，

新たにディジタル交換機制御用のＶＬＳＩプロセッサを開発する．　その目的は

以下の通りである．

（１）大規模ＬＳＩ技術の活用

　既に述べたように，交換用プロセッサには命令実行機能に加えて，高信頼化や

実時間制御のための各種付加回路が存在する．　カスタムＶＬＳＩプロセッサで

は，これらの付加回路を極力ＶＬＳＩチップ中に取り込み，プロセッサの小型化

や経済化やコストパフォーマンスの向上を果たす．

(２)ＣＭＯＳ技術の活用

　ディジタル交換機は電子部品のみで実現可能であり，摩耗のある電磁部品を皆

無にできる可能性がある．　交換機から摩耗部品を排除することは，保守を簡単

化して交換機を経済化でき，有効な考え方である．　プロセッサにおける摩耗部

品は冷却用のファンであり，ファンを排除して自然空冷を採用することは大きな

方針となりうる．　プロセッサの発熱量を極力削減することが求められる．　Ｃ

ＭＯＳ部品技術は低消費電力，高集積の特徴があり，ＣＭＯＳ技術を用いてカス

タムＶＬＳＩプロセッサを実現することが有効となる．

　なお，ＣＭＯＳ技術では既存のＥＣＬ素子を用いた交換機制御用プロセッサよ

り処理能力は低下する．　しかし高集積部品の利用による単体プロセッサの大幅

な経済化を達成し，単体プロセッサの処理能力の不足にはマルチプロセッサ化に

より処理能力拡大を図ることが大きな目的である．
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(3) 3 2ビットアーキテクチヤの実現

　交換機には今後のISDNサービスの実現に向けて，ソフトウェアのさらなる

大規模化が予想される．　ソフトウェアの大規模化に対し，アドレス空間が狭小

では大きな足かせとなる．　ソフトウェアの簡明化に向けてアドレス空間の拡張

や，さらにアドレス空間拡張による処理能力拡大が有効となる．　この観点から

アドレス空間を拡張した３２ビットＶＬＳＩプロセッサが有効である．

５．２　VLSIプロセッサ実現に向けた課題と設計方針

　現在では汎用マイクロプロセッサは商用チップとして多種存在し，標準化論争

が必要なほど大衆化した技術である．　ただし，ここで述べるカスタムVLSI

プロセッサの開発はようやく８ビット汎用マイクロプロセッサが普及を始めた時

期に始まったものである．　マイクロプロセッサ技術はまだ未成熟で，３２ビッ

トマイクロプロセッサは研究として進めなければならなかった．　３２ビットＶ

ＬＳＩプロセッサを実現していくにあたり，想定した大きな問題と解決の方向付

けを以下に示す．

(1)高精度な大規模回路の実現

　カスタムＶＬＳＩプロセッサの回路規模は，既にＳＳＩやＭＳＩや，一部にＬ

ＳＩ を用いた既存のプロセッサ開発で経験している．　しかも　このような大規模

回路を実現したとき，ハードウェアとして実現した段階では，論理バグの残存は

避けられないのが常識的な認識である．　従来のＳＳＩやＭＳＩを主流部品とし

ている装置では，ハードウェア化しても論理バグはプリント配線板の布線の張り

替え等で修正可能であったし，このため望ましくはないが，ある程度バグの存在

に対する覚悟は出来ていた．

　ＶＬＳＩ装置の設計と従来装置の設計の違いは，実現すべき回路の精度にある

と考えなければならない．　ＶＬＳＩ装置においては論理バグの修正はチップ内

回路の修正を必要とし，チップの再製造のため数カ月の修正期間を要するという

問題がある．　ＶＬＳＩ装置においてはバグの存在を前提に設計を行なうことは

出来ない．

　ＶＬＳＩプロセッサでは回路の高精度化が必要であることから，実現すべき回
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路をモジュール化するとともに，それぞれの機能の単純化を図ることを方針とす

る．　この観点から必要な機能を以下の３種のチップに分けて実現する．

プロセッサ核チップ（ＣＣＡチッブ）

　交換用に適した命令を含む命令実行機能等のプロセッサ基本機能を具備する．

このチップは主制御プロセッサと付帯系プロセッサに共用する．

主プロセッサ周辺チップ（ＣＣＢチップ）

　主制御プロセッサをコンパクトに実現するため，高信頼化，実時間制御等の主

制御プロセッサに必要な付加機能群をオンチップ化する．

ＤＣＨチップ（ＤＣＨ）

　交換機制御用にもファイルやプロセッサ間通信や共通線信号転送制御や入出力

装置など周辺装置が必要である．　プロセッサと　これらの周辺装置との間の情報

転送制御を司るデータチャネルは回路規模が大きく，導入数もプロセッサより多

い．　このため，データチャネルの機能をＶＬＳＩで実現する．

(2)集積能力の制限

　VLSIには，微細加工精度やチップサイズから生じる集積能力の制限がある．

チップに何を載せ，チップの搭載能力をどのように有効に利用するかは大きな課

題である．　ただし，今回のＶＬＳＩではモジュール化して上記の３種のチップ

に分離して実現したため，部品の集積能力には，むしろ余裕があり，特別な対策

は不要であった．

(3)回路バグ修正困難性に対する対策

(i)プロセッサの残存バグの特徴

　２４時間サービスを行い，高信頼性が要求される交換機にとって，残存バグヘ

の対策を考慮しておくことは必要である．　設計，デバッグにはバグの除去に十

分留意しても大規模回路を実現する人間作業にバグが皆無という保証はない．

　ただし，長期の電子交換機の運用経験からは，運用中のシステムでプロセッサ

のバグが見つかることはない．　交換機におけるプロセッサは，システムの運用

開始前に呼処理プログラムによる　いわぱ過酷な試験を行なっており，運用開始後

プロセッサのバグが直接問題を起こすことはない．　他のシステム開発に関連し
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て，新しいシステムやソフトウェアを実現し，新しい条件を生じたときにバグが

顕在化する．

(ii)プロセッサのバグ処置に対する考え方

　今までの経験では，プロセッサのバグが直接運用システムに影響を与えること

はなかったが，バグの残存の可能性がある以上，バグ対策は十分考えておかなけ

ればならない．　プロセッサのバグ対策は以下の２フェーズに分けられる．　そ

の第１フェーズとは，運用中にバグが顕在化した瞬間の対策である．　バグが顕

在化しても，それが原因となって直接システム停止に至らないようにするもので

ある．　第２のフェーズはシステムからバグ自身を除くものである．

　第１フェーズについては，初期設定で対処が可能と考えられる．　運用開始か

らバグが顕在化するまで，長期間バグが潜在化しており，バグの顕在化にはなん

らかの低頻度の要因が作用しているものと考えられる．　システム初期設定を行

なえば低頻度のバグ顕在化の要因は除かれ，その要因は一時的にしても除かれる．

　一方，一時的にバグの影響を除けたとしても，第２フェーズの対策としてのバ

グの除去は速やかに行なわなければならない．　もし，運用中のシステムにバグ

が影響を与えることがあったとしたら，バグ要因を除かないかぎり間欠的にバグ

が顕在化し，その度に初期設定が行なわれることになる．　このため，たとえ最

終的にＶＬＳＩを修正するとしても，Ｖ Ｌ ＳＩ の中をさわらず，バグを除きうる

ことが必要である．

(iii)　VLSIプロセッサのバグ対策

　このため，既存プロセッサの開発時のデータからバグの種類を分析し，バグ対

策として.VLSIの中を修正しなくても仮処置ができる対処法を検討し，以下

の結論を得た．　なお，この詳細は, 5.4.2デバッグ手順の項で詳述する.

(ａ)従来のプロセッサ開発の手順により回路設計，デバッグを行なえばほぼ満足の

　いく論理回路の精度が得られる.

(b)実現予定の３種類のVLSIチップでプロセッサを実現すれば，たとえバグが

　残存していてもかなりのバグがVLSIの外で対処出来る.

(ｃ)仕様に影響するバグについても，マイクロプログラム制御メモリをVLSIの

-116-

￥
１

″
ｆ

●

争

！
　
一



４
　
４

￥

卜

Ｓ

外におけばマイクロプログラムの修正で対処ができる．

(4)入出力信号数の制限

　チップの入出力ピンは駆動電力の大きいインタフェースとなり，チップサイズ

やチップ消費電力の大きな部分を占める．　このため.LSIを実現する上では

極力入出力ピン数が少ないことが望まれる．　想定するＣＭＯＳ技術ではV L S

Ｉチップの入出力信号数は２００以下と制限を受けている．

　一方，交換機制御プロセッサには，この要求条件に反して多数の外部制御イン

タフェースがある．　通話路制御用や入出力装置等の外部装置制御用インタフェ

ースがある．　また，実時間で制御する上で，極力多量の情報を一度に伝達でき

るようにするために各インタフェースの語幅は大きい．　外部装置インタフェー

スをそのまま収容するので'はピン数制限を超過する．　また，１回当りの制御信

号に対する保留時間も数μ秒と一般命令の１μ秒程度の命令実行時間に比較して

長く.VLSIの観点からは従来の外部インタフェースは効率が悪い．

　このため, VLSI向きの新しいインタフェースを規定する．　これにはV L

ＳＩによる装置の高密度実装と信号伝搬遅延の減少化のインパクトを利用するこ

とが必要である．　以下のように極力，信号の集約化を図るとともに情報転送の

効率化をはかっている.

(i)共通母線(バス)化　まず，主記憶，通話路制御，ファイル等との情報転送を

共通母線(バス)構成に統一する．　これにより，インタフェース線数は１／３

に削減できる．　しかし，単純にバス形式にまとめるだけでは，従来並列にアク

セスできた外部制御処理が直列アクセスとなり，性能低下を招く．

(ii)制御送信と応答受信の独立化　外部装置制御では制御オーダの送信とそれに

対する応答の受信が対となっているが，保留時間が長いため制御オーダ送信と応

答受信を分離してバスを利用する．　このようにすると，従来インタフェースを

保留し続けたものが送受に独立化でき，他の信号がこの間に割り込め，転送効率

が向上する．　この方式を実現するには，どの装置に応答を返送すべきかを識別

可能とする必要がある．　制御指令と同時に発信元と送信先を相手に知らせなけ

ればならない．　すなわち，指令送信側は制御オーダとともに送信元識別記号も

送らなければならない．
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【対メモリ以外の装置】
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図4.30　プロセッサバス　プロトコル

－118-

・
Ｓ

￥
　
加

０

Ｉ
　
￥

｝
Ｗ



り
　
・

・
　
蛎

ｉ
・

　規定したプロセッサバスプロトコルを図4.30に示す．入出力装置アクセスやプ

ロセッサ間通信にはすべての情報転送に対し，送信元と送信先を付与する．　ま

た，送信元や受信先がプロセッサであっても同じ手段を利用する．　マルチプロ

セッサでは各プロセッサが送信元，送信先になりうる．　これにより各プロセッ

サはプラグイン化が可能となり，ビルディングブロック形によるマルチプロセッ

サが容易に実現できる．　なお，メモリアクセスは保留時間が短く，送信と受信

とを分離する必要はないこと，またアドレス空間を極力拡張する意味から送信元

アドレスは省略してアドレスビットに利用する.･

(5)チップ出入りの信号遅延

　ＶＬＳＩ設計ではチップ内で閉じる論理遅延に比較し，チップ内外に出入りす

る信号は大幅に遅延する．　この対策としては，個々の設計でクリティカルパス

を含む回路は同一チップヘ一括搭載するよう考慮している．

５．３　VLSIプロセッサの仕様の概要(73 >

　VLSIプロセッサの仕様には，基本的には既存Ｄ１０プロセッサとの互換性

を維持しつつ，上位拡張を図る．実現する仕様一覧を表4.2に示す．

　特徴的な拡張機能は以下の通りである.

(ａ)メモリアドレスは今後のソフトウェアの拡大傾向を考慮し，２７ビットに拡張

　する.

(b)交換処理用国際標準言語ＣＨＩＬＬの並列記述機能を効率的にサポートするた

　めスタック機能を具備する.

(ｃ)既述のプロセッサバス仕様に基づき，マルチプロセッサがプラグイッで実現可

　能とする．

５．４　ＶＬＳＩプロセッサの設計手法‘74)

　VLSIプロセッサの設計工程は，仕様から論理回路の作成に至る設計工程と

作成した回路の正常性を検証するデバッグエ程からなる．　本ＶＬＳＩプロセッ

サは，カスタムプロセッサとしての開発であり，この特徴を活かすこと，また，

VLSI内部の回路修正が困難な点を考慮して進めなければならない．　V L S
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Ｉプロセッサの設計に関する総合的な流れ図を図4.31に示す．

5.4. 1　論理設計手法

　ＶＬＳＩプロセッサの設計は方式側と部品側の連携によりなされる．　V L S

Ｉプロセッサのほとんどの回路がＶＬＳＩチップの中で実現され，また部品技術

が未確立の段階から設計を始め，プロセッサチップの完成と部品技術の確立がほ

ぽ同じとなる設定で進める．　各種論理回路の設計条件はＬＳＩの部分試作で確

認した値を用いる．　方式側は仕様から論理回路までを実現し，部品側は論理回

路をチップ上の実回路として実現してＬＳＩ化する．

　論理回路の記述は，従来のＳＳＩやＭＳＩ相当の論理セルを用いて記述する．

また，本ＶＬＳＩプロセッサはカスタムプロセッサである特徴を活かして設計を

進める．　すなわち応用システムに適合させたＶＬＳＩ回路を実現する．　V L

ＳＩチップ内部回路はＶＬＳＩプロセッサ装置の中核であるが，あくまで一部分

の回路と位置づけて設計している．　設計した論理回路はＴＴＬ－ＩＣ等の汎用

部品を用いたハードウェアシミュレータの製造にも利用する．　VLSIが完成

すればハードウェアシミュレータの中の対応部分がそのままＶＬＳＩに置き代わ

り，ただちにＶＬＳＩが装置やシステムレベルで試験可能となる．

　以上のように，システムの中の一部としてＶＬＳＩチップを扱うこと, V L S

Ｉ上の回路もSSI, MSI相当の論理回路記法を用いて設計することから論理

設計手法は従来の論理装置設計と大きく変わるものではない．　部品が予め規定

した条件通りに動作する保証があれば，方式側からＶＬＳＩを見たとき, V L S

Ｉチップは回路を描くカンバスが異なっただけである．

5.4.2　デバッグ手法172】

　論理設計の段階における方式側の作業は，既存方式とは大きくはかわらなかっ

た．　しかし極めて高精度の論理回路が要求されることから　デバッグ段階では

既存システムの条件と大きく異なると考えなければならない．　従来の開発手順

では回路の修正は，い･わぱ運用開始直前まで可能であった．　しかし, V L S I

ではクリーンファイルを部品側に渡す時点，すなわちまだハードウェアが無い時

点で紙の上で回路の完全凍結を行なわなければならない．　実システムで回路の
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図4.31　交換用V L S Ｉ処理装置の設計手順
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正常性を確認する以前に，システムにも相当する大規模な回路を凍結しなければ

ならない.

(1)交換用カスタムＶＬＳＩプロセッサ向きデバッグ手法の確立法

　高精度の論理回路を実現するため, V L S Iプロセッサ向きの新しいデバッグ

手法を開発しなければならない．　しかし，無から有は生まれず，まず既存のプ

ロセッサ開発の経験を復習して，その後，各種条件をＶＬＳＩ開発に置き換え，

カスタムＶＬＳＩプロセッサ向きの新しいデバッグ手法を確立することとする．

(2)既存装置によるデバッグ状況分析

(i)試験対象装置の概要

　既存プロセッサでのデバッグ経過を元にＶＬＳＩプロセッサ向きの有効なデバ

ッグ手法を検討する．　既存のプロセッサは１６ｋゲートの論理回路と約３０ｋ

ビットのマイクロプログラム制御メモリからなり，実現しようとするＶＬＳＩプ

ロセッサとほぽ同規模のプロセッサである．　このプロセッサを交換機制御用に

用いる場合には図4.32のような構成をとる．　システム高信頼化を図るために交

換機制御用には，二重化構成を前提とする．

注）１

　（１）中央制御装置

　（２）二重化交差回路

　（３）制御メモリ

　（４）主記憶装置

　（５）入出力装置

図4.32　バグ検証装置構成
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(ii)デバッグ経過

　交換機制御系のデバッグは，各装置単体だけでなく複数装置を組合せてデバッ

グを行なうことが必要である．　複雑な装置間の干渉を含むあらゆる事象に対し

てデバッグを行なわなければならない．　高信頼化二重化システムでは，一方に

故障が生じた場合，他の系が正常である限り，この故障が他の系に影響を与えな

いことをあらゆる条件で確認する必要がある．　一方を強制的に故障状態にし，

他方の系で装置問の複合試験を行なう．

　上記の試験対象装置における試験工程とバグ検出状況を図4.33に示す．　各工

程では，以下の特徴を有するデバッグを行なう．

監上土主立

　技術者自身が共同で他人の回路をトレースするものである．　ＣＡＤ技術が未

熟な時期には，机上デバッグの精度が後の工程に大きく影響するほど効果は大き

く，この工程に多くの工数を費やした．　現在は図的入力と直結した計算機によ

る論理シミュレーションが可能であり，この工程の意味は初心者の教育効果を期

待する程度であろう．

バ
グ
累
積
相
対
値

ニー

戸
「

～
　
Ｓ
‐

Ｉ
　
瘤

０

○

Ｑ

Ｇ

○

　　　　　　　　　　　　　　　　　ｅ　｀゛

　　　　　　　　　　　　○　○

　　　　　　　　　　Ｏ

Ｏ　　Ｇ　Ｑ　ｅ　°

　　　　　　(１)机上デバッグ

　　　　　　(2)計算機シュミレーション

　　　　　　(3)単体装置試験

　　　　　　(4)試験プログラムによる単体試験

　　　　　　(5)装置複合試験

　　　　　　(6)品質確認試験

　　　　　　(7)連用

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ（5〉_χ

図4.33　デバッグ過程とバグ検出状況
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計算機シミュレーション

机上デバッグにより　おおよその論理検証がすむと，論理ファイルの記述通りに計

算機上で回路をトレースさせる．　ただし，回路の膨大さから複雑な動作の検証

は困難であり，プロセッサの場合は各命令を実行させる程度である．　各種の条

件の組合せを大規模に行なうことは不可能である．

互生蓋旦皿

　論理ファイルに従ってハードウェアが実現されると計算機シミュレーションと

同程度の項目の試験を行なう．　本来，この工程はハードウェアの製造に伴うミ

スを検証するものであり，論理シミュレーションが完了しておればただちに次の

工程に移れる．　･高速論理シミュレーションが可能なら，この工程での論理バグ

の検出量は少なく工程も短くなる．

試験プログラムによる単体試験

　予めプロセッサの仕様に従った条件設定を行なったプログラムを作成しておき，

このプログラムを動作させて正常性を確認する．　プログラムの走行により幅広

い機能の確認が可能であるが，試験項目は人間の考える範囲であり，条件の組合

せには限界がある．

装置複合試験

　試験プログラムによる装置間の結合機構やソフトウェアとハードウェアの組合

せにより生じる複雑な条件を試験する．　通常，限られた試験項目を消化するハ

－ドウェアの試験だけでは，プロセッサのような論理深度のある装置のデバッグ

は十分には行えない．　実際に運用するソフトウェアを用いた複合試験で，設計

者が想定し得ない複雑な組合せ現象を生じさせて，デバッグを行なうことが必要

である．　工程(4)の試験プログラムによる単体試験では一見バグが収束したよう

に見えるが，この工程(5)によるソフトウェアとの複合試験の併用で，新たにバグ

が生じてくる状況が図4.33から読み取れる．

屈玉壁互皿

　最終工程(6)では，実際の呼処理プログラムを用い，迎用状態と同じ状況でシス

テム全体にわたるバグが顕在化するかどうかを検証する．　バグが顕在化せず，

安定状態がどれだけ長期間確保出来るかにより，迎用に入れるかどうかを判断す

る．
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(iii)残存バグの状況

　図4.33の例では，運用開始後にも，バグが顕在化するように読み取れる．　し

かし，実はこのバグは運用システム自身で検出されたものでなく，同一プロセッ

サを用いた他のシステム開発中にバグが検出したものである．　他のシステムで

新しい条件を構成したときバグは顕在化する．

(iV)デバッグ手法の評価

　以上の経過から，適用対象システムと同等のソフトウェアを用いた複合試験で

確認してからVLSI回路を凍結することが重要であることが解る．　幸い，カ

スタムＶＬＳＩプロセッサは既存のプロセッサと仕様継承の範囲が大きく，ハー

ドウェアシミュレータにおいては，既に開発済みの呼処理プログラムが実時間で

動作可能である．　従って，既開発の呼処理プログラムを用いた複合試験や品質

確認試験を行なうことが重要である．　ソフトウェアの絡む大規模なシステムで

はハードウェアシミュレータの位置づけが大きいことが解る．

(3)残存バグの解析

　この分析では，運用に入ってから，すなわち図4.33(7)工程でそれまでのバグ

累計に対して約３％の残存バグが検出された．　このバグは運用システム自身に

は影響は無かったが，ここでは，もし上記の検証対象装置がＶＬＳＩで実現され

ていたら，このバグをVLSIを作り替えなくても修正できるかどうかを分析す

る．　なお，既存装置はSSI, MSI,一部ＬＳＩで実現しているため，これ

らのバグに対しては布線変更などの理想的な修正を行なっている．　VLSIの

条件を以下のように設定した．

(a) 1 6 kゲートの論理部を１チップのＶＬＳＩで実現する.

(b)マイクロプログラム制御メモリはチップの外にあり，１マイクロ命令実行ごと

　にマイクロ命令を外から供給する．

(ｃ)ＶＬＳＩはＣＣＡ，ＣＣＢ，ＤＣＨの３種のチップで実現されているとする．

　上記の例ではＶ Ｌ ＳＩ化後（すなわち運用開始後）に約３％のバグが顕在化す

るが，以下の４案の処置法でVLSIの内部を修正しないで対処できることが判
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明した．　これらの対処法に対応するバグの

比率を図4.34に示す.

(ａ)マイクロプログラム制御メモリをVLSI

　　チップの外に置くことにより，約３０％の

　　バグ，しかも論理仕様にからむ重要なバグ

　　がマイクロプログラム｀の修正で処置可能で

　　ある.

(b)装置間インタフェース'にからむようなバグ

　　はチップの外の付加回路で処置可能となる．　　図4.34　バグ処置法と

(ｃ)クロック幅を延ばし，ある程度時間緩和を　　　　　　　　その比率

　　図ることにより仮処置ができる.　　　　　　(ａ)ﾀﾄ付マイクロプログラムの修正

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　<b) V L S I外付加回路修正
(d)保守命令に関係したバグは　サービスに影　　　(ｏ)時間緩和

　　響を与えないため，ハードウェアの変更よ　(d)保守命令間違(仕様変更)

　　リ，むしろ装置の試験診断プログラムの変

　　更で対処する．

　筆者等はマイクロプロセッサの開発の経験を持たなかったが，この解析により

従来の論理設計の手法を用いれば，たとえ，交換機のような厳しい条件のシステ

ムに適用するカスタムＶＬＳＩプロセッサも実現可能の自信を得た．　この観点

からも実時間で論理検証ができるハードウェアシミュレータは大規模システムの

開発には必須と言える．

(4)採用したデバッグ手法

　設計した論理回路は２種のシミュレータを用いて回路検証を行なっている．

論理回路をファイルのまま計算機で動作させる計'算機シミュレータによるデバッ

グと，論理回路を標準ＴＴＬ素子を用いて実際にハードウェアとして実現したハ

ードウェアシミュレータによるデバッグである．

　両者それぞれに得失があるが，計算機シミュレータの利点は試験条件の設定が

容易なこと，データの修正だけでバグ修正ができること，またバグの要囚が識別

しやすいことにある．　さらに，デバッグしている論理ファイル自身で論理回路

が一元的に管理ができ，デバッグ後の修正の経過がそのまま実回路にフイードバ
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ツクされていく点にある．　一方，その弱点は実行時間が遅い点にある．　試験

規模，回路規模の増大に対し，大幅にシミュレーション時間が増大する．

ハードウェアシミュレータの利点はシミュレーションの高速性にある．　その

弱点はバグがあることが分かってもバグの探索には，素子動作を実際に順に追跡

していくことが必要であり，バグの修正もハードウェアを実際に修正するための

時間を要する．　試験項目ごとのＴ ＡＴ（Tｕｒn Around Time）が比較的長いこと

が問題となる．　また正確なタイミングシミュレーションが出来ない問題もある．

さらに, VLSI化での大きな問題はハードウェアシミュレータと論理ファイル

原本との不一致の可能性にある．　ハードウェアを実際に修正して論理確認を行

なっても，論理ファイルの原本の修正は別途独立に作業することによる問題であ

る．　ＶＬＳＩ化すべき本物の回路にバグが残る危険がある．

　計算機シミュレーションはデバッグ初期の比較的バグが多いとき，ハードウェ

アシミュレータはデバッグ後半でバグが収束し，大量にシミュレーションを行な

う必要があるときと使い分けることが必要である．　なお，ハードウェアシミュ

レータの応用例として交換機の実環境での論理デバッグヘの利用が重要であるが，

これについては既に述べた．

５．５　ＶＬＳＩチップの実現結果【66 1[Te】(73>

　設計，デバッグを完了した論理ファイル，すなわちクリーンファイルは，部品

側でパターン設計等の工程を経て.LSI上の実際の回路として実現される．

さらに, LSI製造工程を経てカスタムＶＬＳＩチップが完成する．　実現した

チップの主要諸元を表4.3に各ＶＬＳＩの機能ブロックを　図4.35に示す．

5.6　マルチブロセッサヘの応用と評価‘71'

　システムに実際に応用するプロセッサの実装形態を処理装置と呼ぶ．　実現し

たVLSIチップを用いて，各種の処理装置を実現している．　交換機制御用主

制御処理装置および付帯系制御処理装置におけるＶＬＳＩチップの応用の概念図

と実現イメージを　それぞれ図4.36と図4.37に示す．　また，実現したプロセッサ

の仕様を表4.4に示す．

　実現した性能は，交換処理の命令分布で平均命令実行時間が約１．５μ秒となっ
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（ａ）交換用VLSI処理装置のブロック構成
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（b）交換用ＶＬＳＩ処理装置の実装概念図

図4.36　VLSI処理装置の概要(70),(72)
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表４．４　処理装置の諸元（デュフ’レックス構成時の片系）（72）

諸　　　　　　　　元 内　　　　　　　容

パヽソケージ枚数 28枚（電源を除く）

大きさ(H)×(W)×(D) 220×550×330inm

消費電力（平均値） 約200W

通話路バス

制御回路

(SPBC)

通話路（ＳＰ）

インタフェース

D70SP

インタフェース

増設単位 ２方略

最大接続方路数 ５方路

データ

チャネル部

(DCH)

１０インタフェース

最大転送速度 0.95Mバイト／秒

１０インタフェース DEX 10インタフェース

増設単位 １台

覗大実装台数 ４台

主メモリ部

　(MM)

語構成
32ピット　＋８ピット

　（情報ピット）

＋（チェックビット）

増設単位 256kM / IM*1

最大実装台数 1M苗/4M苗字1

クロツクサイクル 220ns

平均命令実行時間 １．５μＳ

＊1　64Kピット素子/256Kピット素子を使用したとき
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表４．３　VLSIチップ諸元

　　　チップ

項目
CCA C C B D C H

ゲート数 12 k ９ｋ 14 k

トランジスタ数 58 k 46 k 73 k

端子数 185 165 207

消費電力(MAX)* 600　mU 200　mW 300　mW

チップ面積

(mmxmm)
９．７×９．７ ９．４×９．８ 12 × 12

＊クロック5HZ時の最大値を示す。

ている．　利用するメモリにより性能は変わるが，既存のＥＣＬ素子を用いた高

速プロセッサは平均命令実行時間が０．６μ秒であり，能力低下･は著しい．　た

だし.VLSIプロセッサの狙いは，もともとコストパフォーマンスの向上にあ

リ，マルチプロセッサにより処理能力向上を図ることから能力低下は問題でない．

　このＶＬＳＩ処理装置を用いて構成したマルチプロセッサの例を図4.38に示す．

この接続構成に従い，ケーブルコネクタの裏面への挿入によリプロセッサ間の結

合が可能であり，図4.36のＶＬＳＩ処理装置をプラグイン形式でマルチプロセッ

サに組立てる．　規模や機能拡張に合わせた処理装置の追加も同様にプラグイン

で実現され，ビルディングブロック構成を実現している．　実現したカスタムＶ

ＬＳＩプロセッサによるマルチプロセッサの主な評価を以下に示す．

(1)性能の評価【711

　マルチプロセッサの性能に関するハードウェアの条件の規定は容易であるが，

ツフトウェアの条件は局種や局による呼種の分布やサービスの実現レベルによっ

て　さまざまに振れる．　電話交換のモデル条件による評価の一例を図4.39に示す．

単純な電話交換呼では, 750kBHCA (Busy Hour Call Attempt)に達する．

134-

≒
―

●

４
　
４

１

●

●

●



1
１
３
５
-

●

公

RCS

●　－ ●

ＰＣＭ回線

メタリック回線

信号リンク

ｌｉ

●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●I●●●●●●●●● ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●l　　　　　　　　　〃゜●卿●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

　　　　　　　　　　LN P　　　　　　　　　　　　　　　　　　T S P　　　　　　　C S P

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　MM　　　　　　c c

C H

　　　　　　　　　　　　　　　　７　　

I P C　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぐ＝ｺ〉　　　　　　C P　　　　ふ

i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　:　　　l　　　　　　　　　　　　i

●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
ｉ　　　　

CN P　　----･　CN P　　　　　　　　　　　CM　　　　　　C H　　　　　　　:　　　　　　　　i　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　:

;

………………………………………………………………………………………………

j　　　　　　l.............................................................:

（i）　マルチプロセッサ制御方式

　　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＤＮＷ：時分割通話路装置

　　　　　　　　　　　　　　　　　L C　　　：集線装置

　　　　　　　　　　　　　　　　　L S E　　：加入者線信号装置

　　　　　　　　　　　　　　　　　TS E　こ中縦線信号装置

　　　　　　　　　　　　　　　　　C S E　　：共通線信号装置

　　　　　　　　　　　　　　　　　TRK　　：トラック装置

　　　　　　　　　　　　　　　　　R C S　：遠隔制御交換装置

　　　　　図4.38　Ｄ７０ディジタル交換機の構成

RN P

LN P

T S P

C S P

CN P

I P C

CM

　　　　(ii)シングルプロセッサ制御方式

：遠隔地通話路制御プロセッサ

：加入者線制御プロセッサ

＝中縦繰信号制御プロセッサ

：共通線信号制御プロセッサ

：呼制御プロセッサ

：プロセッサ屈通信制御装置　　　　　　　　　　　　　　　･．

：共通メモリ
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図4.40　VLSI化　比率
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既存の１６ピットプロセッサで実現した実験機に対して，約４倍の性能向上と推

定される．

（２）ＶＬＳＩ利用の考察

　ＶＬＳＩが装置にどの程度貢献しているかを評価する．　主制御ＶＬＳＩ処理

装置におけるＶＬＳＩ比率をもとめたものを図4.40に示す．　回路規模（ゲート

数）では９０％近くがＶＬＳＩ素子に含まれており，その比率はきわめて高い．

一方，部品点数では，高集積部品の占有率は５％に過ぎない．　交換機では外部

装置制御，高信頼化のための交差など対外装置との接続インタフェースが多く，

しかもこの部分はケーブル駆動するため比較的大電力を消費する素子の利用が必

要であリ，高集積化出来ないという問題が残った．

　しかし，約９０％の回路規模を高集積化できた効果は大きい．　ＶＬＳＩの最

も大きな特徴である体積減少効果を中心に，従来の処理装置からの改良効果を総

合的に評価したものを図4.41に示す.

・体積削減効果

　既存の１００ゲートクラスのＬＳＩを用いた交換用主制御プロセッサの二重化

構成に対し，単位プロセッサでは約１／５へ体積が削減されている.

・コストパフォーマンス向上

　体積削減は部品点数の削減を反映して，コスト指標としても有効と考えられる，

この体積削減効果を　そのままコスト削減率と見なすとコストパフォーマンスは駒

2.5倍向上したことになる.

・高信頼化

　高集積化による部品点数の削減により，信頼度は１００倍のオーダで向上して

いる．

(3) ONE-MACHINE概念の達成

　システムの具体化に当たっては, ONE-MACHINE概念を設計概念とした．　ここ

で，　ONE-MACHINE概念の達成度をハードウェアおよびソフトウェアについて評価

する．
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（名称）

（開発年次）

（技術の

　.ポイント）

（主要部品

　　技術）

（メモリ容量の

　　　　拡大）

Ｄ１０

中央処理装置

　（昭４５）

ス

Ｄ１０　高速

　中央処理装置

　　（昭５２）

づ

VLSI

　　処理装置

　（昭５８）

・高信頼、高性能

　実用交換用処理

　装置技術の確立
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・効率化

（高速素子能力を性能
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・マイクロプログラム

　多重制御方式の確立

・３２ピツトプロセツサ

　核榴能のオンチツプ化

・交換制御用マルチ
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・SSI(CSL〉

・磁気コア
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４梁

１２架

0.26 １ ０．４ １－５

０．８ １ 10

（小型・経済
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　　　一相対値-
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図4.41　交換用処理装置の歴史的進展経過
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・ハードウェアのONE-MACHINE概念達成度

　ハードウェアの印刷配線板の品種数から，シングルプロセッサとマルチプロセ

ッサの構成品の共用の度合を評価したものを図4.42に示す．　シングルプロセッ

サ用部品はほぽマルチプロセッサと共用可能であり, ONE-MACHINE概念の達成が

うかがえる．　ただし，小規模ではマルチプロセッサ用の付加回路が多い点が問

題とされるべきであろう．　なお，この付加回路の主体はケーブル接続用の単純

な機能がほとんどである．　マルチプロセッサの大処理能力は複数プロセッサの

結合により実現されるが，この大処理能力を実現するための複数プロセッサ間の

結合機構が大きい．　しかも高信頼を図るために予備間の結合も必要になり，こ

の結合機構がさらに肥大化している．　また大規模では相対的にマルチプロセッ

サ用付加回路の比率が減少し，マルチプロセッサが大規模で有効なことを示して

いる．

・ソフトウェアのONE-MACHINE概念の達成度(58 >

　ソフトウェアについて，のシングル／マルチプロセッサ両構成の共用度を図4.

43に示す．全体の８０％はシングル／マルチプロセッサ両構成で共用可能として

いる．　特に交換機として変更や機能追加の大きい呼処理・保守運用プログラム

の大部分を両制御系で共用可能としている．　なお，この共用はソフトウェアの

管理単位での評価であり，詳細な部分での共用度は，実際にはさらに高い．　ソ

フトウェアの観点ではONE-MACHINE概念は十分達成できたと考えられる．

　ONE-MACHINE概念は，もともとソフトウェア系列の一元化を図るための考え方

であり，ソフトウェアのONE-MACHINE概念による効果がハードウェアのONE-MA

CHINE概念による効果を越えているのは当然の結果である．　そもそもマルチプ

ロセッサのハードウェア付加回路は，ソフトウェアのONE-MACHINE概念を実現す

るための支援機構である．

　とは言え，今後このようなマルチプロセッサのオーバヘッドを削減することは

必要である．　これらケーブル結合のための低集積部品を用いたハードウェア機

構は，現在の段階でのマルチプロセッサではやむ得ない本質的な問題であるが，

今後さらに高集積化が進行する．　より高集積向きの新しいマルチプロセッサを

追求していくことが必要である．
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シングルブロセッサ

図4.42　制御系ハードウェアにおける

　　　　シングル／マルチプロセッサ間の共通性

シングルプロセッサ

X 1　保守運用(工事・増設)

図4.43　シングル／マルチプロセッサ間のプログラム共用度
(60)
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　第３章で規定したマルチプロセッサ基本構成を具現化する段階での設計思想の

構築と，これを具体化する実現手法について述べた．　要点は以下の通りである.

(1)システム実現に当たっての設計理念の構築

　小規模用のシングルプロセッサ制御方式と大規模向きのマルチプロセッサ制御

方式による交換機を１系列化して実現する統一概念ONE-MACHINE概念を明らかに

した．　具体的には制御システムを階層的に分解し，各階層におけるインタフェ

ースをシングル／マルチプロセッサ両系間で統一し，各階層内での構成品をそれ

ぞれ共通化するものである．　同時にマルチプロセッサの構成要素をシックルプ

ロセッサと等価にすることにより，複雑化しやすいマルチプロセッサの単純化を

図るものである.

(2)改良Ｄ２０プロセッサを用いたマルチプロセッサ制御方式実験機

　既存のシングルプロセッサ用プロセッサを用いてONE-MACHINE概念を具体化す

る手法について示した．　シングル／マルチプロセッサ両方式間でソフトウェア

を極力共通化するプロセッサ間通信機構や共通メモリの具体的実現について述べ

た．　プロセッサ間通信機構にはハードウェアで自律的に負荷分散を行なう機構

を発案した．　また，実現結果について評価し，最大１６台のプロセッサを実装

して，プロセッサ１２台分に相当する処理能力を得ることを示した．

(３)ＶＬＳＩプロセッサによる改良

　カスタムプロセッサの有効性を示し，３２ビットカスタムVLSIプロセッサ

の実現上での課題，すなわちＶＬＳＩの入出力ピンネックや回路の高精度化につ

いて解決手法を示した．　このＶＬＳＩプロセッサにより，実験機の少なくとも

４倍の処理能力を実現している．　また，上記のONE-MACHINE概念の達成度を評

価し，ソフトウェアでは十分に目標を達成し，ハードウェアでは小規模でオーバ

ヘッドが多いものの大規模では共用比率が向上していることを示した．　また今

後，ＶＬＳＩ技術を方式に適用していく場合，装置間インタフェースを改良する

ことが重要であることを指摘している．

-141-



怯
″V章　ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ交朗朗用ﾏﾙﾁﾌﾟﾛｾｯｻの鶴Ｈ計[75 ]

１，鈴

　ハードウェアはいつかは故障し，巨大ソフトウェアには必ずバグが残存する．

このため２４時間無休止サービスを前提とする交換機には，故障やソフトウェア

のバグの顕在化などの擾乱を取り除いてサービスを継続し得る高信頼化機構を具

備しなければならない．　このような交換機の高信頼化機構は既に空間分割電子

交換機で確立している．　しかしマルチプロセッサ制御方式においては構成装置

数や装置種別の増大の問題がある．　さらに単一故障の複数プロセッサヘの波及

による故障状態の複雑化や複数プロセッサに故障が現われた時の故障処理の競合

などの　より困難な問題の解決を図らなければならない．

　またディジタル交換機では，「交換機の規模が増大するほど　より高信頼でな.け

ればならない」という新たな規模別信頼度規定を設けている．　ただし規模が大

きくなってハードウェア量が増大すると通常は信頼度が低下する．　ディジタル

交換機における信頼度規定は　この原則に反するものであり，この観点からは新た

な高信頼化手段の考案が必要である．　なお高信頼化の具体的実現に当たっても

高信頼機構は正常時には必要の無いものであり，厳しい経済化が求められる．

最小の機構で効率よく高信頼化を図らなければならない．

　本章は，前章までで示したマルチプロセッサ基本設計結果に高信頼化機構を付

与する考え方と，その設計について述べる．　なお高信頼化には構成面の検討と

回復処理に関する検討が必要であるが，本章は高信頼設計の導入部として，前者

の構成面からの議論を行なう．　後者の動的な故障への対処法，すなわち故障回

復法は次章で詳細化する．

　本章では，まずフェイルソフト思想に基づくマルチプロセッサ高信頼化の設計

思想を述べ，次にこの考えに従ってマルチプロセッサ基本構成に予備装置を付与

する．　さらに，予備を含む高信頼構成に対して，フェイルソフトの実現条件と

実現法を議論する．　最後に，結果として実現したマルチプロセッサの信頼性を

既存のシングルプロセッサ方式と比較評価する．
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2,ﾃﾞｨｼﾞﾀﾙ交Ｈの規模別冊龍定

2.1　従来の信頼性規定の考え方

　シングルプロセッサで制御された従来の電子交換機では，交換機に収容されて

いる各加入者は交換機の規模によらず等しく高信頼性を享受すべきの考え方から

各端子が一律に一定の信頼度という不稼働率規定を行なっていた．　図5.1におい

て，各端子には交換機の規模に係わらず，一定信頼度を与えている．　例えば，

初期の空間分割電子交換機では小規模から大規模まで全ての電子交換機に２０年

間に１時間の不稼働を許容し，この不稼働時間を電子交換機の各構成要素に振り

分けることが行なわれてきた．

　シングルプロセッサ方式では，構成要素がそのままシステムの共通要素であリ

構成要素の不稼働はそのままシステムの不稼働になる．　従って，この不稼働率

規定はシングルプロセッサ制御方式にふさわしい規定でもあった．　ただし，数

100加入の極小規模の交換機でも，数万の加入者を収容した大都市の大規模の交換

機でも不稼働率は同一ということから感覚的には矛盾をはらんでいた．

2.2　規模別信頼度規定‘76)

　ディジタル交換機においては新たに規模別信頼度規定が導入された．　大きな

交換機の不稼働は小さい交換機の不稼働よりも社会に与える影響が大きいという

考え方である．　大きな交換機は小

さい交換機よりも高信頼でなければ

ならないとされる．

　規模別信頼度の規定は具体的には

以下のように規定される．　Ｘアーラ

ンの交換を要する地域に処理量Ｘアー

ランの交換機を１台導入するときと

X/ｎアーランの交換機をｎ台導入する

ときでは信頼度が同等になるべきと

の考え方である．　信頼度同等とは

Ｘアーラン規模の故障発生時に与える

　　⇒

加入者から見た

信頼度規定

図5．1　交換機の信頼度規定
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損失の期待値(損失の大きさL(X)と不稼働率期待値f(X)の積)が両構成で等しい

とする．　これは以下の式を意味する．

従って

L（X）・f(X)　　　＝　･ｎ’｛　L（X/ｎ）・f(X/n)}

f(X)
-

f(X/n

一

一

この関係を満たすf(X)は

Ｌ(

-

Ｌ(Ｘ

f(X) aう　X/L(X)

n

－

X）

－

/ｎ

(5.1)

（５．１’）

(5.2)

と導出される．　すなわち，不稼働率が呼量当りの損失に逆比例するように設計

を行なえばよい．　なお，L（X）は次の２者の損失の和で求まる．

（ｉ）個々の加入者損失：　呼量Ｘに比例するものと考えられる.

(ii)電話が同時に不通となることにより与えられる迷惑度（これを社会的損失

と呼ばれる）：　不通となる加入者数（ａｓ ｘ）と円形を仮定した加入者収容域の

半径（ａこＸ９２）の積(OC X2'3)に比例するものと考えられる．

　これにより, Cj ,Cgを常数としてL（X）は

　　　　　L（χ）　＝　CIχ　十　C2　χ2゛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(5.3)

と求められる．　ここで既存交換機の設計条件との整合を考慮して比例常数を定

め，加入者線交換機には次式の不稼働率目標値を設定している．

　　　　f(X) =　3700／（7　＋　X92）　（分／20年）　　　　　　　(5.4)

　この不稼働率目標値をハードウェア故障によるシステムダウンおよび保守者の

誤操作やソフトウェアバグによるシステムダウンに配分し，交換機の設計指針と

している．
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3，交㎜帥用ﾏﾙﾁﾌﾟﾛｾｯｻの鶴頼化

3.1　フェイルソフトによる規模別信頼度規定への対応

　上記の交換機の規模別信頼度規定の考え方を制御系に実際に適応させることが

本章での課題である．　しかし幸いなことにマルチプロセッサ制御方式は規模別

信頼度規定の考え方に整合しやすい性質がある．　マルチプロセッサは複数プロ

セッサから構成されており，一部のプロセッサが故障しても全体に影響を与えな

いようにすれば，大規模全体では　より高信頼になる．

　このような「一部に故障が生じても全体を不稼働にしない」というマルチプロ

セッサの高信頼化の考え方はフェイルソフト概念として知られている．　たとえ，

最大限のサービスの実行が出来なくとも段階的にサービスを縮小する考え方であ

る．　規模別信頼度規定に従う交換制御用マルチプロセッサの高信頼化は，一般

概念として存在するフェイルソフト概念を交換機制御用マルチプロセッサに具体

化することにある．

3.2　交換処理プログラム配置とウェイルソフト概念

　交換機制御用マルチプロセッサでは複数のプロセッサに呼処理プログラムを配

置し，それら全体が相互に結合して，交換機制御機能が完成する．　制御主体は

プログラムにあり，このプログラムを故障時にどのように配置するかによって具

体的フェイルソフト手法が異なる．

　故障時のプログラムの配置には図5.2に示すように（1）故障後のプログラム配

置を故障状況に応じて配置替えを行なうプログラム再配置法と　（2）故障の前後で

プログラムの配置を変更しないプログラム固定配置法が考えられる．　両方式の

交換機への適応性を以下に評価する．

3.2. 1　プログラム再配置法

　故障の状況に応じて最適構成，最高の処理能力を発揮し得る可能性があるプロ

グラム再配置法はフェイルソフトの実現形態としてきわめて望ましい．　交換機

制御用マルチプロセッサにもプログラム再配置法によるフェイルソフトの実現が

望まれる．　しかし，再配置法の確立には任意のマルチプロセッサ構成における
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方式 備考

再

配

置

法

(1)フェイルソフト有効性

Ｏ故障時も最大限のサービスを提供でき

　る可能性がある．

Ｘただし動的最適化は極めて困難である

(2)適用対象親和性と実現性

Ｏ適用対象は単純なマルチプロセッサ

Ｘﾌﾟログラム構成上，動的配置に耐える

　アドレス結合が必要(正常時にオ一八
　ヘッドが大きい)．

レ 匠］Ａ

C|

[?] Ｂ Ｄ

機能，

回］

腿 万し

固

定

配

置

法

(1)フェイルソフト有効性

△固定化された範囲内で機能と性能を縮

　小･

ム一部の部分停止でサービス停止になら

　ないよう負荷分散の範囲内が前提

(2)適用対象親和性と実現性

Ｏプログラム間を固定結合した既存の交
　換機ﾌﾟログラムに適合する．

し
Ａ Ｃ Ａ Ｃ

Ｂ Ｄ Ｂ Ｄ

/K ／

尹 ﾑﾚＡ Ｃ

Ｂ Ｄ

図5.2　フェイルソフト方式の対案

最適な系構成決定のアルゴリズムと任意のプログラム配置におけるプログラム間

のアドレス結合の無矛盾性を保証しなければならない．

　一方交換処理プログラムには　これに適合しない以下の特徴がある．

（ｉ）交換機のプログラムはハードウェアの状態をプロセッサのメモリに写像して処

理し，全体が結合してシステム全体で機能完結を図る．

(ii)ハードウェアの動作に追随して処理しうる厳しい実時同性を必要とする．

　汎用情報処理のように人間に対する応答程度の実時同性や，各種の独立な処理

め集合としての情報処理であればメモリ結合の単純なマルチプロセッサを用いて

プログラムの再配置法による効果をあげることもも可能であろう．　しかしメモ

リ結合程度の単純なマルチプロセッサでは交換機の要求条件に適合しないことは

第ＩＩＩ章の議論からも明かである．　また交換機における再配置法の困難性は第
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III章での基本構成決定の議論からも推測がつく．　各種条件を考察して初めて最

適と考えられる系構成に到達した．

　再配置法で，予め最適縮退系を求めておくのが困難であれば学習しながら最適

化していく方法も考えられる．　しかし，学習程度が低い段階では故障回復に時

間を要する点も考えておかなければならない．　また原理的に可能としても，実

時間システムとしての時間範囲内で，また縮小による処理能力低下の中で最適化

処理に処理リソースを費やすのは非現実的である．　実時間システムとしてのプ

ログラム再配置法は現状では実用の域に達せず，知識処理の応用分野として，今

後の課題となる．

3. 2.2　プログラム固定配置法

　故障の前後でプログラムの配置を変更しないプログラム固定配置法は呼処理正

常処理の実行の観点からは比較的簡単である．　交換用ブログラムには蓄積プロ

グラム制御方式としてのプログラム固定性や，性能の向上を狙いとしたプログラ

ムの固定配置とプログラム間の直接アドレス結合の特徴から交換機用故障処理法

として適応性がある．　従って交換機制御用マルチプロセッサのフェイルソフト

はプログラム固定配置法に基づくことになる．

　プログラム固定配置法では初期プログラム配置をそのままにして，ハードウェ

ア／ソフトウェアを含めて不稼働部分を切り捨てることになる．　フェイルソフ

トを実現するためには，システム内部に部分停止するところがあっても，これを

除いてサービス機能の充足性を満たすことが必要となる．　従ってシステムの他

の部分に同一機能を具備している負荷分散の範囲がフェイルソフトの対象である．

3.3　フェイルソフト概念と負荷分散概念の対応化

　交換機制御用マルチプロセッサのフェイルソフト手法はプログラム固定配置法

に基づき，またプログラム固定配置法では負荷分散の範囲がフェイルソフトの･対

象となることが示された．　ここではフェイルソフト実現に向けた負荷分散概念

の整理を行なう．　なお，議論するマルチプロセッサは，既に機能や性能の実現

に向けて議論したように図5.3に示す信号処理と呼制御処理に機能分敗したマルチ

プロセッサである．　本マルチプロセッサでは，収容されている端子に固定的に
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接続されている部分と，端子収容位置

に関係なく処理を動的に分散する部分

がある．　このマルチプロセッサには，

以下の２種の負荷分散の形態がある.

.静的負荷分散

　　　　交換機に収容されている全端

　　　子が個々のＳＧＰに分散収容さ

　　　れている．　すなわち，負荷が

　　　固定的，静的に分散されている

　　　と見なせる．　ＳＧＰに故障が

図５．３　対象とする構成

　　　生じても，他のＳＧＰに収容されている加入者線や中継線にはサービスを提

　　　供できる．　り障したＳＧＰは図５．２の部分不稼働に相当する．

動的負荷:分散

　　　　いずれのＳＧＰから処理を依頼されても，呼種を間わず，すべてのC N P

　　　は処理できる．　ＣＮＰは一般的な負荷分散形態をとるが，ここでは静的負

　　　荷分散に対応させて動的負荷分散と区別する．　ＣＮＰが故障しても，全端

　　　子に対して性能が低下するだけである．　ただし，交換機は最繁時を想定し

　　　た性能設計を行なっており，しかも最繁時に相当する時間比率は大きくない

　　　ことで，動的負荷分散にフェイルソフトを実現すれば顧客から見て，故障の

　　　影響が極めて少なくなる．

4,予備Ｈ配置

4.1　負荷分散概念に基づく予備装置配置

　フェイルソフト思想に基づき，マルチプロセッサの各構成要素には図5.4に示す

予備を配置する.

(1)静的負荷分散の予備

　　負荷分散の単位ごとに，それぞれが故障対策を行なう．　既に述べたが，Ｓ

　ＧＰがこれに対応し，各ＳＧＰはそれぞれ二重化予備とする．
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　　　　　　　　図５．４　マルチフ・ロセッサの冗長構成

(2)動的負荷分散の予備

　　ＣＮＰがこれに対応する．　どのＣＮＰも他のいずれのＣＮＰの代替になり

　うることから，全体で共通に予備を持てば良い．　ＣＮＰは経済的なN＋1予備構

　成とする.

(3)システムの共通装置

　　ＣＭやＩＰＣはシステム全体に一組必要な共通装置であリ，フェイルソフト

の概念に対応しない．　それぞれ最小の予備構成である二重化予備とする．

4.2　予備の待機状態

　通常，故障の潜在化防止や故障回復の高速化を狙って，出来る限り熱予備形態

をとる．　二重化予備のメモリの熱予備はメモリからの読みだしは現用から，書

き込みは同一内容を常に現用と予備の両系にして現用と予備の内容の一致を図る．

現用系の故障時には単純に予備へ切り替えるだけで，故障前後の処理の連続性を

保証できる．　ＳＧＰの個別メモリや共通メモリが　これに当たる．

　Ｎ＋1予備をとるＣＮＰは，予備を含めて　全ＣＮＰが均質負荷分敗で勁作する．
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5,ﾌｪｲﾙｿﾌﾄＨ

5.1　フェイルソフトの実現条件

　故障が生じたとき，故障装置を除いた縮退系においてもサービスを可能とする

ためには，以下の条件を満足しなければならない.

(1)機能充足性：縮退系だけでサービスを,実現できる機能を具備していることが条

　　　　件となる．　主にソフトウェアから見た条件を規定する．　固定配置法で

　　　　は予めプログラムが配置されているものを用いるため，予め配置されてい

　　　　るプログラムによってサービス機能の実現が可能かどうかが課題である．

　　　　なお，固定配置法は予めシステム全体が結合していることから，縮退した

　　　　生き残り部で機能を満たすと同時に，正常処理として切り放し部の影響が

　　　　ないことも確認しなければならない.

(2)故障隔離性：故障の影響を排除して縮退系が動作可能であるかどうかが条件と

　　　　なる．　たとえ(1)の機能が具備されていても故障を除去したはずの系で

　　　　故障が再度検出されるとサービスの実行が不可能となる．なお，交換機は

　　　　状態を保持するシステムであり，故障の隔離には以下の２種の問題を解決

　　　　しなければならない.

　　　　(ａ)故障を除いて，サービスを再開したのに同一故障が原因となって再度

　　　　　故障現象が生じないようにしなければならない.

　　　　(b)故障発生時の影響が残存してサービス再開を不能とならないようにし

　　　　　なければならない．

5.2　機能充足性の考察

5.2. 1　縮退系と呼処理

（1）固定配置法における機能充足性

　実現を目指すプログラム固定配置法では，故障で縮退系になってもプログラム

による機能補充はしない．　正常時に配置された呼処理機能が縮退系でもサービ

スを実現しうるものでなければならない．

　ところが既にのべたONE-MACHINE概念に基づく呼処理プログラムは固定配置法

フェイルソフト手法との整合性がよい．　第IV章で述べたONE-MACHINE概念に基
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（ａ）シングルプロセッサ

⇒
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(b)マルチプロセッサ

図５．５　呼処理プログラムの系構成等価性

づく呼処理プログラムは, S G PとＣＮＰの任意の組合せがシングルプロセッサ

機能を完結させる考え方で構成されている（図5.5) .　この考え方によれば，Ｓ

ＧＰおよびＣＮＰのいずれに故障を生じても残りのＳＧＰとＣＮＰの任意の組合

せは，やはリシングルプロセッサとの等価性を有し，組合せ範囲での呼処理機能

を完備している．

（2）フェイルソフトと呼処理動作

　呼処理は呼の状態，外部入力，対応する処理（タスクと呼び，この処理結果で

呼の状態が遷移する）の３要素により表わされる．この状況を図5.6に示す．　信

号処理は，外部からの信号IN1が到達したとき信号内容を論理化し，関連する回

線情報から呼と対応付けてＣＮＰへ呼制御依頼を行なう．　外部人力とは，発呼

信号や応答信号や終話信号などの外部からの処理起勁を起こす要因である．

　ＣＮＰは，送られた情報に対応した呼の状態を共通メモリから読みだす．　さ

らに，到達した信号と呼状態を対応させて，なすべきタスクを決定し，これを実

行する．　このタスクの実行結果として, S G Pへの処理結果の返送や通話路の

駆勁命令や次の呼の状態が決まる．　これでタスクの１サイクルが完了する．

　ここで呼の状態とは，信号受信中や呼び出し中や通話中などの各呼が次の外部

信号を待っている安定状態を言う．　その実体は，呼処理のシーケンスの途中の
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位置を示す呼ごとの制御データである．　呼の状態は任意のＣＮＰからアクセス

可能な共通メモリに配置され, C N Pが処理を完了する度に状態を更新し，共通

メモリに退避される．

　ＳＧＰからの出力は，直接他のＳＧＰに流れることはなく，一｀部のＳＧＰの不

稼働が他のＳＧＰに影響を与えることはない．　すなわち，一部ＳＧＰが不稼働

となっても残りの部分のＳＧＰに関係した呼処理は完結する．

　ＣＮＰについては, C N P間で同一処理の負荷分散をしているため処理依頼が

不稼働ＣＮＰでなく，動作可能なＣＮＰに渡ればよい．　呼状態が任意のC N P

からアクセス可能な共通メモリに配置されているため，任意のＣＮＰで同一処理

を実行できる．　なお，１呼づつ呼の状態を共通メモリから読みだして処理する

ため，ＣＮＰが停止したとき罹障する呼は処理中の１呼に過ぎない．

5. 2. 2・不稼働部と呼処理

　フェイルソフトを実行可能とするためには，切り放された不稼働部がシステム

に影響を与えないことを保証しなければならない．　ただし，不稼働に対する考

ﾀﾄ部入力

　　　In

げ「　し

|.-.......-..._... ● 皿 ・ - ・ － ・ 皿 二

二 － ・ － ・

→

　　時間の流れ
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え方は，回線と固定的に接続されたＳＧＰと，回線とは直接には対応しないC N

Ｐでは対処法が異なる．

(1)停止ＳＧＰへの対処

　呼処理の特性から, S G Pの停止に対しては，停止したＳＧＰに関係する呼の

みに着目すればよい．　ＳＧＰは，それぞれ接続されている回線に対する呼のみ

を処理し，他のＳＧＰに接続されている回線は扱わない．　また，複数ＳＧＰに

またがる呼はすべて一度ＣＮＰの処理を経由してから接続相手のＳＧＰに制御が

引き継がれる．

　従って，発信側と着信側に対応して，それぞれ以下のように対処する．

停止ＳＧＰからの発信

　　　　停止したＳＧＰはもはや呼を生起することはない．　停止しているS G P

　　　は閑散時と同様に，無発呼時と見なせば他に与える影響はない．

停止ＳＧＰへの着信

　　　　故障により，停止の状態にあるＳＧＰに収容されている回線は，すべてを

　　　使用中状態と見なせる．　ＣＮＰのリソース管理において，停止ＳＧＰに所

　　　属する回線に対し'，使用状態を表示すれば他のＳＧＰからは回線使用中に見

　　　えるにすぎない.

(2)停止ＣＮＰへの対処

　ＣＮＰは自ら呼を生起することはなく, S G Pから処理依頼されたものに応答

するだけである．　停止ＣＮＰが処理依頼を受け，処理不能のまま処理依頼が蓄

積されてシステムのデッドロックとなることを避けなければならない．

　ＩＰＣの負荷分配機能を用いれば，停止ＣＮＰによるデッドロックは以下のよ

うに防止できる．　ＣＮＰが空きであれば受信可能信号をＣＮＰからＩＰＣに発

する．　ＩＰＣは受信可能ＣＮＰを保持し, S G PからＣＮＰへ処理依頼があれ

ば, I P Cが受信可能ＣＮＰのうちの一つを選んで送出する．　停止ＣＮＰはソ

フトウェアの処理を伴う受信可能信号をＩＰＣに送れないため，停止ＣＮＰに処

理依頼が到達することはない．
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5.3　故障隔離

　故障の影響を排除できなければ，フェイルソフトの構成は可能でも縮退系にお

ける動作の継続はできない．　ここでは故障隔離について述べる．　故障の隔離

は故障自身と故障の履歴の隔離の問題があり，それぞれ以下のように解決する．

5.3. 1　動的影響の排除

　故障プロセッサが与える影響は故障プロセッサを停止させることにより防げる．

これは既存のシングルプロセッサ制御方式の二重化予備制御で確立ざれた考え方

であり，技術である．　’マルチプロセッサにおいても，故障を検出したときは故

障プロセッサを停止させ，他からの起動制御を受けない限り，故障プロセッサは

自身で起動出来ないようにする．

　故障プロセッサを停止させる技術も，またシングルプロセッサ制御方式で確立

している．　シングルプロセッサ方式と同様，緊急制御回路を設け，自己停止を

実現する．　各単位プロセッサはシングルブロセッサとして各種故障検出回路を

具備し，暴走検出手段としての監視タイマを持つ．

　ただし，マルチプロセッサでは複数プロセッサ制御の特徴を活かし，故障プロ

セッサ以外は停止や初期設定は行なわない点が異なる．　このため故障履歴が縮

退した非故障プロセッサ群に影響を与えないようにしなければならない．　この

問題は故障履歴の排除として扱う．

5.3.2　故障履歴の排除

　マルチプロセッサでは，プロセッサに故障が生じても，極力全体の初期設定を

行なわないようにし，故障の影響を極力少なくすることとしている．　このため

故障の履歴は速やかに消去する必要がある．　また，次章で述べる動的な故障処

理，すなわち故障回復手順でプログラムの処理を継続するためには，システム全

体で複数の故障現象が生じないことを前提にしている.　このため単一の故障で

あれば極力故障の影響を他に波及させないことが必要である．

（１）ＳＧＰ故障の履歴排除

　ＳＧＰは多数の回線を収容しており，呼を保持したまま停止に至る危険がある．
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履歴排除や通話リソースの解除の観点から，停止し，無効となった呼を解除しな

ければならない．　非故障部の全初期設定を行なえば問題がないが，マルチプロ

セッサでは故障ＳＧＰ以外は呼処理を継続するとしている．

　停止したＳＧＰの呼の履歴では, C N Pや共通メモリに残された対応する呼の

履歴が問題となる．　この履歴はＣＮＰが故障ＳＧＰとの対応から徐々に解除す

る．　第IV章で述べたように，回線の管理情報はプロセッサ番号を対応付けてお

り，呼とＳＧＰの対応がとれる．　ＣＮＰはＣＭ上の呼状態を識別し，停止した

ＳＧＰに関する呼を解放する．

（２）ＣＮＰ故障の履歴の排除

　ＣＮＰは処理対象の呼情報のみを保持しており, C N P故障により罹障するの

は単一呼のみである．　この罹障した単一呼に対しては，処理を依頼したS G P

側で応答がない等による判断ができ，再度処理要求の送出などで救済が可能であ

る．

　一方, C N Pには呼処理の過程で交換機全体のリソースをアクセスする問題が

ある．　リソースアクセス中に故障が生じるとリソースを凍結したままＣＮＰが

停止し,･　システムのデッドロックに至る．　ＣＮＰにおける故障履歴排除には故

障によるリソースの凍結を防止することが必要となる．

　故偉プロセッサがリソースをアクセスしている状態には２状態ある．　共通リ

ソースを確保しようとして　①共通りソース全体にロックをかけている状態（ロ

ック機構の凍結）と　②自分に必要なリソースを確保してしまった状態　である．

それぞれ以下のように対処する．

（ａ）　ロック機構凍結防止

　負荷分散を行なうシステムでは，複数プロセッサ問の競合を排除する排他制御

ロック機構が必要であるが，故障時にロック機構を設定した’まま停止した場合の

対策が必要である．　もし，ロックをかけたままプロセッサが故障になるとロッ

クにより，競合データが保持されたままになり，他のプロセッサがそのデータに

アクセスすることが必要になってもアクセスできない．　結局システムはデッド

ロック状態になり，故障からの回復が出来ないことになる．

　共通メモリでの排他制御に用いられるロックフラッグは共通メモリ上の競合処

理を必要とする共用データにアクセスするとき設定され，そのデータヘの処理が
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完了したとき解除される．　故障プロセッサによって設定された競合データロッ

クフラッグを解除するためには，競合データにどのプロセッサがアクセスしてい

るかを識別できることが必要である．　このため，ロックフラッグの設定と同時

にプロセッサ番号を保持する機構を設ける（図5.7) .　負荷分散を行なっている

プロセッサに故障が生じたとき，システム管理を司る特定のプロセッサＭＣＰが

この故障を認識し，ロックプラグを強制的に解除する．

（b）　リソース保持中の呼の解除

　ＣＮＰが故障したとき,゛処理していた呼は自用リソースを確保したままの状態

で凍結されてしまう可能性がある．　しかし，この場合も処理を依頼していたＳ

ＧＰは正常に動作していると想定される．　ＳＧＰは時間監視等により，異常を

認識し，異常な呼の処理に対しては, C N Pに解除信号を送出する．　解除信号

に対してはＣＮＰは高レベルで必ず返答を送ることとしており，返答の無い場合

には再度解除信号を送出することにより，他のＣＮＰが罹障呼の解放，リソース

の解放を行なう．

（3）故障波及に対する防御

　今まで故障が明らかになったときの議論をおこなった．　マルチプロセッサで

は，複数プロセッサが連携して動作するため，故障を認識する以前に異常な情報

が正常なプロセッサに波及する可能性がある．

　並列処理を行なっているマルチプロセッサで，他のプロセッサからの異常信号

を防ぐには通信情報の論理的合理性による検証が有効である．　論理的合理性検

証は通常の呼処理の中で実行する．　呼処理に伴うプロセッサ間の通信は呼処理

の流れに従った信号を送出してくる．　他から到達する入力が，その呼の状態に

適合する信号かどうかを常に判断することにより信号の妥当性が検証できる．

例えば，トランクの状態が空きの時，ＴＳＰから発呼以外の入力がＣＮＰに送ら

れてくれば，異常であり，この信号を送ってきたＴＳＰに切断を行なうよう指令

する．
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（ａ）既存手法

　　　　T&S命令の書き込み
　　　　パターツ

（ｂ）　ＣＮＰ番号表示方式

T&S命令の書き込み
パターン

３１

制御装置動作

３１ ７

１ ０

メモリ動作

２ １ ０

Ｆ

Ｌ

Ｇ

Ｃ

Ｎ

Ｐ

７

●　●

Ｃ

Ｎ

Ｐ

２

Ｃ

Ｎ

Ｐ

１

Ｃ

Ｎ

Ｐ

Ｏ

制御装置動作

T&S命令
共通メモリ動作

結果設定

匝⊃

対象番地読みだし

口元コ

図5.7　実時間・高信頼システム用マルチプロセッサのT&S命令

-157-



６，Ｈ

　本節ではマルチプロセッサの高信頼化の効果について，構成面から評価する．

本マルチプロセッサは既存シングルプロセッサ方式を改良することが基本的考え

方であり，評価にあたってはシングルプロセッサ制御方式と対比しつつ議論する．

また，ディジタル交換機では規模別信頼度を規定しており，マルチプロセッサの

規模別信頼度の規定への適合性についても述べる．

６．１　評価の前提

　シングル／マルチプロセッサ両構成の信頼度を比較評価するため，両構成を図

5.8のようにモデル化する．　各装置の不稼働率UiはMTTR (平均修理時間）とMTB

F（平均故障間隔）を用いて, U| =MTTRi /(MTTRi十MTBF, )で表わされる．　しかし，

MTTRはMTBFよりきわめて小さく, Uj =MTTRi /MTBFi と近似できる．　また，交換機

の故障修理時間の支配項は，保守者の駆けつけ時間やハードウェアの取り替え時

間である．　診断プログラムなどのツールを利用するため，装置や構成による差

は小さい．　このため，各装置ごとの不稼働率UIは，それぞれの故障率F| =1/MTB

Fiに比例すると仮定できる．　共通のMTBFをT6とすれば, U:=T0 ･F, である．

　また，本評価は厳密な数値を求めるのでなく方式の違いによる信頼性の傾向を

示すものであり，この範囲で以下の単純化を行なう.

（1）マルチプロセッサ用単位プロセッサの故障率

　　マルチプロセッサには，すべて同じ種類のプロセッサを用いる．　従って，

　C N P , S G Pのそれぞれ単体の不稼働率UcNP> ^SGPは同一である（Uc9＝

　USGP) ･

（2）共通装置の不稼働率

　　共通装置ＩＰＣとＣＭの単体の不稼働率. Ujpc. UcHは，両者のハードウェア

　規模がほぼ同等であり，以下のように表わす. (UiPC=Ucn = r･UcNP )

（3）ＳＧＰとＣＮＰの呼処理分担率

　　S G P, C N Pの呼処理機能分割は，呼当りの処理量で換算すると同程度で

　あることから，両者のプロセッサの数は予備を除き，それぞれｍ個とする･．
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（4）プロセッサの性能と不稼働率

　プロセッサの平均故障率には，以下の理由から計算機における性能とコストの

関係でよく引用されるグロッシユの法則を引用して議論する．　すなわち，プロ

セッサの平均故障率はその構成部品の故障率に支配され，高速なプロセッサほど

発熱量が増大（部品低信頼化）し，低集積である高速部品を必要とすることから，

性能と故障率の関係は，性能とコストとの関係と同様の傾向をとる．　従って，

プロセッサPRCの性能（単位時間あたりの平均命令の実行数) PPRCと，このプロセ

ッサの平均故障率FpRCは’

Ｆ

PRC
゜a (p

PRC
）

ｑ

（al ，q:定数．　ｑ＝Ｏ～１．　グ.ロッシュの法則ではq=i/2)

(5.5)

となる．

　マルチプロセッサの最大規模（このときのＣＮＰの台数を予備を除き，Ｍとす

（a）　マルチプロセッサ構成

｡大臣ト。

図5

(b)

8

　シングルプロセッサ構成

信頼性評価ブロックダイヤグラム
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る）相当のシングルプロセッサでは

Fcp = aa (2M ・ PcNP ）

= (2M)

Uc，＝(2M)q

ｑ

ｑ

Ｆｃ９＝（２Ｍ）
ｑ

UcNP

FcNP (5.6)

(5.6-1)

6.2　不稼働率の算出

6.2. 1　システム構成要素の不稼働率

　マルチプロセッサ，シングルプロセッサ構成のそれぞれの不稼働率UASを算出す

る．　また，システムの不稼働率は故障波及度Ｓを用いて，サービス停止範囲を

明確にして表わす．　なお，Ｓとはサービス停止を伴う範囲をプロセッサの等価

的能力（１台のプロセッサが等価的にカバーする通話路容量）で正規化した値で

ある．　すると，構成要素ごとの不稼働率UASは近似的に以下のように表わせる．

（１）マルチプロセッサの場合

UASc Qp　＝　 C, (UsGp)^

　　　　　＝０

UAScNP　　°　・＋Ｉ Ｃ２（ＵＣＮＰ）２

　　　　　＝０

UASi PC　＝（ＵＩＰｃ）２

UAScn　　＝（Ｕｃｎ）２

(2)シングルプロセッサの場合

UAScjｕ，＝（UCP）2

（

（

（

（

Ｏく

１く

Ｏく

１く

Ｏく

Ｏく

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

Ｓ

く＝

く＝

く＝

く＝

く＝

く＝

１

ｍ

１

ｍ

ｍ

ｍ

）

）

）

）

（OくＳ･く＝Ｉ）
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表５．１　罹障規模と相対不稼働率

罹障規模 ＯくS<=1
1くＳく＝ｍ

交換規模 ｍ＝１ ｍ＝２ ｍ＝３ ｍ＝４ ｍ＝５ ｍ＝６ ｍ＝７ ｍ＝８

マルチ

プロセヽソサ
３．５ ８．５ 15.5 24.5 35.5 48.5 63.5 80.5 ０．５

シングル

プロセツ

サ

q°0 １

q=l/2 １６
ｑ＝１

256

　なお，近似的とは，２乗以上の項はＳＧＰでは４台以上のプロセッサの同時故障

　（４乗），ＣＮＰでは３台のプロセッサの同時故障（３乗）とオーダが大きく異

なることから省略している意味である．

　ここで. (5.7), (5.8)をUc9で統一し，（Uc9）2で正規化して，マルチプロセ’ツ

サ，シングルプロセッサ方式の不稼働率を求めると

ＵＡＳｌｕｌｔｌ／（Ｕｃ｡，）２

　　　　= (UASsGP + UAScNP十UASjpc　十UAScn)/(UcNp)2

　　　　＝　ｍ十ｍ（ｍ＋1）十（ｒ）2十（ｒ）２　　　（ＯくＳく＝１）

　　　　＝（ｒ）２十（ｒ）２　　　　　　　　　　　（１くＳく＝ｍ）　　(5.9)

ＵＡＳｄｔｊ，／（Ｕｃ９）

２

＝（２Ｍ）
２ｑ

， （oくＳく＝m）　（5.10）

シングルプロセッサの能力をマルチプロセッサの最大規模(M =8)に設定し，罹限!

規模と相対的不稼働率の関係を求めたものを表5.1に示す．

　この表から以下を結論とする.

（1）マルチプロセッサでは罹障規模がビルディングブロック単位（Ｓが１以下）に

　　閉じる範囲では不稼働率は大きいが，罹障規模が複数ビルディングブロック単

　　位にまたがる規模ではきわめて小さい．　規模別信頼度規定への適合性が示さ

　　れている.

（2）マルチプロセッサでは小規模の範囲での不稼働率はむしろシングルブロセッサ
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　　より，増大する傾向にある．　機能分割により, C N PとＳＧＰの故障が直列

　　化したもので，小規模では負担となるが，大規模では分割により影響が小さく

　　なる．規模別信頼度規定の方針に基づくオーバヘッドと見なすべきであろう.

（3）マルチプロセッサでは規模が大きくなるとSく＝1の範囲での不稼働率が極端に増

　　大するように見える．　この問題は後に議論するように，安全側の評価に基づ

　　くものであり（後注），また，マルチプロセッサ制御方式交換機に収容された

　　加入者の故障が，シングルプロセッサ制御方式交換機に収容された加入者の故

　　障よりも増大するものでもない(6.2.2で評価）.

（4）シングルプロセッサではプロセッサの性能と故障率の間に大きな関係が無けれ

　　　ば（例えばq＝O），むしろ高信頼といえる．　しかし，現実としてはプロセ

　　　ッサの性能と故障率は大きな相関関係を持ち，ｑは1/2以上と考えるべきで

　　　あろう．

またm =8に相当する大処理能力のプロセッサを実現することも不可能である点

についても留意しなければならない．

（注）マルチプロセッサのoくSく＝1の範囲における部分不稼働の大部分はC N P

の不稼働によるものである．　この評価では固定的にＣＮＰが処理を受持ち，Ｃ

Ｎ Ｐの停止がそのままサービスの停止を招くとした安全側の評価を行なっている．

しかし，ｍが増大するほど不稼働率が増えるが，実際はＣＮＰ全体で動的負荷分散

を行なっているため, C N P 1台の停止の影響は1/ｍと逆に小さくなる．　さらに

ＣＮＰの数ｍの増大は，呼制御処理のサーバの増大を意味し，大群化効果で影響

は更に少なくなる．

6.2.2　収容端子から見た不稼働率

　既に述べたシステムの規模別信頼度への適合性の評価に対し，ここでは個々の

加入者.から見たマルチプロセッサの信頼性をシングルプロセッサと比較して評価

する．　システムの不稼働率の評価において，小規模な単位の不稼働率がマルチ

プロセッサではむしろ増大していることが示されている．　小規模な範囲での不

稼働率の増大がマルチプロセッサに収容されている加入者から見てサービス低下
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にならないかどうかを吟味する必要がある．

　収容された端子から見た不稼働率を求める評価モデルを図5.9に示す．　あるＳ

ＧＰから発呼された呼がいずれかのＣＮＰで呼制御処理され，元のS G P,また

は他のいずれかのＳＧＰに着信するとき，呼が不稼働に遭遇する確率を求める．

　収容された端子から生起する呼が不稼働に遭遇する確率，すなわちマルチプロ

セッサの端子当りの不稼働率UAmult iは以下のように表わされる．

^Arau 1 t I　°　WAsGP . 0　十　UAipc　＋　UAcn　＋　ＲＣＮＰ・UAcNp　＋　RsGP . 1・UAsGp. 1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5.10）

ここでUAsGp. aは対象とする端子が収容されたＳＧＰの不稼働率, UAsGP,
1は対象

とする端子の収容されたＳＧＰが稼働中で，発呼した呼が着信するＳＧＰが不稼

働となる確率である．　　また≫ RcNP ≫RsGP.1は負荷分散されたC N P, S G Pが

注目する端子に与える影響係数である．

（ａ）　マルチプロセッサ構成

　　　　　CPo
Ｏ　　　　　　　　　　　Ｏ

　　　　　CPi

　　（b）　シングルフ･ロセッサ構成

図５．９　信頼性評価ブロックダイヤグラム
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表5.2　端子から見た不稼働率

交換規模 ｍ＝１ ｍ＝２ ｍ＝３ ｍ＝４ ｍ＝５ ｍ＝６ ｍ＝７ ｍ＝８

マルチ

プロセッサ ２．５ ３．５４．２ ４．０ ５．３ ５．０ ６．４ ６．９

シングル

プロセツサ

q°0 １

q=1/2 16
ｑ°１

256

　上式に対し，厳密には高次の項を含まなけれぱならないが，有効値を２次の項

で統一すると

UAnu1t
I　＝　（ＵｓＧ，）２＋（ＵＩ，ｃ）２を（Ｕｃｎ）２＋　n + 1C2

(UcNP )^ ／Ｉ

　　　　　＋ｍ－ＩＣＩ（ＵｓＧ，）２　／ｍ (5. 11)

なお，Uχχχは6.2.2で用いた各装置単体の不稼働率である．　また, C N P, S G

Ｐはｍ系統のうち，１系統の故障であり，故障影響度はRcNP - RsGP.1 " I/ で

ある．

シングルプロセッサでは

UAdｕ。＝（UCP）2

これらに6.1の前提条件を適用し. UcNPで正規化すると

ＵＡｌｕｌ．ｔｉ／(ＵＣＮＰ)２　　＝　１　十　ｒ2　＋　ｒ2　＋１．１Ｃ２／ｍ　十　rn-1 Ci /in

　　　　　　＝２ｒ２十(m2＋5m－２)／(２ｍ)

UAduD/(UcNP)　　＝（2m）
2q

(5.12 )

(5.13)

(5.14)

I P C, CMのＣＮＰに対するハードウェア規模から, r = 0.5とし. (5.13)と
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(5.14)を数値計算した結果を表5.2に示す．　プロセッサの性能が向上しても信頼

度が低下しないとすれば（q＝O），シングルプロセッサの方が高信頼である．　た

だし, 6.2.1において既に述べたが，現実にはこの仮定はありえない．　また，シ

ングルプロセッサの最大規模をシングルプロセッサで実現できない.　q＝1/2～1

と考えられこの範囲で表5.2を見ると以下の点が結論つけられる．

(1)マルチプロセッサでの端子当り不稼働率は小規模から大規模へ行くほど増大す

　る．　ただし，その増大化傾向は大きくない.

(2)シングルプロセッサの不稼働率は交換機の最大規模を実現するプロセッサによ

　って規定され，小規模の交換機でも不稼働率は高い.

(3)端子当り不稼働率はマルチプロセッサの方が低く，影響範囲を限定するマルチ

　プロセッサ構成は信頼性を向上させている．

　マルチプロセッサの信頼度は，現実にはさらに向上する．　上の評価は不稼働

の状態にあるC N P, S G P (着信）に無条件に遭遇する確率を求めたが，以下

の点から，マルチプロセッサには厳しすぎる評価と言える．　ＣＮＰでは動的に

負荷分散処理をしているため，通常，呼は不接とならず，最繁時に接続遅延時間

が増大する程度である．　また，着信ＳＧＰでは中継線は複数のＳＧＰに分散収

容され，最繁時に回線話中に遭遇する確率が増大するだけである．　１日のうち，

最繁時は比較的短く，最繁時をはずせば，負荷分散の範囲では故障の影響はなく，

故障に遭遇する確率はさらに低下し，信頼性はさらに向上していると見るべきで

ある．

皆
口

姑
ｍ

７

　マルチプロセッサ制御方式は規模比例のコスト，大処理能力，処理能力拡大性

など積極的な面では有効と評価されながら，高信頼化ではプロセッサ間の制御競

合，構成の複雑性などによる困難性が指摘され，採用が手控えられる傾向にあっ

た．　本章ではフェイルソフト概念を交換機制御に適用する考え方からマルチプ

ロセッサ制御方式の高信頼化の考え方と実現法を示した．　その内容は以下のよ
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うに要約される.

(1)規模別信頼度規定への対応

　社会的迷惑度の尺度に基づく規模対応の信頼度規定に対し，マルチプロセッサ

制御の特徴を活かした高信頼化の考え方を示した．　マルチプロセッサの構成要

素を小規模交換機と見なす考え方から，故障影響範囲を局在化し，マルチプロセ

ッサで実現する大規模交換機でのシステム全体の不稼働を避ける方法を示した.

(2)交換機制御システムヘのフェイルソフト概念の適用

　システムの一部の不稼働をシステム全体の不稼働としないフェイルソフトの考

え方を実時間システムに適用する考え方を示した．　フェイルソフトを実現する

故障時のプログラムの配置には動的配置と固定的配置があることを示し，交換機

には固定配置がふさわしいことを示した．　また，固定配置法においてフェイル

ソフトを実現するには負荷分散の考え方が必要なこと，また，故障の影響として

部分不稼働と処理能力低下の現象があることを示した．

(3)フェイルソフト手法の具体化

　フェイルソフト実現の条件として故障を除外した系構成での機能充足性と故障

隔離性が必要であることを示した．　特に，故障隔離性において，システムデッ

ドロックを防ぐ諸対策を示した.

(4)評価

　フェイルソフトの実現による高信頼効果を既存のシングルプロセッサ制御方式

と比較して，評価し，ここで実現したマルチプログラム高信頼化手法が規模別信

頼度規定の考え方に合致した方式であることを示した．　また，マルチプロセッ

サ高信頼化の実現により，既存のシングルプロセッサ制御方式に対し，より高信

頼化が図れたことを示した．
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御用マルチプロセッサのＨ回tyr. (77) 1781

　本章では，前章で示した高信頼構成を有効化する手順すなわち故障処理につい

て述べる．　故障処理は多数ある系構成の組合せの中から故障装置を除外した系

構成を選定して，動作可能な系構成を確立し，呼処理プログラムを再起勤し，サ

ービスを再開させるものである．　故障からの回復の確実性とともに，サービス

中断時間を極力短くする観点から短時間で故障処理を完了することが求められる．

　故障処理は既にシングルプロセッサ制御方式で確立し，実績ある技術である．

しかし，基本的考え方は利用できるとしてもマルチプロセッサ制御方式には以下

のような新たな要因があり，マルチプロセッサ用の故障回復手法を新たに開発し

なければならない.

(1)マルチプロセッサでは故障による誤った情報が他のプロセッサに波及する可能

　　性があり，故障現象が複雑化する可能性がある．　二重化予備のシングルブロ

　　セッサ制御方式のように故障が生じたとき単純に予備に切り替えるといった処

　　理ではすまない.

(2)複数プロセッサが並行に動作しており，複数のプロセッサが互いに無秩序に故

　　障回復の系構成の指令を出す可能性がある．　これにより故障回復を図るブロ

　　セッサ間で競合を生じ，結果として誤った系構成に到達する可能性がある.

(3)本マルチプロセッサではシングルプロセッサを改良するすることを狙っている

　　故障からの回復は両方式で同様に確実としても，故障処理の中断時間をシング

　　ルプロセッサ方式より短くすることが必要である．

　本章では故障回復を確実化し，かつ故障回復に伴うサービス中断を極力少なく

して，加入者に与える影響を少なくするマルチプロセッサ用故障回復手法を明ら

かにする．　まず，故障処理の設計思想を述べ，故障回復勁作を具体的に説明し

て故障回復の確実性を示す．　次に故障原因，故障頻度をモデル化して定式化，

定量化して故障回復による中断時間の影響を既存のシングルプロセッサ構成と比

較評価する．　　　　　上
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2,ﾏﾙﾁﾌﾟﾛｾｯｻの高信頼化

2.1　高信頼構成の前提

　故障回復処理の議論に先立ち，前提とするマルチプロセッサの高信頼構成を本

章で確認する．　前提とするマルチプロセッサは第IV章までの基本設計，第V章の

高信頼構成の検討において予備装置の付与を行なった図6.1のマルチプロセッサで

ある．　ＳＧＰ群は通話路装置に直接結合され，通話路装置群に合わせた二重化

予備である．　ＣＮＰ群は特定の通話路装置に従属せず，いずれも他の代替にな

りうる均質な処理を分担するもので，経済的なN＋1予備構成である．　ＣＭやI p

Ｃはシステムに一組必要な共通装置であり，二重化予備である．　これらの二重

化予備のメモリヘは通常同一内容を同時に書き込んでおり，熱予備である．　Ｓ

ＧＰ内の個別メモリは予備へ切り替え後直ちに通話路の状態を回復するため，Ｃ

Ｍは故障前後の通話中呼の連続性を保つために利用する．

図６．１　マルチプロセッサの冗長構成
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2.2　故障処理の遷移

　故障処理は図6.2に示すように　①故障が生じたとき故障処理の勁作を起動する

ための故障検出，②故障装置を認識する故障識別，③故障装置を除いた系を確定

するための系再構成，④ファイル装置から主記憶装置への呼処理プログラムの読

みだしやデータ類の初期設定およびハードウェアの初期設定を行なう再開処理

からなる．　このうち①故障検出，②故障識別，③系再構成がサービスを行い得

る正常な系を確立するための基本機構である．　故障処理の確実化には　まずこの

の故障処理の基本機構を完成しなければならない．

3，　Ｈ化思想に基づく故闘理

　本節では複雑な系構成，プロセッサ間の競合など多くの問題を抱えるマルチプ

ロセッサの故障処理について，その設計指針を述べる．

３．１　故障処理の階層化

　一般に複雑なシステムの設

計では実現すべき手順を階層

化して整理し，上位階層は下

位の階層の機能の組み合わせ

で実現し，極力思考の単純化

や設計工数の削減や設計の高

信頼化を図ることが行われる．

　ここでも故障処理を階層化

して構成し，複雑化し易いマ

ルチプ･ロセッサの故障処理を

単純化し，高信頼化する．

なお階層構成を具体化するた

めの基本方針が必要であるが，

ここでは以下の３方針に基づ

ノ
①故障検出

Ｘ／

②故障識別

ゝ
／

③系再構成

Ｘ／

④再開処理

⑤

再開

故障装置の確定

故障装置を除いた

系の再構成

プログラムやデ

ータの初期設定

図６．２　故障処理の遷移

故
障
処
理

-169-



き具体化を図っている

3. 1. 1　故障処理の局所化

　故障回復のアルゴリズムの単純化や回復処理の迅速化を図るためには被疑故障

範囲を広げず，極力小規模な単位で故障検出を行ない処理を行なうことが有効で

あり，階層化思想の基本である．　このためマルチプロセッサでは故障波及によ

り故障現象が複雑化する可能性があるが，まず故障原因と故障現象は対応付けて

現われるとし，故障が生じる度に故障現象に応じた故障処理を局所的に行なう．

早期に故障が検出されるものが故障の大部分であり，局所処理により解決が図れ

ば故障の影響範囲が少なくてすむ．　故障がメモリ汚染などによって論理的に波

及しても　それぞれのプロセッサごとに初期設定すれば故障からの回復が可能な場

合も,ある．　局所処理によっても解決できない場合は次項の指針により解決する．

3. 1. 2　系内処理から系外処理へ

大規模システムでは，あらゆる場合について故障処理の確実性の検証を行なう

ことは不可能であり，故障を生じた系内での論理による故障処理には限界がある．

このため上記の局所化思想から故障を検出した系内での故障処理を優先しつつ，

系外からの監視と援助を行なう．　例えば個々の負荷分散モジュール（二重化さ

れたＳＧＰでは二重化の組合せが，Ｎ＋1予備構成をとるＣＮＰでは個々のC N

Ｐ）内での処理をまず優先するが，モジュール内に閉じて解決不可能な場合は段

階的に故障処理の拡大を図る．　最終的には本来遂行すべきサービスすなわち呼

処理の確実性を系外で独立に監視し，異常時には系外から故障処理を起動する．

3. 1.3　ソフトウェア処理からハードウェア制御へ

　故障回復の確実化には故障処理用制御機構（故障回復のハードコア）を確実化

することが必須である．　この故障処理用専用制御機構をハードウェア論理で実

現することが一案であるが，マルチプロセッサでは多数の装置で構成され，組合

せ数が多いため制御論理の複雑化を招く．　またハードウェアを大規模化させる．

従ってマルチプロセッサでは　このような専用機構を設けることはむしろ信頼性を

低下させることになりかねない．
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　マルチプロセッサの故障処理には極カプログラム論理で解決を図り，プログラ

ム論理で解決できない場合にはハードウェア論理を併用することが有効である．

故障処理機構の簡単化のためには，さらに故障処理のプログラムの実行も呼処理

と同じプロセッサを用いることが有効である．　しかしこの場合，故障からの独

立性，すなわち確実性は保証が出来ないため，これを補償する機構が必要である．

これには故障処理プログラムは故障でないプロセッサにより実行するする考え方

をとる．　プログラムが正常に走行しうるかどうかの検出は，たとえば監視タイ

マ(Watch dog)等の単純な独立機構で実現できるため故障が検出されると異なっ

たプロセッサに故障処理プログラムの実行プロセッサを変更して再度故障処理を

行なう考え方である．　ハードウェア制御機構の補助により故障のないプロセッ

サが存在する限り故障処理を正しいプロセッサで実行できる．

3.2　故障処理の階層構成

　前節の指針に従って以下の４階層で故障処理を実現する．　また，故障報告お

よび故障回復制御の経路を図6.3に示す．

3. 2. 1　局所故障処理階層

　この階層ではモジュール内に閉じた故障処理を行う．　図６．３においてＣＮＰお

よびＬＮＰ，ＴＳＰ，ＣＳＰ中での故障処理である．　負荷分散の単位であるＳ

ＧＰ（ＬＮＰ，ＴＳＰ，ＣＳＰの総称）モジュールではでは二重化構成, C N P

モジュールでは各１台のプロセッサ内の処理であり，モジュール内の閉じた故障

処理は故障を検出してもマルチプロセッサを意識することなく，実績を積んだシ

ングルプロセッサの故障回復技術が利用できる．

　二重化予備のＳＧＰは熱予備運転形態をとるため単に予備への切替えを行う．

すでにメモリが汚染しているなどでプログラムが正常に走行できない場合，予価

切り替えだけでは回復が不可能である．　このような場合には現用と予備を共に

停止して，上位に停止したことを報告する．

　Ｎ＋1予備構成をとるＣＮＰでは，予備を含めて全装置を通常は運用状態にし

ており，予備八:の切り替え･はない．　プロセッサおよびメモ.リの故障では自プロ

セッサが単に停止し，上位に停止を報告する．　この階層でのＣＮＰの故障処理
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図6.3　故障処理の制御の流れ

はＣＮＰ自身の故障処理より　むしろ付属するＩＰＣやＣＭの故障処理が有効にな

る．

　I P C, CMはすべてのプロセッサの共通装置であるが，プロセッサ故障と同

様に故障を検出したモジュール内で故障処理を行う．　これらは受動的な装置で

あり，故障を検出したプロセッサの付属装置として扱える．　ただし，個々のプ

ロセッサが独立に共通装置の切り替えを行うと混乱を起こすので実質的な処置は

後述するＭＣＰ（マスタプロセッサ）とよぶ１台の特権プロセッサを利用する．

局所処理階層で他のプロセッサを利用することは概念上は矛盾に見えるが, M C

Ｐは各プロセッサから見ればむしろ付属する受動的な故障切替え手段である．
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3.2.2　マスタプロセッサによる故障処理階層

（1）故障処理機能の集約

　個別モジュール内に閉じた故障回復が困難な場合は局所処理を超えて，システ

ムを一元的に扱うＭＣＰにより故障回復を行う．　ＭＣＰは故障回復における複

数プロセッサの競合を防ぐものでシステム内に同時に１個のみ存在する．　また

ＭＣＰは階層化構成により個々のモジュールの内部を意識せず，１個の回路と考

えて制御する．　ＭＣＰは複数装置間の組合わせである系構成を確定し，装置間

接続ルートのフリップフロップのオン／オフや他のプロセッサの起動，停止など

をプログラムで実施する．

　ＭＣＰ用ハードウェアは単純な機能であり，全ての局の基本構成として存在す

るＣＮＰがハードウェア機能を具備し，そのうちの１台だけがソフトウェア機能と

してＭＣＰ権限を持つ．　ＭＣＰの権限を持つＣＮＰが故障したときは他に故障

の影響を与えないよう直ちに停止し，次にＭＣＰになるべき予定のＣＮＰを決め

ておきプログラム論理に基づいてＭＣＰの権限の移譲を受ける．　なお, M C P

となっているＣＮＰも通常は他のＣＮＰと同様，呼処理を行っている．

（2）故障処理機能の内訳

　下位階層で自己再開が不可能なモジュールは停止することとした．　この階層

では停止したプロセッサをＭＣＰが検出して故障処理を行う．

　プロセッサが停止した場合には極力システムを稼動状態に維持する観点から，

この原因をまずプログラムバグと考えプログラムバグ対策をとる．　高集積化に

よるハードウェアの高信頼化によリプロセッサが停止する場合にはハードウェア

の故障よりもプログラムバグの可能性が高い．

　プログラムバグに対する故障処理は，具体的には停止したモジュールの初期設

定を行う（充分デバッグを行ったシステムにおいては極めて稀に発生する現象の

組合わせによリバグが顕在化するものであリ，通常は端末を含む初期設定によっ

て通常はこのバグ顕在化の要因を除去できる）ことにより可能である．　その後

ＭＣＰはファイル装置からのプログラム引上げと停止したS G P, C N Pの再起

動を行う．　ＭＣＰはこの初期設定の履歴を保存し，再度故障が生じたときハー

ドウェア故障と認定し，疑わしい装置を固定的に停止させる．
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（3）故障処理アルゴリズム

　故障処理アルゴリズムとしてローテーション方式と呼ばれ，既存の交換方式に

既に導入された考え方(80)を用いる．　故障が検出される度にあらかじめ決めら

れた手順で全ての系構成の組合わせを試み，故障装置を除いた系構成が存在する

かぎり，いつかはこれに到達することを保証する．　故障状態が論理的に波及す

るなどから故障原因を間違って特定し，故障からの復帰が不能となる場合に備え

たものである．

　ローテーション法は故障除去のアルゴリズムとして有効であるが，マルチプロ

セッサは系構成の組合せが多いため単純にローテーション法を導入すると故障回

復までの時間が長くなる．　このためローテーション法を以下のように修正する．

第一の考え方は最も疑わしい装置を最初に取り替えることである．　例えば,通話

を運ぶＰＣＭキヤリヤのクロックがスイッチ系の故障で乱れたことを中継信号装

置で検出したときはスイッチ系と中継信号装置間に被疑範囲がまたがるが，まず

故障確率の高いスイッチ系の機能ブロックを取り替える．　しかし，故障が除か

れないときは次に信号装置の機能ブロックも予備に切り替える．

　第二の考え方は他に与える影響が少ない装置を優先的に切り替えることである．

例えばＳＧＰとＩＰＣの間で被疑箇所の指定が困難な故障が生じた場合，故障範

囲が限定されるＳＧＰを先行して切り替える．

3.2.3　ハードウェア支援による故障処理階層[79 1

　次の上位階層としてプログラムの正常実行を監視し，ソフトウェア制御を回復

するハードウェア支援階層すなわちマルチプロセッサ用緊急制御回路（ＭＥＭＡ）

を設ける．　M E M Aは図6.4のように全ＣＮＰの停止を検出して新たなＭＣＰを

選定し，起動する機構をである．　ソフトウェア制御能力喪失に対して動作する．

　下位階層では少なくとも１個のＣＮＰが生き残っておれば，これがＭＣＰとな

リ，プログラム制御の下で他のプロセッサの再起動等により系構成を確立し，故

障が回復がなされるものであった．　しかし，共通メモリを介した故障状態の波

及等によりM C P , C N Pの全てが故障を検出し，停止する可能性がある．　Ｍ

ＥＭＡはＭＣＰを核としたプログラム制御による自律的回復を支援するものであ

る．
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　M E M Aはシステム再構成の核であ

リ，高信頼でなければならない．　こ

の観点から極力回路規模を小さくし，

故障率を下げる工夫が必要である．

これに対し，故障処理を階層化し，下

位階層でプログラム論理を利用したこ

とによりM E M Aにはプログラムの動

作を保証する機構を設け，プログラム

を起動するだけで機能実現が図れる．

　具体的には全プロセッサの停止を検

出するアンド回路, M C Pになるべき

ＣＮＰを選択するカウンタ, M C Pを

起動する微分回路で構成することがで

きる．

図６．４　M E M A機能の概要

　M E M Aは故障プロセッサを認識せずカウンタの値によてＣＮＰを順に選定し，

ＭＣＰとして起動すればよい．選択されたＭＣＰが起動不能な場合は再びMEM

Ａが動作し，歩進されたカウンタで次のＣＮＰがＭＣＰとして再起動される．

初期設定により故障の残骸を消し，新たな系構成を選定しつづけれぱ故障装置を

除外した系構成に達する．

　このようにして故障を除いた系に到達すると，数あるプログラムルートの中で

も運用開始前にすでに検証した故障回復ルートをたどれる．　従って確実な故障

回復の保証ができる．

3.2.4　外部監視支援階層

　ローテーション法によれば故障が検出される限りM E M A, M C Pを利用して

故障原因が除去できることを示した．　しかし，故障検出機構が十分でなければ

ローテーション機構を起動できないし，故障回復を保証しえない．　経験的には

設計者の思考による合理的手順を確立すれば十分であるが，完全である証明は出

来ないし，バグの可能性もありうる．　このため制御システムの外部に故障検出

の最終手段を具備する．

-175-



　故障検出の最終手段として外部監視回路（Ｅ ＳＥ: Emergency Supervis ion Cir

cui t)を設ける．　これは交換機の端末として動作し，自動的にかつ定期的に発呼

し，交換機がこれに応答しなければ故障と認定するものである．　交換機全体の

正常性を交換機とは独立に総合的に監視するものであり，最上位の階層である．

もし発呼に対して応答がない場合は前記のM E M A回路の起動を行う．

４ ＨＨ

　階層化思想に基づき，故障装置が除去できた後は確定された系において呼処理

再開のためのメモリ論理的設定や端末のハードウェア初期設定を行なわなければ

ならない．　この処理を再開処理と呼ぶ．　再開処理は故障処理の段階に応じて

以下の遷移があり，これを図示したものを図6.5に示す．

4.1　罹障点復帰再開

　罹障点復帰再開は故障を検出した時点に実行中の命令番地に復帰し，処理の連

続性を保証するものである．　熱予備運転を行っている二重化予備構成の装置を

対象とする．　熱予備装置への切り替えは極めて短時間であり，再開処理も少量

のプログラム実行で完了するた

め，この再開処理で回復する故

障についてはサービス中断時間

は無視できる程度に小さい．

4.2　個別再開処理

　熱予備運転を行っていない場

合や単純な切り替えで回復しな

い場合にはモジユールに閉じて

初期設定再開を行う．　この再

開処理はソフトウェアバグが故

障原因である可能性を考慮した

ものである．

二重化予備モジュール群 負荷分散

ユール群

CN P

和
一
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個別再開処理 Ｓ２

全プロセッサ停止

全系初期設定再開処理
Ｓ３

図6.5　再開処理の遷移図
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　他のモジュールは個別再開の間も無関係に正常な処理を続ける．　ただし，初

期設定中のモジュールヘの他からのアクセスは禁止し，極力影響を小さくする．

　複数モジュールにまたがって処理され，矛盾を生じる呼（たとえば, L N Pが

発呼側で初期設定されればその呼に対応するＴＳＰ側も中継線の解放がなされな

ければならない）には故障回復後，両モジュールが同期をとって呼の状態の合理

性を検査し，個別に回復処理を行う．

　この再開処理の中の大きな処理はファイル装置からのプログラムの引き上げ，

呼情報用データの初期設定，さらにＳＧＰでは通話路系装置初期設定がある．　局

条件等により　これらの内，いずれかがサービス中断時間の支配項を占める．

4.3　全系初期設定再開

　故障処理が全系にわたる場合のシステム全体に渡る初期設定再開である．　こ

の全初期設定の間はシステム全体の呼処理が中断される．

　中断時間の支配要因は個別再開処理と同様である．ただし，中断時間の短縮の

ためＭＣＰにより起動されたプロセッサは自モジュール内のメモリ初期設定，通

話路初期設定などを並列に行うため，各要因およびモジュールの最悪のものに支

配される．

５，Ｈ

　故障処理については故障からの回復の確実化と，これに伴う中断時間の最小化

が目標である．　このうち確実な故障回復の考え方と回復手順は既に示した．

次の課題はこの確実な回復手法が中断時間の増大を招かないかにある．　従って

ここでは故障回復に伴う中断時間の大小を評価する．　評価にあたっては個々の

回線からみた統計的期待値を用い，また，図6.6のように構成を単純化し，各種変

数をパラメータ化して議論する．　プログラムの処理法など機能的な面は重視す

るが，実現世代の特定の部品技術に制約された絶対値を扱うのでなく，マルチプ

ロセッサの性質を議論する．
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（ａ）マルチプロセッサ構成

-●

（注）　添字Ａは二重化予備

構成の現用側を憲味する

　　　（b）　シングルプロセッサ構成

図６．６　評価対象のシステム構成

５。１　評価パラメータ

　評価にあたって以下のパラメータを用いる．

　ＵＥ：構成装置の集合

　　　　マルチプロセッサでは

　　　　Ue= { (SGP,0 .SGPii),･･,(SGP 。SGP i),(IPC0 ，IPCi),(CNP, ,CNP2 ，

　　　　　　　　　･･,CNP .,),(CM0 ,CMi))

Ek
Ｓ
＠

ei
●

●

ｅ
・

　
１
１

Ｃ
／
３

Ti ≫i

　
１
　
・
‐

　
ｅ
　
　
ｅ

　
―
－
　
Ｉ
－

ｔ
　
Ｒ

　シングルプロセッサでは

　Ue　= {(CPa ,CPi))

　となる．　ここで，０　内は対をなす装置群を示す．

サービス可能な系構成（k＝1,2，‥ｎ）

E,に組込まれている装置

故障後の再開フェーズ(i=l,2,3)

＠
＠
　
ｅ
ｌ
　
Ｓ
一

SIに至る装置eiの平均故障生起間隔

各フェーズの再開処理時間

ｅ,によるSIでの故障波及度(特定故障で故障中断に遭遇する回線
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４
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再

一
～

　　　　数と全回線数の比）

ＲＥ：　ある端子から見た中断に遭遇する確率

ＲＥｌｕｌｔｉ，ＲＥｄｕ。：　マルチ／シングルプロセッサ各構成に対するRE.

RE, ･mu1tI> REi.du。：　再開フェーズSiに対すやREniu 1 t I≫ REhu
d

　なお，ここで再開フェーズとは図6.5における再開処理の段階を略称したもので，

罹障点復帰処理をSi ， 個別再開処理をS2，全系初期設定再開処理をS3とする．

なおシングルプロセッサ制御方式ではプロセッサの部分構成がないため罹障点復

帰再開処理の後は直接全系初期設定再開処理に跳ぶ．

　各フェーズの再開処理時間は後述するように装置種別による差分が少なく，一

定と近似すると，各構成のREは以下のように表わされる．

ＲＥｌｕｌｔｌ＝ＲＥＩ．ｌｕｌｔｉ　＋ＲＥ２．１ｕｌｔｌ　＋ＲＥ３．１ｕｌｔｌ

　　　ただし

　　　　　/RE.1｀ｌ｀Jltl°e

l

とp.
(Rl

.0
j"

ti .0 . /Ti .o‘）’

　　　　　RE2“”jl゛1’e

l

ﾐﾃ

Ｅｋ

（Ｒ２
’゜Ｓ

°ｔ２゛ｅｌ／Ｔ２’ｅｌ）

　　　　　RE3. BU I t i =
ei Ek '

t3’゜i/T3’゜i）’

REduD　　’ＲＥＩ．ｄｕ，＋ＲＥ３．ｄｕｏ

　　　　ただし

　　　　　　ＲＥＩ．ｄｕ，゜Ri. cp　ti . cp /Ti . cp　ｇ

　　　　　　ＲＥ３Ｌｄｕ。゛Ｒ３．ＣＰ　^3,CP/T3.CP　。

(6.1)

(6.2)

5.2　評価の前提

　以下の前提を設け,宍更に個別のパラメ一一タに対しては各小節に述べる仮定によ

り議論する.

（1）マルチプロセッサでは装置数が多く，故障と故障回復の組合せ数は極めて多い

　　が，ここでは多重故障などの確率の低い特殊な処理ルートはあらかじめ除いて

　　議論する.

（2）交換機の規模は収容回線数を単位として線形増加するが，ここではマクロな議

-179-



　論としてＳＧＰ、ＣＮＰの台数で量子化して議論する.

(3)中断時間の支配項は４章で述べた再開処理時間であり、図6.6の再開処理遷移

　に基づいて評価する．

5.2. 1　故障波及度

　罹障点復帰とMCP支援による個別初期設定の段階ではＳＧＰモジュールの故障に

対して１モジュールのみ影響を受ける．　従って. Kl .SG。R2 .SGPはSGPモジュ

ール数との比で1/ｍである．　なお，各ＳＧＰの扱う回線数はそれぞれ異なる可

能性があるが，ここでは同量と仮定している．

　ＣＮＰ故障による影響は極めて少なく，R2.c｡9＝Oとできる．　ＣＮＰの故障発

生の瞬間には処理中の呼のみが罹障するが, C N Pに滞留する呼は一時には１呼

のみであり，全体量から無視出来る程度に小さいことによる．　また，通常の処

理能力を満たすｍ台に加え，予備を加えたｍ＋1予備のモジュールが動作してお

り，単一故障の仮定の下では影響は生じない．

　全初期設定再開はシステム全体に影響を与え，いかなる装置eiの故障に対して

も^3 .o
I °

1 となる．　　また･シングルプロセッサでは常に全システムに影響を与

え. Ri .cP＝R3.cP＝1である．

5.2.2　中断時間の仮定

（1）　中断時間の支配要因

　前述のように故障に伴う中断時間は再開処理フェーズSI，S2，S3が支配要因とな

る．　　このうち，SIに相当する二重化予備モジユールでの熱予備装置への切替え

は短い時間であり，無視できる．　また，シングルプロセッサでは個別処理　S2

は存在しない．

　ここでマルチ／シングルプロセッサの中断時間を相対比較するため中断時間の

比ITRを求める．　個別再開に対してはITR-tg.sGμt3.cP，全系再開に対しては

ITR-to . niu1 t i / t3 . CPである．　なお. to . SQpはマルチ,プロセッサの再開フェーズ

S2のうち有意なＳＧＰの故障に対する再開時間，t3 .inu1 t iはマルチプロセッサの

S3を起動する構成装置の故障に対する再開時間> ^3 , CPはシングルプロセッサのＳ

３に相当する再開時間である．
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　S2，S3の中断時間の主要な要因には下記のものがある．

通話路系初期設定時間

　距離が長く電気容量の大きい加入者線にからむハードウェア初期設定は個々の

初期設定を少電流で徐々に，しかも直列に行う必要がある．　ただし，通話路装

置はビルディングブロック化されており，ビルディングブロックモジュール間で

は並列に処理される．

　この要因による初期設定時間は規模によらずモジュールごとの初期設定時間で

規定され，t2.sG，＝t3 . rau1 t i ― t3.CP = kn (kp:一定）を最大値とできる．　従っ

て，ITR＝t2.sGP/t3.cP＝t3 . nultl/t3.CP-lである．

メモリ初期設定時間

　電子交換機はハードウェアの状態をメモリ上に写像して論理処理を行っており，

通話路の状態と通話路の状態を示すメモリ内容を一致させる必要がある．　この

初期設定時間は局規模すなわちＳＧＰ，ＣＮＰ台数に比例する．　呼当たりの処理

量はＳＧＰ，ＣＮＰでほぼ２分されていることからS G P, C N Pの現用モジュー

ル数をそれぞれｍ台，初期設定対象のメモリ量をそれぞれk．（一定）とすれば，初

期設定対象の総メモリ量は2k ・ ｍとなる．

　個別初期設定は単位モジュールを初期設定すれば良く，t2,sG，＝kl・ｒ（rは

平均命令実行時間に比例する値）である．　全初期設定でも各モジュールが並列

に行うと近似すれば，t3 . nu 1 t i　＝kl・ｒである．

　シングルプロセッサ方式ではマルチプロセッサ最大規模の2M台分の能力のプロ

セッサを用いる．　これにより総規模のメモリを初期設定するため　t3.cP＝

kl°ｍ・ｒ/Mである．　　従って，この場合はITR=t2.SGp/t3.cp-t3.niult i /t3.C。

= M/inである．

ファイル転送時間

　各プロセッサのメモリ上の破壊されたプログラムをファイル装置から再読みだ

しする必要がある．　転送時間は転送パスのスループットとプロセッサ台数によ

って規定される．　ここでプログラム量はＳＧＰ，ＣＮＰに2分割されるとし，各

プロセッサ１台への転送時間をk八一定）とする．　また，シングルプロセッサで

も同一転送手段を用い, S G P, C N Pを合わせたファイルが転送されるとする．

　それぞれの転送時間はta.SGP = kf,　^3 . nu 1 t I - 2ni・ kf, ta , cp ~ 2kfであ
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る．　従って，この場合は個別再開ではITR =t2.SGp/t3.CP=l/2,全系初再開処理で

は　ITR = t3.≫Miti /t3.cp=niである.

（2）実現結果による確認

　中断時間については実験システムでの実現結果を得ており，これにより上記議

論の妥当性を確認する．　マルチ／シングルプロセッ.サの中断時間相対値ITRの

実現結果と実験システムに合わせてM＝8とした中断時間モデル評価（全系初期設

定分）を図6.7に示す．

　個別初期設定による中断時間は各種のＳＧＰのいずれでもメモリ上の呼設定デ

ータの処理が支配要因で，規模ｍの増加に対し，１以下で漸減し，マルチプロセッ

サの方が相対的に有利となる．　マルチプロセッサでは各ＳＧＰが並列に処理す

るのにシングルブロセッサでは１台のプロセッサで処理するため１台で処理すべ

きデータ量が増大することによる．

　全初期設定ではＳＧＰへのファイル転送時間が支配項であり，規模によらず２

程度でほぼ一定である．　前記の仮定でファイル転送時間はプロセッサ数に比例
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図6.7　マルチ／シングルプロセッサの中断時間比率
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するとしたが，実験システムはプロセッサ数には比例せず，機能分担のプロセッ

サ種別数には比例している．これはＳＧＰとしてL N P, T S Pの２種の典型的

な交換機で，転送手段として種別ごとに複数ＳＧＰへ放送形式を用いることにし

たためである．

　個別初期設定，全系初期設定ともモデルから大きく外れるものではない．

5.2.3　故障原因と生起頻度

　実際のシステム設計では対案ごとに実績データを積上げて比較するが，ここで

はマルチプロセッサの性質，傾向を示すための議論であり，以下の仮定を設ける.

(1)ハードウェア故障

　シングルプロセッサ制御方式との比較のため，第V章と同様にプロセッサの平均

故障率とパフォーマンスの関係が必要であるが，ここでも前章と同一の仮定を行

なう．　すなわち式(5.6)からマルチプロセッサの最大規模相当の能力のシングル

プロセッサの故障頻度は

1/MTBFcp　= aa (2M ・ PcNP )゜

　　　　　　= (2M)VMTBFcNP= (2M)゜/Tf .CNP (6.3)

なおTf.e.は装置ｅ.の平均故障間隔である．　またＳＧＰとＣＮＰでは同種のプ
　　　　　Ｊ　　　　　　Ｊ

ロセッサが用いられるためTf .CNP = Tf.SG。共通装置も設計結果の金物規模か

ら第V章と同様≫ Tf.1 PC = Tf . CM - Tf .CNP *2とする．

（2）　ソフトウェアエラー

　通常，ソフトウェアエラー（バグの顕在化）の出現頻度は走行する命令頻度に

比例すると考えられる．　また電子交換機の運用結果ではＣＮＰ規模のプロセッ

サのハードウェア故障発生率とソフトウェアのエラー出現率はほぼ同程度であり，

これを前提とする．　すなわち, S G P, C N Pのソフト／ハードウェアの故障

とも故障発生間隔をTf .CNPとする．　なお，シングルプロセッサではマルチプロ

セッサの最大能力すなわち, C N Pの2M倍の最大能力を有するが，局規模に対応

した実効的に命令走行数はＣＮＰ，ＳＧＰの合計2m台相当である．　同様にC N P
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も通常ｍ+1が稼動しているが，有効な命令実行数はｍ台分である．

5. 2.4　故障回復フェーズの遷移

　以上の条件および仮定から求めた故障処理の遷移を遷移確率と中断時間ととも

図6.8に示す．　なおSI以降へ･の遷移の原因には故障処理プログラムのプログラム

バグとハードウェアの多重故障が考えられるが，多重故障の生起頻度は数オーダ

低いため省略した．　シングル／マルチプロセッサ両構成のデバッグは両者とも

同程度の試験項目によって管理されており，従って同程度のデバッグ精度が保た

れるとする．　これにより両者の次フェーズヘの遷移確率を一律にＶと仮定する．

またローテーション法は故障装置を,除外しうるまで全系故障処理を繰り返すが，

ここでは既述のように故障の可能性の高い装置にあらかじめ重味づけした優先付

きローテーション法を用いていることから，単一故障時にはほぼ１度で故障回復

するとした．

5.3　故障処理中断遭遇比率の具体化

　ここで両構成のRE　式(6.1)，(6.2)を図6.8に従って変形し，比較のため，

R＝REmｕ l ti /REdu ，とおくと以下になる．　なお，故障波及が少なかったり，滞留

時間が極めて短い再開フェーズ(図6.8の点線部)は省略している.

(ａ)通話路系初期設定が支配項の場合

Ｒ　＝{３(ｍ＋1)Ｖ＋1}/{(2M)゜Ｖ＋(2m)}

(b)メモリ初期設定時間が支配項の場合

R＝{3(ｍ＋1)Ｖ＋1}(M/ｍ)/{(2M)゜Ｖ＋(2m)}

(ｃ)ファイル転送時間が支配項の場合

R = { (6in2+4iii +l)v + l)/2/{(2M)°v十(2in)}
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5.4　シングル／マルチプロセッサ方式の比較

　次にマルチプロセッサの特徴である局所化の割合(Ｖに対応)をどの程度にす

ればマルチプロセッサが有利になるかを議論する.‥　このため，両者のREが等し

いR＝1となるｍとＶの関係をもとめると以下になる.

(ａ)通話路初期設定が支配項の場合

　　　　Ｖ＝(2m-1)/{3(ｍ＋1)－(2M)゜}　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(6.4')

(b)メモリ初期設定時間が支配項の場合

　　　　v=(2iii2-M)/(3M(in+l)-in(2M)゜}　　　　　　　　　　　　　　　　　　(6.5')

(ｃ)ファイル転送時間が支配項の場合

　　　　v=(4in-l)/{6ni2+4m+l-2(2M)゜}　　　　　　　　　　　　　　　　　　(6.6')

5.5　計算結果

　典型的な中断時間　３支配要因，実験システムの実現結果に基づいて数値計算し

たものを図6.9に示す．　ここでシングルプロセッサの能力をＣＮＰ，ＳＧＰの最

大モジュール数の合計2M =16とし，故障率に関係するｑをq＝O(性能によらずプロセ

ッサの故障率は一定). q=l/2(グロシュの法則程度), q=i(故障率は性能に比例)の

3条件を仮定した．　プロットした点の下部がマルチプロセッサ有利領域で，Ｖが

この値より小さければマルチプロセッサの方が有利となる．

5.6　考察

　特徴を明確化するためのモデルを扱っており，絶対値を議論することは意味が

ないが，図6.9の傾向からシングルプロセッサに対するマルチプロセッサの故障処

理中断時間の影響度について以下のことが言える．

中断時間を支配する各要因に関する考察

(1)メモリ初期設定が支配項の小規模領域を除き，マルチプロセッサが有利とな

　る領域が存在する.

(2)通話路初期設定時間が支配項のとき比較的大きなVに対し，マルチプロセッサ

　が有利となる.　q＝1では計算結果がV〉1となるように，マルチプロセッサが全
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　　　悟：通話路初期設定

　　　十：メモリ初期設定

　　　中　ファイル転送
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m

図6.9　シングル／マルチプロセッサ故障中断時間の等価境界

　　面的に有利となる．　中断時間が両構成で同一であるのに対し，マルチプロセ

　　ッサでは故障波及範囲が限定されること，q＝O以外ではシングルプロセッサの

　　故障率が大きくなることによる.

（3）メモリ初期設定時間が支配項のとき，小規模ではｖが極めて小さく，全初期収

　定への移行率が小さくてもマルチプロセッサの方が不利となる可能性がある．

　小規模領域では初期設定すべきデータが少ないのに高速のプロセッサで処理す

　るため中断時間が短いことによる．　システム設計で留意すべき点である．

　大規模領域では単位プロセッサの性能は低くても並列に処理する効果が現れて
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　来てマルチプロセッサ有利領域が増大する.

（4）ファイル転送時間が支配項のときは規模の増大とともにマルチプロセッサ有

　利領域が減少する．　ファイル転送をプロセッサごとに直列に行なうと仮定し

　たこと，交換機規模が増大したことによりファイル転送すべきプロセッサ数が

　増大することによる．

実現例に関する考察

（1）実現したシステムの例ではモデル評価の通話路初期設定支配項と同様の傾向

　となる．　初期設定時間がほぼ一定であることから当然の結果である.

（2）q＝O,q＝1/2では規模増大とともにマルチプロセッサ有利領域が増大する．

　これは局所故障処理，個別再開により影響範囲を限定しうることによる．　す

　なわち，規模増大とともにマルチプロセッサの故障波及度Rが減少するものであ

　る.

（3）q＝1では逆に規模増大とともにマルチプロセッサ有利領域が減少する．　シ

　ッグルプロセッサ方式では小規模でも高性能のプロセッサを用いることにから

　相対的に故障率が高いが，規模増大とともにマルチプロセッサの故障頻度も高

　くなってくることによる．

マルチプロセッサの有利性に関する結論

　いずれの場合も故障処理の次フェーズヘの遷移を数回に１回程度とすればマル

チプロセッサが有利になる.　DTSディジタル交換機では，故障波及を防ぎ，故障

処理フェーズの進展を抑える狙いから，他プロセッサからの通信に対し呼処理の

レイヤで呼の状態の合理性を検査するなど考慮している．　従って，この遷移率

は十分実現可能な値と考えらる．　また経験，運用実績を積むことにより更に改

良されていくものである．

　以上のように故障処理の面でもマルチプロセッサ制御方式は従来から用いられ

て来たシングルプロセッサ方式よりも有利になりうること‥が分かる．
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６　　咄普　，旧，

　マルチプロセッサは必要な処理量に応じてプロセッサを追加出来るため，幅広

い規模分布や長期に渡る維持管理が必要な交換機に対し，統一機種化が図れ，望

ましい方式である．　しかし，複数のプロセッサが並列に走行するため，故障時

にはこれらの干渉を排し，確実な故障回復が求められる．　この観点から故障処

理の階層化を図り，極力故障回復の迅速化をはかるとともにサービスを実現しう

る系が存在する限り，その系に確実に到達し，呼処理への復帰を図りうる手順を

実現した．　また，この故障処理によるサービス中断の影響を評価する定量化の

１手法を示し，部分的な故障処理で故障回復を図り，全初期設定を極力少なくす

れば故障処理の観点からもシングルプロセッサ方式に比べ，サービス性が向上す

ることを示した．

その内容は以下のように要約される．

（１）故障処理の階層化

　マルチプロセッサの複雑な故障処理を以下の４階層の故障処理で故障回復を確

実化する手法を示した．

　　局所故障処理：　故障を検出したプロセッサが個別に故障回復を行なう．　　－

　　マスクプロセッサによる故障処理：　プロセッサ全体の中で11個の特権プロ

　　セッサを設けてソフトウェア処理で故障回復を行なう．

　　ハードウェア支援故障処理：　全プロセッサが停止したことを検出して新た

　　な特権プロセッサを指定するハードウェア機構を起動する．

　　外部監視支援故障処理：　定期的に交換機の端末と同様の発呼動作を行い，

　　交換機全体の正常性を監視し，異常時マスクプロセッサの再選定と起動を行

　　なう．

（２）再開処理の具体的手順

　マルチプロセッサの故障からの再開処理として以下の３種類があり，故障から

のサービス再開にいたるまでのサービス中断では，再開処理時間が支配項である

ことを示した．

　　罹障点復帰：　故障を検出した命令に復帰する．　　-

　　個別再開処理：　故障を検出したプロセッサのみの再開処理を行なう．　　-
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　　全系初期設定再用処理：　　システム全体の再開処理を行なう.

(3)評価

　故障要因としてソフトウェア，ハードウェアの故障を規定し，バグの顕在化に

よるソフトウェアの故障は処理規模に比例し，ハードウェアの故障はプロセッサ

の性能との相関性を規定したモデル化を行なった．　また，上記の故障処理に基

づく故障遷移と確率を明かにし，故障遷移モデルを示した．　また，故障中断時

間として通話路初期設定，メモリ初期設定，ファイル転送時間が支配項になる可

能性が有ることを示し，その中断時間を求めた．　これらを総合し，シングルプ

ロセッサとマルチプロセッサの故障による中断時間を比較した．

　その結果，

①マルチプロセッサでは故障波及を防ぐことにより既存のシングルプロセッサよ

　りも中断時間期待値を小さくできる．　マルチプロセッサはサービス中断時間

　を小さくできる.

②マルチプロセッサでは単一プロセッサに閉じた故障は多いが，システム全体に

　影響を与える故障は少なく，規模別信頼度規定の考え方に適合する．
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第VII章　分散伝達方式の展ｒ8¨~[861

1，斜

　前章まででディジタル交換機の実用化に併せて進めた交換機用マルチプロセッ

サの確立について述べた．　本章では実時間処理，超多重処理，２４時間無休止

高信頼を特徴とするマルチプロセッサ制御方式の確立以後の交換機制御方式の動

向について展望する．

　ディジタル交換機においては，現在ＣＣＩＴＴ（国際電信電話諮問委員会）の

ＩＳＤＮ国際標準（Ｉシリーズ）が導入されており，加入者までのディジタル１

リンク化が実現された．　ディジタル交換機の次の課題は高速ディジタル通信サ

ービスの確立と考えられる．　高速通信サービスは，現在はビジネス利用に特化

して，専用線サービスとして提供されている．　しかし通信サービスは不特定多

数間の任意の通信を可能として社会基盤としての役割を果たすものであリ，高速

通信サービスも当然大衆普及へ拡大して行かなければならない．

　シースについては近い将来実現可能な数１００ｋゲートの集積能力の利用が最

も大きなインパクトとなる．　１０ｋゲード台のＶＬＳＩ素子は装置として構成

されたものをオンチップ化可能とし，マイクロプロセッサの一大普及を推進して，

情報処理の大衆化を実現した．　次に来るＵＬＳＩは，１００ｋゲート台の集積

能力を実現し，ディジタル交換機のオンチップ化を可能とする．　大衆普及力を

有する高集積技術のインパクトを通信網では高速通信サービスの大衆普及化に利

用すべきであろう．　歴史的に見ても，高集積技術は全く新しいものを生み出す

力はなく，実現可能ではあるが高価なものを経済化させ，大衆化させることにイ

ンパクトを与えてきている．　高速通信サービスはまさしく実現可能であるが，

高価なものの代表である．

　本章では以上の考え方により，まず高集積技術によって交換機の小型経済化が

可能かどうかを検証する．　次に高集積技術の最も大きなインパクトである小型

経済化をシステムにどのように活かすかを議論する．　また，システム構成イメ

ージを示し，高速サービス実現に向けた網へのインパクトを述べる．　さらにオ

ンチップシステムの実現に向けたシステム検討の一手法を提案する．　最後に今

後研究すべき残された課題について述べる．
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2,高集靴による交換機の祠･融化の雌性

　VLSIプロセッサでは回路規模の９０％がＬＳＩ化されながら，低集積のＳ

ＳＩやＭＳＩが多く，ＩＣ数比率では５％がＬＳＩ化されているに過ぎなかった

ことを第IV章5.6節で示した．　これは今後高集積技術が更に進展してもシステ

ム全体の小型・経済化が十分には達成できないことを暗示している．　交換用プ

ロセッサにとって高集積技術が進展してもＳＳＩやＭＳＩを多用せざるを得ない

のは装置間のインタフェースが多いことが原因である．　さらに装置間インタフ

ェースの多い原因は２４時間実時間サービスを提供するための複雑な予備構成に

大きな原因があることが解っており，この観点からまず予備構成の問題を議論し，

小型化への道程を示す．

2.1　予備構成単純化による小型化

　交換機は２４時間サービスシステムである．　このため，部品の故障に備えて

予備を具備する．　予備は交換機の構成に必須であるものの，常時のサービス提

供には必要がなく，性能や経済性の達成の観点からは足かせとなる．　したがっ

て，有効な予備構成方式の確立は交換機設計上，常に大きな課題である．　ここ

では部品技術の進歩に影響を受けた交換機の予備構成の進化の経過を分析し，今

後の予備構成方式の動向を推測する．

（1）予備を具備する範囲

　予備切り替えは人間による故障部品の取り替えよりもはるかに高速に故障の影

響を除去できるため，適切に予備対象範囲を設定することは交換機の高信頼化に

貢献する．　ここでは空間分割電子交換機とディジタル交換機との予備対象範囲

の差について構成部品高集積化の観点から振り返る．

（i）空間分割電子交換機の予備対象範囲

　通話路に電磁部品を用いた空間分割電子交換機は図7.1に示すように構成要素を

通話路系と制御系に分解でき，さらに通話路系は通話路部と駆動部に分解できる．

スイッチやトランクなどの電磁部品を駆動する通話路系駆動部と制御系は複数の
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呼に共通に利用されるが，スイッチやトランクなどの通話路白身は，呼ごとに個

別に利用される．　前者は電子部品で構成され，回路の論理規模が比較的大きい

のに対し，後者は電磁部品や機械部品で構成され，論理規模が小さいという特徴

がある．

　この構成において，電子部品で構成される共通部，すなわち通話路系駆動部と

制御系は予備を具備するが，個別部である通話路は予備を持たない．　予備を具

備すると予備切り替え回路が本体回路よりも大規模化し，予備を設けることがむ

しろ信頼性を低下させる危険性があることから当然の帰結である．

(ii)ディジタル交換機の予備対象範囲の拡大

　ディジタル交換機では規模別信頼度規定に基づき影響範囲の大きな共通部には

極力予備を具備する方向がとられている．　ディジタルスイッチはＬＳＩで構成

され，この故障が与える影響範囲は大きいことによる．　しかも予備を具備する

に際しても，高集積化の進展は以下のように予備の経済的な実現を支えている．

①多重化単位に予備切り替え機構を持てばよく，予備切り替え機構が経済的に実

　現できる．

②高集積部品を利用することにより予備自身も経済的に実現できる．

従来は予備を具備しなかった通話路部にも図7.1(b)のように予備を具備する範囲

を拡大し，高信頼化を図っている．

(iii)予備具備範囲に関する結論

　部品高集積化が予備を具備する範囲の拡大を推進していることがうかがえる．

ディジタル交換機ではBORSCHT等の個別回線対応部を除き，すべての構成要素が予

備を具備するに至った．

（2）予備構成方式の動向

　ここでは高集積化の観点から予備構成方式の進化を振り返る．
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(b)ディジタル交換機

LLN:ラインリンクネットワーク

TLN:トランクリンクネットワーク

TRK:トランク　SCN:走査装置

SCs通話路駆動装置

RC;継電気駆動装置

SD:信号分配装置

SPC:通話路制御共通装置

CC;中央制御装置　nn ; 主記憶装置

CHM:チャネル多重化装置

nscH:マルチプレクササブチャネ

　　　　ル装置

FILE:ファイル装置

１
～
‐
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

一
　
一

LＣs集線装置

LSE:加入者線信号装置

SU:スイッチ

TSE:中継線信号装置

SP-INF : 通話路インタフェース

図7.1　電子交換機における予備の具備範囲の拡大
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(i)問題提起

装置間接続の複雑性

　予備構成単位間の接続は通常，柔軟性に富むケーブルで接続される．　サービ

スを実行する常用系に影響を与えないで，予備に回された故障装置の故障部品の

取り替えを可能とするためである．　装置内の部分的部品の取り替えには電源を

切断してから行なうため電源供給の独立性を保証するだけで良い．　しかし，装

置全体の取り替えを含む大規模な故障修理の可能性もあり，取り外しの出来る予

備装置間のケーブル接続は必須となる．

　さらに交換機はもともと線を繋ぐノートシステムであり，収容する線数の多い

システムであるのに加えて，交換機内部にもケーブル接続インタフェースが以下

のように多量に存在する.

①蓄積プログラム制御方式電子交換機では通話路ハードウェアの状態を制御系主

　メモリに写像してメモリ上で処理するため，絶えず通話路ハードウェアの状態

　を走査しなければならない．　走査や通話路の制御のための情報転送能力の高

　いインタフェースを必要とし，並列度が高く幅の広いインタフェースを必要と

　する.

②このような実時間制御インタフェースが制御系，通話路系の各予備間の交差に

　も適用される.

③主記憶装置に写像された通話路状態の内容は，制御系の故障に備えて予備の記

　憶装置にもコピーを持つことを原則とする．　中央制御装置から現用と予備の

　両方の主メモリに二重書き込みを行なうため，各予備間でも高速のメモリアク

　セスインタフェースを具備する必要がある．

高集積効果の鈍化

　部品高集積化とともに装置の本体論理部は小型・高信頼化されていくが，ケー

ブル接続インタフェースが存在するため，高集積部品を適用してもシステム全体

の小型，経済化の効果は鈍化することになる．　ケーブル接続には信号駆動用に

電力を必要とするため低集積部品を必要とすることが原因である．　交換用V L

ＳＩ処理装置では既存の処理装置に対し，十分な小型・経済化を達成しているも

のの，高集積部品利用率の観点では，回路規模で90削こ達し，ＩＣ数では5%に過

ぎないという例を既に述べた．
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改D20-CP

D6D-CP

D70-CP

１；装置間接続インタフェース回路

図７．２　交換機制御系の予備構成例

　一層の高集積部品技術の進展動向に対し，ＩＣ数でも高集積部品の適用比率，

適用効果を高める方式の確立が必要である．　このためには接続インタフェース

に影響の大きい予備構成方式を改革することが課題である．

(ii)制御系における予備構成の進化の例

　ここでは空間分割電子交換機の時代から進化を続けた制御系の予備構成方式の

動向を復習する．　制御系は電子部品で構成され，空間分割電子交換機の時代か

ら度々の改良が加えられてきた．　予備構成の進化してきた典型例といえる．

　制御系の予備接続法には多くの変種があるが，基本と考えられる予備構成を

図7.2に示した．　ここで両構成の信頼性を大まかに比較する．

部品低集積の極限

　本体論理部の規模が極めて大きくインタフェース部は無視できる･とし，両構成

で修理時間を一定とすれば，信頼性は構成要素の故障率によって決まる

でｎ＋1予備，二重化予備の不稼働率をそれぞれFnM. Fa nとし, cc.単位NMの故障

率をそれぞれｆｃｃ，flとすると
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　ｎ＋1予備構成が高信頼であり，低集積では構成機能を極力細分割して装置を

構成し，小規模予備とすることが望ましい．

部品高集積の極限

　図7.2の近似評価モデルにおいて，高集積化により本体論理部の回路規模は無視

できるほど小さくなる．　この結果，二重化構成では故障率が無視できる程度に

小さくなるが，ｎ＋1予備においては低集積部品を必要とするＣＣのインタフェ

ースの故障率の２乗オーダが残る．　二重化予備構成では高集積部品が支配項で

あり，故障率は無視できる．　二重化予備の信頼性が優れる．

(iii)予備構成に関する結論

　部品高集積化とともにインタフェースを極力削減する観点から単純な予備構成

を指向し，予備構成単位が大規模化する方向へ進んでいる．

2.2　超高集積部品の進展による交換機の小型化

（1）小型化を達成する方式対策

　今後一層の高集積化が進展するとして，ディジタル交換機の小型化の可能性を

検討した．　一般的な交換機のモデルはプロセッサと複数の被制御回路（通話路

等）で構成されている図7.3(i)と考えられる．　このモデルに対し，各種方式対

策の結果，交換機の小型が図られる様子を図7.3(ii)に示す．　ここで横軸はシス

テムに採用される最大規模の高集積素子の集積度をパラメータとしている．　既

存のシステム構成を　そのままに高集積化してもケーブル接続の各種のインタフェ

ース回路が随路となって高集積部品の特徴である小型・経済化の達成には限界が

あることがわかる（図7.3 (ii)のａの曲線）．　このため，前節で得た高集積効

果の活用には予備の単純化と大規模化が有効であるの結論を考慮して以下のよう

に方式対策を採る．　またその効果はそれぞれ図7.3(ii)の対応する曲線で示さ

-197-



（ｉ）交換機ハードウェアのモデル
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(ii)小型化の対策と効果

図7.3　高集積化とシステムの小型化
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（小型化の対策と効果）

　　　　b:各装置の予備単位ごとにあった交差を廃止する．　これによりS S I

　　　　　主体の交差インタフェース回路が削減できる.

　　　　ｃ:複数装置（機能）を一体化する．　ただし，このためには①の予備間

　　　　　交差の廃止が必須である．　これによりＳＳＩが多い装置間インタ

　　　　　フェースの削減が図れる.

　　　　d:被制御装置にプロセッサを配置する．　これにより，受動機能のみで

　　　　　あった被制御装置（機能）が処理機能を含む機能完結したモジュール

　　　　　として構成でき，対外部との通信はプロセッサによる処理結果であり，

　　　　　対外部インタフェースは疎な結合となり，インタフェースの削減が可

　　　　　能となる.

　　　　ｅ:交換機に収容するディジタル回線等の多重度を向上する．　これによ

　　　　　り同一情報を送る物理回線数は減り，回線収容のための低集積ののＳ

　　　　　ＳＩ等が削減できる．

　以上の結果，交換機の中枢部では今後まだ小型化できることがわかる．　ただ

し，加入者交換機では必然的に加入者対応部の単独収容部（ディジタル交換機の

黒電話収容回路BORSCHT等）があり，この部分は回線対応部として現状では議論の

対象外である．

（2）小規模交換機のオンチップ化

　高集積部品を適用しても，その効果が飽和しつつあった交換機構成において，

上記の方式対策により小規模な領域では交換機本体部のオンチップ化が実現され

る可能性がある．　コンピュータにおける１チップマイクロコンピュータのよう

に１チップ交換機が実現可能と考えられる．

　交換機本体をオンチップ化した高集積交換機においては，各予備単位ごとに交

換機能を完備することになる．　各予備は独立に交換動作を実行できる．　この

ため現用と予備とも並行に交換動作を実行し，交換機全体の熱予備化が可能であ

る．この結果，現用と予備のメモリの間で情報を一致させるための命令毎の逐次

的メモリ二重書き込みは不要となり，現用と予備が疎な結合となり，小型・経済
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化が可能となる．　なお，上記は予備を具備することを前提としたが，規模別信

頼度規定の考.え方によれば小規模領域では無予備化の可能性も考慮すべきである．

3,超高集積Ｈの観ﾉづ群へのｲﾝﾊﾟｸﾄ

　前節では方式的工夫をすれば，交換機が今後とも高集積化によって小型・経済

化を達成し得ることを示した．　ここでは小型・経済化の効果をシステムとして

どのように活かして行くべきかを議論する．

3.1　小規模交換機の有効化

　収容端子数ｎの蓄積プログラム制御の交換機では端子当りりのコストは一般に

BORSCHT等の回線対応部のコスト　ａと固定分コスト　ｂを用いて，ａ十b/n (a ,b:定数）

と表わせる．　システムの固定コスト　bが大きいとき図7.4に示すように小規模で

は経済的に不利であった．　今後，高集積部品技術の進展によるシステムオンチ

ップ化などから　このシステム固定分のコストが大幅に経済化され，bが小さくな

る．　ｂが小さくなると端子当リコストの変化は大規模と小規模で大きく変わらな

２

　
　
　
　
　
　
　
１

相
対
コ
ス

ト

０

　　V　　　　　　　　　　Vf V　　　　　　　　･●讐　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　→　χ1000

　　　　　　　　　　　収容端子数　ｎ

図７．４　交換機の規模と端子当りコスト
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くなり，蓄積プログラム制御

交換機の適用可能領域が小規

模領域に大きく移行すること

が図7.4から読み取れる．　コ

ンピュータの世界ではマイク

ロプロセッサの出現が既存の

経済原則，「大規模ほどコス

トパフォーマンスに優れる」

とするグロシュの法則を無能

化した．　大規模ほど有利と

された交換機においても，む

しろ小規模ほど有利になる可

能性がある．

ＳＷ；スイッチ. S G :信号処理，Ｐ：プロセッサ

ＭＭ：メモリ. H D L C :データ伝送制御手順，

ＣＯＭ：伝連情報処理

3.2　大規模交換機の高性能化

　最大規模の交換機をオンチップ化できれば，集積回路の量産性と廉価性により

全ての適用領域を１種の交換機チップでまかなえる．　しかし，現実的には交換

機には常に機能や規模の需要増大を伴い，また現在予想される高集積能力からは

全規模をそのままオンチップ化するのは不可能である．　このため，適用規模に

合わせたビルディングブロック化が必要である．　この場合，オンチップ化した

上記の小規模交換機のように，ソフト／ハードを一体として各モジュール内で機

能を完結化させることが有効となる．　小規模交換機の実装はプリント配線板で

モジュール化して実現し，単純なプラグインで機能・規模の拡大が可能なビルデ

イングブロック化の可能性がある．　この場合も予備構成方式は図7.5に示すよう

に複数モジュールを一体予備とした面予備とし，予備間の交差を少なくすること

が有効である．

　各面予備内ではビルディングブロックモジュール間を裏面配線板上で結合する

密結合により高速な情報伝達が可能となり，大容量な交換機の実現が可能となる．

また，伝達，制御インタフェースを含めてバス形式で結合することにより任意の

モジュール間の通信が可能となリ，融通性に富む交換機が実現できる．　上記バ
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スは交換機能だけでなく，回線終端機能を有する通信処理やパケット機能を有す

るモジュールも付加可能であり，ノード内のISDNバスとも言える．　マイクロプ

ロセッサにおけるVMEバスのように多様なノード機能をプラグイン可能とするため

のバスとして標準化が重要な課題となろう．

3.3　高信頼効果

（1）　システムの高信頼化

　高集積化により部品点数が減少し，故障率が低下してシステムが高信頼化され

ることは自明である．　この他に高集積化には以下のような効果がある．　ただ

し，これらは高信頼化以外の効果を含むが，ここでは高信頼化として整理してお

く．

①システムの単純化とその効果：

　　オンチップ化が達成されれば予備構成がシステム全体の機能を一体とした予

　備単位となり，構成が単純化する．　また少数のプラグインパッケージにより

　大規模システムが実現でき，操作性が向上する．　故障が発生すれば単純に予

　備に切り替えれば良く，故障時の系構成に絡むソフトウェアが簡単になる．

　また故障の被疑対象が少なくなることから故障回路の取り替えも簡単になり，

　短時間で故障回復が図れる.

②オンチップ化による固定化効果：

　　従来サービスを極力安く提供するためには最小規模のハードウェアでシステ

　ムを実現する考えが必須であった．　このため規模比例の金物は極力必要時に

　増設することとしており，交換機においては増設対策がソフトウェアを複雑に

　している一つの要因である．　また故障を想定して各種の例外処理をソフトウ

　ェアは具備している．　この例外処理もソフトウェアの複雑性を招いている要

　因である．

　　しかし以上のようなソフトウェアの複雑性はシステムオンチップ化が可能と

　なると削除できる可能性がある．　システムオンチップが実現されれば従来は

　増設対象とされた信号処理機能などの交換機の内部リソースは予め最大規模，

　すなわち最終設備容量を具備しておくことになる．　これによリソフトウェア
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は最大規模を想定して固定化して設計すればよく，内部リソースの増設に絡む

処理を考慮する必要がなくなる．　またオンチップシステムでは故障が生じれ

ば，運用している現用系全体の故障であリ，自から動作停止するなどきわめて

簡単なソフトウェア処理になる．

　近年の部品技術の進展からハードウェアが高信頼になり，人為操作やソフトウ

ェアに絡む問題がシステム不稼働の大きな原因になりつつある．　このような人

為操作やソフトウェアにからむ問題の解決が重要とされる動向から，ソフトウェ

アの簡明化はシステムの高信頼化に有効である．　さらにシステムが廉価になれ

ば従来二重化程度の予備構成を採用していたが，今後三重予備など予備の多重化

により高信頼化される可能性も考えられる．

（2）加入者線の網構成化による効果

　システムオンチップ化によづて極小規模交換機の経済性が考えられ，従来の電

話局から交換機機能が加入者側により分散していくこととなろう．　この結果以

下の効果が期待できる.

①加入者線交換機はマンホール，ビルなど加入者近くに地域分散され，加入者線

　の短縮が可能になる．　単独加入者線部分が減少し，分散ノードによリトラヒ

　ツク集束が図られ，網コストの低下に寄与する.

②地域分散された極小規模交換機群は網を構成し，加入者線の高信頼化に貢献す

　る．　現在は加入者線ごとに比較的長距離の単独加入者線を引いているため，

　加入者線部分が通信網の信頼性の溢路となっている．　小規模ノートに収容さ

　れた後は網を構成するため，分散ノード間は回線多方路化が図られ，信頼性が

　向上する．

(3)交換機の仕様の簡明化

　交換機にはシステム更改時にも既存の仕様との継承性が求められ，過去の仕猫

の上に新仕様を積み上げ.ていくことから仕様が複雑化していく問題がある．　例

えばその要因の一つがサービス仕様である．　不特定多数を対象とする公衆通信

網ではサービス仕様の継承性が必須とされ，過去のサービスとして利用率が小さ
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くなっても，また一部の地域にわずかに残った場合もサービス提供に向けたソフ

トウェアの維持管理が必要となる．　他の要因としてハードウェアとソフトウェ

アの　は行性の問題がある．　交換機は寿命が長く，長い寿命の間にソフトウェア

やハードウェアの大小の世代交代がある．　このため同一機種のハードウェアが

異なった世代のソフトウェアに対応し，ソフトウェアはまた複数世代のハードウ

ェア機種に対応せざるを得ないという宿命により生じるものである．

　高集積技術を活用した小規模経済的ノートの考え方は継承性を廃して通信網仕

様を簡明化しうる要因となる．　例えば小規模ノートは経済性が高く，初期投資

は少なくてすむ．　この経済性を活かせば交換機の使い捨て，世代交代を容易に

行い得る．　この結果ソフトウェアと同期したハードウェアの世代交代が可能と

なり，ソフトウェアとハードウェアの　は行性の問題が解決できる．　また経済的

なノートが実現できれば既存通信網との接続性を維持しつつ既存の通信網とは並

列に身軽な通信網の実現でき，徐々に新しい通信網に移行できる可能性がある．

4,高速観ｻｰﾋﾞｽの蝕へ向けたﾉづ構成

　ここでは小規模交換機を利用して高速・広帯域サービスを廉価に，また大衆サ

ービスとして実現する方式について考察する．　高速，広帯域サービスは，現在

の６４ｋビット／秒の基本接続サービスよりはるかに多くの網資源を使用する．

このため高速・広帯域サービスを現在の音声通信並に大衆普及化させていくため

には，現在よりはるかに効率的な網資源の運用を図らなければならない．

4.1　小規模加入者ノートによる高速通信サービスの低コスト化と課題

　網資源の効率化の観点からはノートと加入者の間を単独回線で結ぶ加入者系の

効率化が必要となる．　中継階梯は集束されたトラヒックを扱うことから効率は

もともと良い．

　高速サービスの実現に向けては加入者線収容の加入者線交換機の配置を見直す

ことが必要である．　加入者ノートはノードコストと加入者回線のコストの均衡

点に設置されているが，これはメタリック回線と大規模化指向の交換機のコスト

平衡点に適合化されて配置されたものである．　今後高集積化によるノードコス
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卜の低下と高速回線の高価格化が進行し，現在の加入者線交換機の配置点の均衡

は崩れることが考えられる．　特に回線コストが割高になることから非集束の加

入者回線を短縮することが必要になり，小規模加入者交換機を現在の加入者収容

領域内に分散することが必要になる．

　ただし，小規模交換機を地域的に分散すると加入者線の短縮化には大きな効果

を生じるが，逆に交換機の小規模化はノード間の中継回線の利用効率の低下を招

く．　交換機はもともと回線を集約化して回線の設備の経済化を図る役目がある

が，交換機の小規模化では回線集約効果を利用できず，回線効率が低下するとい

う問題が生じる．　小規模分散化を推進する場合，回線利用効率の低下を補完す

る手法の開発が必要となる．

4.2　加入者網の対案

　ここでは小規模分散化された加入者線交換機の回線利用効率等を向上する方式

について検討する．　小規模加入者線ノートを配置する代表的な通信網トポロジ

ーはスター網とメッシュである．　ここでは回線倹約を図る網構成を検討してい

ることから，メッシュ網は検討の対象外とする．

　なお小規模加入者ノートによる分散網は現在の市内交換機領域内程度と考えら

れ，比較的小規模の網を想定する．　このような小規模な通信網に近い通信網と

して構内通信がある．　これにはＬＡＮ技術が進展している．　これはノード間

をバス結合するループ網である．　このループ網はノード間をバス結合すること

から各ノートが小規模でも回線の利用効率が向上する．

　一般的な通信網構成の代表としてのスター網とバス結合のループ網の概略評価

を図7.6に示す．　網を構成する上で最も有効なパラメータである等価回線長（物

理的な総合線長とタイムスロット数の積）と必要なノートの規模で比較する．

ループ網の等価回線長はバス結合により効率化を図っているにしては効果が小さ

いが，ここではノード間の回線利用を局建設時に固定化して設定することを前提

としたためである．　呼ごとに動的に回線迎用を図る手法を開発すればルーブ網’

の回線利用効率はさらに向上する．

　一方加入者網構成案の比較上，必要なノートの規模の大小も重要な要素である，

現状の音声帯域の交換機では問題ないとしても，高速サービスを実用化していく
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場合，交換機の規模の大小が通信網の経済性に大きな影響を与える可能性がある．

高速通信サービスでは呼当りの交換情報が増大し，等価的に規模の増大を招く．

高集積部品を有効に利用しないと高価な高速素子を多用する高価な大規模交換機

を必要とする可能性がある．　経済的なノートの構成にはＭＯＳ高集積技術が必

須であろう．　従来より加入者に近いノード，すなわち加入者線交換機は大衆的

な部品技術を利用することにより経済化を達成し，成功を収めている．　電子管

で実現しようとした全電子式交換機は当時の最も大衆的な電磁部品による通話路

と蓄積プログラム制御方式の電子交換機にとってかわられ，パラメトロンやコン

デンサを用いた時分割交換機は高集積技術の進展まで実用化出来なかった．　今

後とも加入者ノートは最も大衆的な部品技術を利用して発展すると考えられる．

　小規模ノードのみで構成しう.る点，さらに回線利用効率化の観点からはノード

規模を平均化しうるループ網が望ましい．　スター網はその中心に大規模なノー

トを必要とし，このような大規模ノートは性能面からＭＯＳ系列の高集積部品の

能力を越えるものとなり，経済的でない．

4.3　ループ網方式の比較

　回線の効率化を狙うループ網では各ノートで中継呼をどのように運用して効率

化を図るかが課題である．　中継呼の制御法の対案の分類要因には　①各ノート

で中継呼間のタイムスロットの入れ替えを行なうかどうか　②高速呼と低速呼が

存在する中で回線の管理を高速呼と低速呼を分離して扱うか／一体として扱うか

がある．　一方，ループ網における高速呼の制御法に関して考慮すべき点には

①時間順序保存の実現と　②ループの多段交換に伴う伝搬遅延の大小の問題　で

ある．

　上記の観点からループ網構成方式には図7.7の４対案があり，この対案の中では

Ｂ２案が有効と考えられる．　Ｂ２案はタイムスロットを入れ換えないため，遅

延時間を短縮できる．　また各ノートで順序を入れ換えないため，時間順序保存

の制御が簡単になり．中継制御を簡単化できる．　ただし，Ｂ２案ではループ網

全体を統一に運用管理する管理ノートを必要とする．
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図7．0　加入者ノード構成例

4.4　ノード構成例

　前節で望ましいとしたＢ２案のノード構成の具体化を検討する．　ﾀﾞこの構成で

は中継ループの回線上ののタイムスロットをすべて均質として扱い，低速呼も高

速呼もループの回線上の任意のタイムスロット選択する．　各ノートの中継点で

はタイムスロットの入替えを行なわず，中継する呼の到着順に送り出す構成であ

る．　Ｂ２案のノード構成の概略図を図7.8に示す．

　ここではループ網とインタフェースをとる中継部と加入者を収容して加入者間

の交換を行なう加入者･交換部に大きく機能分割している．　それぞれの機能ブロ

ックの概要は以下の通りである.

（1）中継部の構成

①中継対象の呼は網同期に合わせる時間調整のエラスチックメモリを経由するだ

　けで短いノード滞留時間で時間順序を保存して通過する

②中継ループと自ノートの出入り制御のためには中継ループのタイムスロット管

　理情報に基づいたタイムスロット情報の抜取り機構（ドロッパ）／挿入機構（

　インサータ）を持つ．　抜取り／挿入回路には制御メモリ持つ．　フレーム同

　期に合わせたタイムスロットのカウンタの値をアドレスとした該制御メモリを

　持つ．　制御メモリの各語にタイムスロット毎の抜取り／挿入／通過の情報を

　持ち，この情報に従って自ノード落ち，自ノードからの出呼に対する操作を行
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　なう．　この制御メモリの値は蓄積プログラム制御部プログラム論理で設定す

　る．

③異なった中継ループ間や中継ループと時間スイッチ間の位相差の制御には蓄積

　プログラム制御機構を利用する．　プログラムが網同期を認識して，抜取り／

　挿入制御や交換スイッチの位相差を算出して制御メモリのアドレス操作を個々

　に行う．　位相差に合わせたアドレス情報の変更を行い，全体の同期をとる．

　この中継インタフェース機能ブロックは高速の情報の流れを操作するため，高

速素子を必要とするが，制御論理が簡単であるため回路規模は小さくでき，高価

な高速素子の利用率を下げられる．

(2)加入者線対応部

　加入者線対応部は既存の加入者線ディジタル交換機の小規模版である．　この

機能ブロックは回路規模の大きい時間スイッチや信号機能を含み，しかもこれら

を回線対応に必要とするため全体としての回路規模は多くなる．　しかし，速度

については自ノートに関する伝達機構のみであり，制御や情報転送は比較的低速

でよい．　したがって素子速度は比較的低速でよい．　回路規模は大きいが，素

子速度は比較的低速でよく，ＭＯＳ系素子が利用できる．　システムオンチップ

に適した分野である.

(3)中継部と加入者部の整合

　回路規模は小さいが，高速の中継部と大規模回路で低速の加入者対応部の速度

整合も実現上の課題である．　これらの機能ブロック間の伝達情報は高速と低速

のエラスティックメモリを経由して速度･整合を行い，転送する．　中継部と加入

者部の制御メモリがエラスティックメモリの入出力制御を行なう．

　以上のように伝送線の終端機能と交換機の直結化を図り，伝送機能と交換機機

能を統一したプログラム制御で統合し，回路構成の単純化と高速呼の制御の容易

化を図っていく必要がある．　以上の構成によれば高速サービスに必須となる高

価な高速素子の利用は単純な中継部に限定でき，加入者交換機側は廉価な高集積

部品を用いて実現できる．　小規模ノートの構成要素として今後重要になる可能

性がある．
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4.5　呼制御の論理化と階層化

　ルーブ網の比較ではループ網全体を統一管理する管理ノートが前提であった．

この管理ノートはノード間のルーティング機構や加入者番号の翻訳データベース

を持つ．　しかもノード間のタイムスロット割当等のルーティングだけでなくル

ーブ網全体をあたかも単一ノートのように論理的に制御する．　この技術はデー

タベースを用いた呼の論理制御化であり，移動体交換サービスや着信課金などの

高度な通信サービスとして一部の分野では実現されている．　この技術の延長と

して網分散した小規模ノード間で局番を統一し，複数ノード全体を仮想単一ノー

ド化して制御することが必要である．

制御の論理化や階層化が進展して仮想単一ノートが進展すると，分散したノー

ド全体を管理ノートが統一して管理し，この結果加入者番号が回線物理番号から

論理移動番号への展開が可能となる．　個人番号等のパーソナルＩＤが公衆網で

も実現可能となる．　またデータベースを網的に重複配置し，ループヘの出入り

を複数点設ければノード間を多重化した回線群で接続でき加入者網の多重収容が

可能となり，網的信頼度がさらに向上する．

5,ｼｽﾃﾑｵﾝﾁｯﾌﾟ化の総と実孵法

　今後の通信網の構成において超大規模のＬＳＩの利用は大きな魅力であるが，

その集積規模はシステムレベルに達し，オンチップシステム向きのアーキテクチ

ヤを検討して望ましい伝達システムを実現しなければならない．　また数100kゲ

ートに及ぶ大規模なオンチップ回路を高精度で実現するにも多くの困難な問題を

伴う．　ここでは方式設計段階でオンチップシステム設計支援を行なうアーキテ

クチャシミュレータについて述べる．　このシミュレータを便宜上　ASCOT

(Archi tecture Simulator for Communica-tion Transfer Node）と名付ける．

5.1　オンチップ対象とするディジタル伝達ノードアーキテクチヤ

　通信網のノー･ドでは信号の再生中継や方路の群分けを行なう伝送機能および所

望の通話要求者間を確実に接続してサービス運用を行なう交換機能からなる．

ディジタル化されたノード構成では，図7.8に示したように回路機能上は　もはや
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明確な伝送・交換機能の分離は意味

が無く，これらを一体化して実現す

ることにより融通性に富む網が構築

できる．　ここでは従来の伝送・交

換機能を統合して実現した通信ノー

トを伝達ノートと呼ぶ．

　ディジタル伝達ノードでは回線を

終端し，網同期との整合を行い，所

血身
ツサ　＆

呼処理プログラム
L｡日丑三

図7．9ディジタル交換機概念図

定のタイムスロットに関する信号を得て，呼処理プログラムが入線タイムスロッ

トから出線タイムスロットヘの交換則を定め，時間スイッチや空間スイッチに交

換則を設定することにより通話を成立させる．　伝達ノードアーキテクチヤとは

呼処理プログラムが操作しうるタイムスロット伝達構造と考えられる（図7.9参照）

．　今後，高度な通信サービスの提供に向け，また，高集積能力を利用した廉価

なサービスを提供して行くために，新しい伝達ノードアーキテクチヤの研究を進

めることが必要である．

5.2　ディジタル伝達ノートのオンチップ化の問題

　ディジタル伝達ノートは①メモリ応用システムである②小規模から超大規模

までの適用領域があり，集積度の進展をいかようにも吸収しうる特徴がある．

ディジタル伝達ノートは超ＬＳＩ利用の有望な応用分野でもある．　これをオン

チップシステムとして実現するとき，従来のシステム開発に対する相違点として

以下の問題を考えておくことが必要である．

(1)仕様，回路凍結時点の早期化の問題

　試験工程に注目し，従来の手法と想定されるオンチップ‘システム開発手法を対

比したものを図7. 10に示す．　既存手法では大規模回路を分割し，装置として構

成し，複数技術者が独立に責任を持って，並列開発を行なった．　装置の組合せ

として構成されたシステムでは装置間インタフェースの修正の可能性を残し，シ

ステム総合試験段階でソフトウェアとのインタフェースの修正の可能性を残して

いた．　ＬＳＩ外部の回路はシステム総合試験の最終工程まで修正が不可能では
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図7.10開発工程の各種試験と修正時期

なかった．

　一方，オンチップシステムではチップ内の回路修正はチップ上で出来ないため，

回路凍結時点にソフトウェアとの相互試験を行なわなければ完全にバグが取りき

れないという問題を残す．　すなわち，ソフトウェアはチップ（システム）が完

成しないと試験が出来ないのに，チップ内回路はソフトウェアによる試験を完了

しないと回路凍結はできないという相互矛盾となる．

　これを解決するには呼処理プログラムを含むソフトウェアのプロトタイプ化が

必須である．　回路凍結以前に少なくとも呼処理プログラムプロトタイプによる

ソフトウェア／ハードウェアの相互試験を終え，密度の濃‘い試験を行なっておく

必要がある．

(2)システムのチップ化の問題

　従来のシステムでは装置と呼ぶ実装単位を構成し，これらの間は極力疎な結合

インタフェースとし，仕様の明確化を行なってきた．　一方，オンチップシステ

ムではすべてがチップ内にある．　このためオンチップシステムでは旧装置段階

に相当して仕様を明確化しうるモジュール化の新しい規範を作ることが必要であ
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る．　このため，チップ内伝達ノードシステム　アーキテクチヤの構成要素を明確

にする手段が必要である.

(3)大規模性による問題

　ＶＬＳＩプロセッサの開発の経験から装置段階のモジュール内に閉じた試験だ

けでは不十分であり，装置の組合せに相当するシステム全体の複合事象のデバッ

グは必要であることが示されている．　論理回路には論理シミュレーションとい

う有力な手段があるが，論理回路がシステムレベルまで巨大化したとき　システム

全体をシミュレートすることは論理規模の大きさや実行時間から不可能と考えら

れる．　また機能の大規模さから全体を試験しうる試験項目の設定さえ困難にな

ると考えられる．

　このため，試験の階層化が必須となる．　初期段階では(2)で述べたモジュール

間の結合仕様を試験し，結合仕様を試験することが必要である．　このモジュー

ル間結合仕様を試験した後は，それぞれの回路は既存のＶＬＳＩ程度に集束する

ことから既存の開発，デバッグ手法の利用が可能となる．

5.3　アーキテクチヤシミュレータ　”ＡＳＣＯＴ”の概要

　以上のオンチップシステム開発上の問題を解決するには，システム開発の最前

段でプロトタイピングを行なう必要がある．　これにはソフトウェアによるシミ

ュレータが有効と考えられる．　ハードウェアを含むプロトタイピングには多く

の人手と投資を必要とし，しかも実現しても１対案しか確認できず，望ましい構

成を規定することは困難である．　このソフトウェアによるプロトタイピングを

支援するのがＡＳＣＯＴである．

　アーキテクチャシミュレーダＡＳＣＯＴ”のシステム擬似概念を図7. 11に示す．

　ＡＳＣＯＴはワークステーションとターゲットシステムからなる．　擬似する

伝達ノードのうち，伝達アーキテクチヤの擬似機構と呼処理プログラムはターゲ

ットプロセッサに配置され，ターゲットシステム上で勁作する．　ワークステー

ションは呼処理ソフトウェア，各種伝達アーキテクチヤ擬似プログラムを作成支

援するとともに，擬似端末として動作する．

　伝達アーキテクチヤは時間スイッチや空間スイッチや信号装置およびハイウエ

ー等の機能要素で構成されており，これらの機能要素は予め部品としてライブラ
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(1)検討対象
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図7. 11　アーキテクチャシミュレータ　ASCOT　の概念図
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リに登録しておく．　部品はソフトウェア上ではタイムスロットを伝達できる隣

接部品を示す部品間接続情報と該部品でタイムスロット交換を行なう変換則，さ

らに呼処理プログラムからアクセスされた場合に応答すべき機能を記述した関数

からなる．　新しい伝達構成の案が考えられた場合はこれを新規部品としてライ

ブラリに登録する．

　アーキテクチヤ擬似のためにはこのライブラリから任意の部品を取り出して集

成してシステム機能を構成する（図7.12) .　また同時にこの擬似伝達機構を制

御する呼処理プログラ,ムもプロトタイピングで実現し，トータルシステムとして

動作確認を行なう．　この手順に基づいて各種伝達機構を構成し，性能やソフト

ウェアから見たアーキテクチヤの複雑性や回路規模を想定し，望ましいアーキテ

クチヤを決定する．

5.4　アーキテクチャシミュレータ　”Ａ ＳＣ ＯＴ” の役割

　”ＡＳＣ ＯＴ”を用いたシステム開発手順の概念図を図7. 13に示す．　アーキテ

クチャシミュレーダＡＳＣＯＴ”は伝達ノートの新しいアーキテクチヤを追求す

る手段である．

　ソフトウェアを含めたアーキテクチヤを研究するには伝達ノートハードウェア

の実物が必要であり，ハードウェアを実現するには多くの時間と投資を必要とす

る．　しかもハードウェアを実現しても１対案しか試みられないという問題があ

るが，ソフトウェアでアーキテクチヤを擬似するＡＳＣＯＴは複数の対案を容易

に実現する手段である．　アーキテクチャシミュレータＡＳＣＯＴはソフトウェ

ア／ハードウェアを含めてシステム段階での対案を比較し得るラピッドプロトタ

イピングを行なうための手段でもある．　また，同時に上記のオンチップシステ

ム開発の問題解決に有効な手段となる．プロトタイプ化手段として早期の段階で

ソフト／ハードを･含めた仕様検証を可能とし，”ＡＳＣＯＴ”で定めたノードシス

テム交換機部品が従来の装置に対応するモジュールと考えればマクロな機能ブロ

ックの仕様確定が容易になる．　この機能ブロックを段階的に回路に落としてい

けばよい．

　さらに，”ＡＳＣＯＴ”で実現した呼処理ソフトウェアは実時間勁作デバッグの

ために必要なハードシミュレータの試験プログラムとして有効となる．　A S C
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図7.12　擬似通話路構成手順
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ＯＴ上で実現した呼処理プロ

グラムは伝達アーキテクチヤ

仕様を守るものであり，伝達

アーキテクチヤをハードウェ

ア化した場合は呼処理プログ

ラムはハードウェア化した伝

達アーキテクチヤを制御しう

呼処理ソフト百万

　　　　　試験プログラム
Jf±≪l　‰＝:〉[と、､r*Jffl　]

　検証　　　　　　　　　几V検証　　　　　‾　　　　　　　‾

アーキテクチぽ

台
1二

j
に言訃対変≫

図7. 13オンチップシステム試験手法

る．　実時間試験を行なうた

めのＬＳＩ回路のハードウェアシミュレータやオンチップシステムが完成したと

きオンチップシステム仕様の検証に利用できる．

6，　傾の鰭ｼｽﾃﾑの動向と融琵

６．１　分散システムの動向

　交換機のディジタル化を契機に交換機の分散化が進展している．　交換機の分

散システムの進化を筆者の分類に従い図7. 14に示した．　各進化の段階には背景

となる条件および背景となる技術が存在し，これに対する狙い（技術動向）が存

在する.

jL!.世代ｚ分散システムの考え方は制御系から始まった．　この段階の研究経過

は本論文で既に述べた通りである．

策Ｊ＼世代：加入者線までのディジタル化が進んでISDN統合交換機へ具体化が

始まっている．　この段階でのディジタル交換機はディジタル加入者線やパケッ

ト交換や高速広帯域などの多様な交換サービスを一系列交換機として統合して実

現するものとされる．

　前段階で制御の分散に留まったものが，この段階では制御と伝達を一体とした

分散モジュールを構成し，分散モジュール化がより進展している．　各モジュー

ルはアナログ音声を扱うアナログ交換機能やディジタル１リンクを実現するI S

ＤＮ交換機能や高速広帯域交換機能を構成する．　また各交換機能内では規模に

応じたビルディングブロック化を図る．

　この分散化の要I因として，アナログ交換機やISDN交換機や高速広帯域交換
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図7.14　交換機における分散化の進展

'高速サービス普

-

高速トラヒック

集約効果

超L S I

光線略

機の間では，加入者線も中継線も結局それぞれ別の回線を収容するもので，おの

おの必要とするリソースが異なって統一制御を行なう意味が無かったことによる．

　また技術的にはソフトウェアの複雑性等からソフトウェアは極力独立モジュー

ルとして構成しようとする狙いがある．　これを可能とした技術的背景としてマ

イクロプロセッサの性能の進展から，制御と伝達を合わせて一体モジュールとし

て構成してもプロセッサの性能ネックが生じないこと，またプロセッサ間の通信’

リンクが光ケーブルの導入により高速化され，ビルディングブロック間の呼接続

遅延を少なくできるようになったことにもよる．

第３世代；本章で示した加入者ノートの分散化がこれに対応する．　これまで局

内に閉じていた分散は小規模システムの経済化により，網的分散に進展すること

が必要と考えられる．　既に述べたが高速通信サービスが大衆普及するには加入

者線の経済化が必須であり，ノートの分散化による加入者近くでのトラヒックの

集束が必須となる．　高速通信サービスの大

衆化には必須であり，今後必ず進展すると考えられる．

現在大都市の通信サ.－ビスの高度化に向けてはMAN (Metroplitan Area Net

ｗok）として研究されている．　しかし，これはビジネス利用に向けて特化し，Ｌ
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ＡＮから派生した段階である．　やがてオンチップシステム技術が確立し，大規

模な光ネットワー.クが手の内の技術となるときには公衆網としての高速通信サー

ビスの一大普及が望まれ，網的分散ノートによる公衆網の高速通信サービスが新

たな展開を向かえると考えられる．

6.2　今後の課題

　ISDN交換機は6 4 kb/sの基本帯域でディジタル１リンクを達成した．　よ

り多くの情報を求めるのは人間の習性であり，ディジタル通信サービスは帯域圧

縮を行ないつつ，1 Mb/s帯域の会議用の動画，4 0 Mb/s帯域の商用テレビ，10

0 M/s帯域の高精細テレビなどの通信の高速化は進展していく．

　このような超高速のサービスを全ての人が享受するのはまだ遠い段階であるが，

高速サービスを普及させるには本章で述べた小規模ノートの分散化が必須と考え

られる．　この観点からは筆者は以下の点が課題と考えている．　なお通信サー

ビスには通信網だけでなく，端末があって成り立つものであるが，画像・映像を

扱う機器は液晶テレビ，レーザーディスク，ビディオカメラ，携帯コピー機，ビ

ディオコーディツクなど進展はめざましく，極力仕様の軽い通信網を実現して行

けば当然にに普及すると考える．

公衆通信網の発想の転換：公衆通信網は巨大資産であり，巨大な投資を必要とす

るの発想で各種の規定・設計・導入がなされている．　通信網の技術者には既存

通信網の概念，仕様にとらわれ，大規模ノード指向，継承性の上での機能の拡大

を求める傾向が強い．　既存の継承性の上に新しい機能を作り上げて行くといず

れはマンモスの滅亡と同様の経過をたどると考えられる．　手動電話以来営々と

して築いてきた公衆網であるが，今や高集積技術を利用した身軽なノートによる

通信網への改革の時代である．　使い捨て交換機や仕様の捨てられる通信網を実

現していくことが課題である．　通信網のワイヤ部分はそのまま利用してもノー

トを取り替え，機能の変更が可能な進化しうる公衆通信網の実現が課題である．

分散ノード技術の確立：機能の面では複数ノートを単一仮想ノードとして実現す

る網管理の論理化がまず必須である．　現状の市内交換機を複数ノートに分割す

る場合には同一局番を複数ノートで共有する必要がある．　将来も個々の小規模

ノートを･単ﾆｰ-論理ノードとして扱うと量的な面での通信網仕様が複雑化する．
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複数ノートをまとめて管理する網データベースで番号翻訳，ルーテイング等の回

線管理を行なうことが必要になろう．　これは将来の通信網の個人番号，移動端

末サービスヘもつながっていく．　通信網は伝達機能の分散化と論理的集中化の

調和によって高度化することになろう．

　高速通信の伝達モードについては同期系(Synchronous Transfer Mode)と非同

期系(Asynchronous Transfer Mode)の研究が進行しているが，サービス普及の

観点からは加入者ノートをいかに経済的に実現するかが課題である．　これには

高集積技術の適用が課題であり，高集積技術との親和性が伝達モード決定の大き

な要素になろう．

さらなる高集積化：膨大な情報を高速で，複数回線間を交換するためにはより

　回線間の情報交流を効率化する必要がある．　これを実現しうるのは高集積技

　術である．　現状の平面ＬＳＩから三次元ＬＳＩなどの一層の高集積化を進め，

　実装遅延を少なくして高密度性から多くの回線間の交差，交換を可能とする必

　要がある．

光技術と論理の親和化：大容量の情報伝達のためには今後大規模な光伝送が必

　須となる．　光のみの伝達と制御論理で通信網を実現するのは理想であろうが，

　高度な論理を通信ノートで実現するには光部品だけでは困難と考えられる．

　機能素子は今後とも高集積電子回路に依存するため，論理を実現する高集積回

　路上が直接光一電気変換機構を具備する可能性も考慮したい．

ソフトウェアの簡明化：通信網の機能仕様は呼処理ソフトウェアが具現する．

　今後ますます大規模化するソフトウェアに対し，簡明化は大きな課題である．

　ただし，実現すべき機能が存在する以上，ソフトウェア技術だけでのソフトウ

　ェア問題の解決は困難々考えられる．　むしろ方式の支援により，ソフトウェ

　アの簡明化を行なっていく必要があろう．　サービス拡大に向けて通信網仕様

　が着実に増大し続けている中で，複雑なシステム構成や既存仕様の継承性維持

　によるソフトウェアの負担は大きなオー.パペットである．　高集積素子のイン

　パクトを利用してシステム構成の簡単化や保守の簡単化が必要であろう．

　将来の通信網に対して予測困難な問題はあるが，高速通信サービスは近い将来

にＣＣＩＴＴ標準のＩインタフェース一次群サービスとしてまず普及する可能性
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がある．　この段階でも本章で述ぺた分散システムは特に有効である．　オンチ

ップシステムも射程内と考えられる．

　また低域帯での高速通信サービスを実現するには，普及の手順も重要である．

大規模な投資を必要とする光線路の導入に対して，比較的簡便に導入できる無線

系のノートを併用することも重要と考えられる．　無線基地の送受アンテナ間に

本章で述べた伝達ノートを埋め込めば効率の良い交換機能を含む無線網が実現で

き，融通性に富み，効率の良い網が実現できる．　現状ISDNが大都市近傍で

のみのサービス提供であるが，無線網の併用をすれば早期にISDNサービスの

普及を遂げられると考えられる．

川

　シースとニーズ面から交換機制御方式の発展動向について，筆者の見解を述べ

た．　筆者が進めている研究自身まだまだ途上のものであるが，高集積化と分散

化は必然の流れと考えられる．　本章で述べた範囲での結論を以下に示す.

(1)高集積素子を有効に活かすためには交換機全体の予備構成を見直さなけれぱな

　　らない．　これにより，交換機全体のシステムオンチップ化は可能となる．

(２)システムオンチップ化が進展すると通信ノートは網的に分散され，加入者線(7)

　　短縮が可能となり，網が高信頼化し，高速サービスを廉価に実現できる．

(３)システムオンチップ化が進展するとソフトウェアとハードウェアを一体とした

　　モジュール化が進展し，モジュール間の結合の高速性から高速サービス普及の

　　時代に必要となる超大容量中継交換機の実現の可能性がある.

(4)小規模ノートの分散化に当たっては分散ノートをループ結合し，多元タイムス

　　ロットを網的に運用する加入者線網が有効と考えられる.

(5)ノートの分散化は着実に進展しており，分散範囲の拡大と独立モジュール化の

　方向をたどっている．　今後オンチップシステムを想定した網的分散を推進す

　る必要がある.

(6)システムオンチップには困難な問題を含むが，通話路ハードウェアを含むシス

　　テムをソフトウェアでシミュレートするアーキテクチャシミュレータから，ハ

　　ードウェアシミュレータ，チップの実現へ進むことが有効と考えられる．
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第VIII章　結論

　19 7 7年より日本電信電話公社武蔵野電気通信研究所で進められたディジタ

ル交換機用分散制御方式の研究の中で，筆者が担当したマルチプロセッサ制御方

式に関する研究を本論文にとりまとめた．　まず第１章では本研究の歴史的背景を，

第ＩＩ章では本研究の前提条件を述べた．　筆者の研究は第III章以降である．

　各章でも既に結論を述ぺているが，ここで全体のまとめとして結論を要約する．

（１）マルチプロセッサの基本構成

　交換機実現上の基本条件である①リソース管理を効率化しうるマルチプロセッ

サ，②実時間制御を維持し得るマルチプロセッサ，③将来の機能拡大性を具備し

つつ，機能拡大の以前には予備投資を極力削減し得るマルチプロセッサを定量的

に追求した結果，①中継回線や信号装置などの共通リソースを共通メモリ.上で管

理すべき.こと，②ハードウェアに対応する信号処理と論理的な処理である呼制御

処理を機能分散すべきこと，③信号処理を信号方式対応に機能分散することが望

ましいことを得た．

(2)マルチプロセッサの基本設計

　極小規模で必要なシングルプロセッサと大規模で有効なマルチプロセッサを一

機種で実現する　ONE-MACHINE概念の具体化を図り，本概念に基づくシステム設計

を行なった.　ONE-MACHINE概念の具体化は制御システムを階層構成に分解し，

各階層毎にシングル／マルチプロセッサの構成要素を共通化し，両構成で共通要

素の抽出と差分の具体化を図るものである．　この概念に基づき，マルチプロセ

ッサを実現し，試験評価を1行い，望ましいとしたマルチプロセッサ基本構成と　0

NE-MACHINE概念に基づくマルチプロセッサの有効性を確認した．

(4)マルチプロセッサの高信頼設計

　交換機用マルチプロセッサの高信頼化に向け，フェイルソフト概念に基づく耐

故障設計の思想を構築し，負荷分散と対応づけた交換機フェイルソフト設計を具

体化した．・　またフェイルソフトに基づく高信頼対策の結果，ディジタル交換機
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で新たに設定された「大きな交換機ほど高信頼であるべき」とする規模別信頼度

規定へ適合していることを示した．

(5)マルチプロセッサの故障回復法

　既存のシングルプロセッサよりはるかに複雑となるマルチプロセッサ故障処理

について，故障回復手順の階層化構成の思想を構築し，故障回復処理の単純化を

実現して故障回復を確実化する手法を示した．　また故障回復の確実さは既存の

シングルプロセッサと同･じとしても故障による中断時間はマルチプロセッサでは

より小さくできることを示した．

　以上の結果は現在すでに日本の電気通信網における交換機として商用に大量に

供されているＤ７０ディジタル交換機の制御系に用いられ，その実用化に寄与し

た．

　現在ディジタル交換機の実用化は一段落を遂げたが，急速な技術進展の中で通

信網は大きな転換期を向かえている．　従来は継承性が大きな要素を占めていた

が，情報社会の要求やディジタル化，使い捨てを促す高集積化の技術の中で，今

や通信網の革新化が求められていると考えられる．　制御方式についても単にプ

ロセッサとソフトウェアにとどまらずディジタルノードシステムとして複合化へ

向けた研究を進めて行かなければならない．　この観点から今後の研究課題を第

ＶＩＩ章に述べた．

　すなわち今後の通信サービスは高速通信サービスの普及を重点に考える必要が

あり，また技術面では超高集積部品の進展が大きなインパクトを与える．　ただ

し単純に高集積部品を適用しても交換機には高集積効果の利用限界があり，シス

テムオンチップ化，通信ノートの分散化を進めること，これによって高速通信サ

ービスを廉･価に実現でき，高速通信サービスの普及を促すことを述べた．　方式

技術としてシステムオンチップ化は未踏の技術であり，手順を踏んで超大規模回

路のオンチップ化を実現する必要があり，ソフトウェアシミュレータに始まるシ

ステム構築手法を提案した．
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　以上，本論文はシステム実用化への問題の設定，概念の構築，方式選定に係わ

る手順，機能実現手法に関する方式研究について述べた．　一般に方式技術は重

点をどこに置くかにより，結論は変わる．　唯一解が存在するものでなく，一般

性を述べるのもなかなか困難である．　多くの技術者が　この分野に従事しながら

論文としてまとめられた物は少なく，学問体系化は難しい．　筆者の本報告も実

用システムとしての必要十分条件を議論しているが，唯一解の証明ではなく，一

面ではケーススタディでもある．　しかし，筆者は本論文の類が積み重ねられて，

さらに大きな体系化がなされて行くと考える．

　社会のインフラストラクチヤとして電気通信網の重要性はますます高まってお

り，今後新たに多くの通信ノートシステムを構築して行かなければならない．技

術の積み上げが必要であり，方式技術の体系化が求められる．　本論文が発表さ

れずに埋もれた技術の論文化，さらに体系化への刺激となり，またシステム構築

技術として　いささかでも役に立てば幸いである．
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〔50〕山田・新谷・小林・宇敷・若林：”中小局用電子交換機中央処理系装置のハ

　　　ードウェア構成”，信学会交換研究会, SE78-73, 1978.

〔51〕山田：”実時間処理装置の予備構成に関する考察”，昭和56年度信学会情報・

　　　システム部門別全国大会　講演番号382.

〔52〕山田：”部品高集積化による交換機予備構成方式の進化”，信学会情報通信

　　網の安全性・信頼性時限研究専門委員会（山梨県石和) , 1988年2月５日

【その他】

〔53〕山田・浦崎：”オンライントレース法による呼処理特性の調査”，昭和49年度

　　　信学会総合全国大会1942.

〔54〕｡山田：”ハードウェアによる集中トラヒック過負荷制御方式”，昭和55年度

　　　信学会部門別全国大会　143.　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11

〔55〕山田・脇村他：”高集積化処理装置における周辺接続インタフェースの

　　　考察”，昭和56年度信学会情報・システム部門別全国大会　講演番号380.

〔56〕山田・増田：”障害時のリンク切り替えを考慮したハイレペル通信制御法の

　　　構成法”，昭和56年度信学会部門別全国大会284.

〔57〕鈴木・三木・山田：”ファームウェア化IOCSの論理インタフェースに関する

　　　一検討”，昭和57年度信学会総合全国大会1962.

〔58〕増田・倉矢・山田：”ＶＬＳＩ化論理装置の制御メモリインタフェースに関
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　　する一検討”，昭和57年度信学会総合全国大会　講演番号1535.

〔59〕三木・山田：ニブルメモリにおけるプロセッサ高速化手法の一考察”，昭和

　　58年度信学会部門別全国大会543.

〔60〕小松原・山田・三木：”入出力制御用ハードウェアインタフェース仮想化の

　　一手法”，･昭和58年度信学会部門別全国大会　349.

〔61〕山田：”交換・通信処理用ソフトウェアデバッグ支援の一手法”，昭和59年度

　　信学会部門別全国大会349.

〔62〕山田・宮山：”蓄積プログラム制御用処理装置のメモリアクセス高速化

　　手法”，信学会，交換研究会，信学技報EC84-9,1984

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

筆者の関連特許一覧

【特許】

〔1〕山田：情報処理装置用電鍵設定装置，公告昭52-40943 (昭和47年6月６日出願）

〔2〕桜井・山田：障害検出方式，　　　　　公告昭54-38024 (昭和51年4月20日出願）

〔3〕梶塚・山田・矢沢・庄田・安井：マイクロプログラムアドレス制御方式

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公告昭55-39217 (昭和51年5月６日出願）

〔4〕山田・山田・大川・庄田・淡路：データチヤネル装置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公告昭56-9726 (昭和51年2月24日出願）

〔5〕細野・遠藤・山田・宇敷：割り込み制御方式

　　　　　　　　　　　　　公告昭56-26868　　　　　　（昭和52年8月24日出願）

〔6〕桜井・山田・高瀬・庄田・淡路：データチャネル装置

　　　　　　　　　　　　　公告昭56-40854　　　　　　（昭和51年11月４日出願）

に〕山田・山田・桜井・古川・梶塚・淡路：マイクロプログラム制御方式

　　　　　　　　　　　　　公告昭56-46607　　　　　　（昭和51年2月17日出願）

〔8〕畑・山田：優先順位切替方式　公告昭57-5029　（昭和53年7月22日出願）

〔9〕岡田・山田：光信号方式　　　公告昭57-33746　（昭和53年10月17日出願）

〔10〕岡田・山田：電子交換機　　　公告昭57-40713　（昭和53年10月17日出願）/

〔11〕山田・五嶋：マルチプロセッサシステム

　　　　　　　　　　　　　　　　　公告昭58-47746　（昭和56年4月30日出願）

〔12〕山田・小林・若林：入出力制御装置　公告昭58-50367 (昭和53年8月15日出願）

〔13〕山田・宇敷・斉藤・石川・中村：情報処理装置

　　　　　　　　　　　　　　　　　公告昭59-258　　（昭和53年9月２日出願）
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